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は じ め に

近年、情報通信関連の技術が急速 に発達 してお り、多様 なメデ ィアを活用 した高度 な

情報通信 システムが世の中に普及 し始めて いる。将来 この分野 に関連す る産 業部門が大

き く変化す るのみな らず、情報通信 システムのユーザー部 門に も大 きな変化があ る もの

と予測 され る。

民 間で はコンピュータ関連 メーカー、家電 メーカー、通信事業者、放送事業者な どが

この変化 に素早 く対応す るために社内体制を整え、研究開発 を盛んに行 って いる。その

他 に新聞、広告、 出版、印刷事業者 なども研究開発 を始めている。

一方
、政府 も平成6年7月 に高度情報通信社会推進本部 を設置 し、平成7年2月 に基

本方針 を策定す るなど高度な情報通信社会の実現 に向け、政策的取 り組みを開始 して い

る。

また、 このよ うな動 きは日本 に限 らず、世界各国で始 まって いる。 この分野で は特 に

米国が先行 してお り、EU、 ア ジア諸国など もNII(NationalInformationInfra-

structure;国 家情報通信基盤整備構想)を 作成 して、高度情報通信社会の実現 に取 り

組んでいる。

高度情報通信社会 にお いては多種多様 なデ ータベースが構築 され、高速大容量の情報

通信ネ ッ トワー クを介 して、誰で も、いつで も、 どこにいて も必要な情報を入手す るこ

とができるようになる もの と期待 されている。

このよ うな社会を実現す るために、率先 して多様 なメデ ィア(マ ルチメデ ィア)を 活

用 した高度な情報通信 システムの研究を行 い、 これ を実用化す ることが重要であ る。

このため に本調査研究では、先進事例及 び技術動 向の調査、データベ ースを構成 す る

各種要素技術 の調査 ・分析 、実用化を 目指 したプ ロ トタイプの開発 ・評価を行 い、将来

のあ るべ き情報 システムを検討す ることを 目的に平成6年 度か ら3ヵ 年計画で行 ってい

る。平成6年 度 はマルチ メディア時代 に向けての動向、マルチ メデ ィアの応用 分野 、先

進事例、要素技術等の調査及 びプロ トタイプの概念設計 を行 い、将来の情報 システムの

あ るべ き姿 にっ いての案 を作成 した。

本報告書 は、 この3ヵ 年計画の初年度 にあたる調査研究の成果 を とりまとめた もので

あ る。今後 の調査研究 の基礎資料 と して利用 され るのは もちろん の こと、当該分野 に関

心 のある方 々に読 まれ、活用 して くだされば幸 いであ る。

なお、本調査研究 は株式会社旭 リサーチセ ンターに委託 して実施 した。

平成7年3月

⊃





ま と め

1.多 様 なメディアを活用 した高度 な情報 システムの構築に関す る調査研究を行 った。

この調査研究 は3年 間の計画であ り、本年度 は第1年 目にあた る。

2.本 年度 はマルチメディアの動向、応用事例、 マルチメデ ィアを支 え る技術、行政情

報 システムの将来 イメージ、2年 目以降 に計画す るプロ トタイプの概念設計を行 った。

3.マ ルチ メデ ィアを広 い意味に解釈 して、高度情報通信 システムととらえれば、現在

情報革命 といえ る動 きがあ る。 これは、情報通信技術を活用 して 「仕事 を早 く行 う」

もので、米国の企業が先行 している。 日本の企業 はこの面で米国 に比べて遅れっつ あ

る。 日本の産 業の国際競争力強化のために、 日本 も早急 に対策 をたて る必要が ある。

4.マ ルチ メデ ィアを文字、画像、音声、映像データの統合 システムと考 えれば、 これ

の ビジネス利用 に関 して、現在試行錯誤が始 まったところである。エ ンタテイメ ン ト

や教育の分野でマルチ メディア応用が先行 してい るが、 ビジネス分野で は、従来 図形

処理、画像処 理の技術 を応用 した分野が文字情報を統合 して、マルチ メデ ィア応用 の

先行事例 と して注 目されて いる。 それ以外 には、人事管理、社 内教育、会社 や商 品の

紹介 などで、マルチ メデ ィアの利用が比較的早 く始 まった。

5.マ ルチメデ ィアを支 える各種 の要素技術が発達す る中で、マルチメデ ィア ・データ

ベース技術が未発達 である。将来 マルチ メディアが普及す るために、安価 で使 いやす

いマルチメデ ィア ・データベース技術の発達が重要な課題 となろ う。

6.行 政情報 システムの将来 イメー ジを考 えると、業務実行時 に高度な情報通信 ネ ッ ト

ワー クを利用 して、既存 の組織 に こだわ らず、世界中か ら最 も適切な人を集 めて共 同

作 業を行 うバーチ ャル ・オーガニゼー シ ョンが発達す ると予測 され る。

また、将来行政情報 を国民 に提供す ることが制度化 され ると予測 され る。 この場合

に、マル チメデ ィアを応用 して、国民に分か りやす いプ レゼ ンテーシ ョンを行 うため

の技術開発が必要 にな る。 マルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョンは国民への情報提供

に とどま らず、行政 内部や海外諸国 との コ ミュニケーションのために も有効で ある。

7.本 調査研究の2年 目以降 に開発を予定 して いるプpト タイプ システ ムの概念設計 を

行 った。マルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ションとマルチメデ ィア ・デ ータベースの開

発 を重点課題に して、 これを開発す るための プロ トタイプシステムのハー ドウェア構

成 、 ソフ トウェア構成 を立案 した。
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第1章 調査研究の概要

1.調 査研究 の 目的

近年、政府機関で は行 政の複雑化 ・多様化に伴 い、多様かっ迅速 な情報を基 に、的確

な政策判断を行 う必要性 が高ま ってお り、行政情報 システムに も最新 の情報技術を駆使

した、音声、画像等を扱 う高度 なデー タベースの構築が求め られてい る。

従来のデータベースは数値、文字データが中心で、それ らの情報 は適時適切に、容易

な操作 で検索 ・出力で きるよ うにな っているが、業務の知的支援 、あ るいは情 報の高度

利用化 を考 える時、現状 のよ うな数値、 テキス トのみの情報 に基づ くシステムに は限界

があ る。

現状で は、音声、画像等の数値、 テキス ト以外の情報については、 データベース化が

遅 れて お り、容易に検索す ることが で きないが、将来 は新 しいメディア(画 像、音声等)

による情報を利用 し、多種多様 な情報の もっ意味を容易 かっ的確 に把握で きるよ うな シ

ステムを構築す る必要が ある。例え ば新たな情報形態 としては立体画像や動画 、また、

情報 内容 と してはテ レビニ ュース等の報道情報を も取 り込む ことによ り、よ り高度 な判

断 を支援す ることが可能 とな る。

これ らを実現す るため に、高速かつ大容量のデータを送受信で きるネ ッ トワー ク等を

介 し、静止 画、動画、 リアルタイムに流れ るテ レビ画像等の多様な メデ ィアを自動的 に

選択 し、イ ンテ リジェ ン トに業務を支援す るためのデータベースを中心 とした技術 にっ

いて調査研究 を行 うとともに、行政情報 システムの将来像の一部の機能 を実現す るプロ

トタイプ ・システムの開発 を平成6年 度 より3ヶ 年で検討 を行 う。

2.調 査研究の項 目

当調査研究で は、上記の ような 目的に基づ いて行政業務を支援す るためのマルチ メデ

ィア ・デー タベース システムに係わ る技術等を中心 に調査研究 を行 うとともに、行政情

報 システムの将来像の一部を実現す るプロ トタイプ ・'システムの開発を 目指 して平成6

年度 より3ケ 年で調査研究を行 う。

以下 に平成6～8年 度の調査研究の項 目を述べ る。

一1一



2.1平 成6年 度の調査研究項 目

(1)マ ルチメデ ィア全般 に関す る世界 および 日本 の動向にっ いて、文献調査を行 な

う。

(2)マ ルチメデ ィアの応用分野お よびその先進事例 にっ いて文献調査、 ヒア リング

調査を行 な う。

(3)マ ルチ メディアを支 える技術の動 向にっ いて文献調査、 ヒア リング調査 を行 な

う。

(4)行 政情報 システムの将来像 およびそれを実現す るための技術的課題に関 して、

文献調査およびブ レー ンス トー ミングによ り調査研究す る。

(5)行 政情報 システムの将 来像 の一部の機能 を実現す るプロ トタイプ ・システムの

概念設計を行 な う。

2.2平 成 了年 度の調査研究項 目

(1)マ ルチメデ ィアの応用分野お よびその先進事例 にっ いて文献調査、 ヒア リング

調査を行 な う(平 成6年 度 よ り継続)。

② 行政情報 システムの将来像お よびそれを実現す るための技 術的課題に関 し、文

献調査およびブ レー ンス トー ミングによ り調査研究す る(平 成6年 度 より継続)。

(3)将 来の行政情報 システムを実現す るために必要 な各種要素技術 につ いて、文献

調査、 ヒア リング調査を行 な う(平 成6年 度 よ り継続)。

(4)② および(3)に基づ いて、行政情報 システムの将来像の一部の機能 を実現す るプ

ロ トタイプ ・システムの基 本設計を行 ない、ハ ー ドウェア構成、 ソフ トウェア構

成、マルチ メデ ィア素材情 報の選択等 を決定す る。

(5)プ ロ トタイプ ・システムの詳細設計を行 い、ハ ー ドウェア仕様、 ソフ トウ ェア

仕様 、プロ トタイプ ・システムの開発スケ ジュール等を決定す る。

(6)そ の他必要 な調査研究を行な う。

2.3平 成8年 度の調査研究項 目

(1)マ ルチ メディアの応用分野お よびその先進事例 にっいて文献調査、 ヒア リング

調査を行な う(平 成6年 度 よ り継続)。

② 行政情報 システムの将来像 およびそれ を実現す るための技術的課題 に関 して、
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文献調査 およびブ レー ンス トー ミングによ り調査研究す る(平 成6、7年 度 よ り

継続)。

(3)将 来 の行政情 報 システムを実現す るために必要な各種要素技術 にっいて、文献

調査、 ヒア リング調査を行 な う(平 成6年 度 より継続)。

(4)前 年度 に基本 設計、詳細設計 したプ ロ トタイプ ・システムの開発を行 な う。

(5)プ ロ トタイプ ・システムのデモを行 ない、評価 ・分析す る。

3.調 査 研 究 の スケ ジ ュール

平 成6～8年 の調 査 研 究 の ス ケ ジュー ル を図1.1に 示 す 。

図1.1調 査 研 究 の3年 間 スケ ジ ュー ル

項 目 期 間 平成6年 度 平成7舞 渡 平成8年 度

マルチ メディア全般に関す る世界

・日本 の動向調査

〈 〉

マルチメディア応用分野および

その先進事例調査

く 〉

技術動向(要 素技術)の 調査 ∈ 〉

行政情報システムの将来像研究 < 〉

プ ロ トタイプ ・システム概念設計 ∈ 〉
、

プ ロ トタイプ ・システム基本設計 〈 〉

プロ トタイプ ・システム詳細設計 ∈ 〉

プロ トタイプ ・システムの開発 ∈ 〉

プロ トタイプ ・システムのデモの

実施お よび評価 ・分析

e>
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4.平 成6年 度の調査研究概要

平成6年 度 は、まず本調査研究を進め るにあた り、マルチメディア全般に関す る世界

および 日本の動向にっ いて調査を行 った上で、 マルチ メデ ィアの応用分野およびその先

進事例の調査、マルチメデ ィアを支え る技術 の動向にっいての調査、現段階で想定 され

る理想 的な行政情報 システムの将来像およびそれを実現す るための各種要素技 術の課題

(特に、 マルチ メディア ・データベース関連技術)に 関 して調査研究 を行 った。

さらにその上で、行政情報 システムの将来像の一部の機能を実現す るプロ トタイプ ・

システムの全体的な構成 を形成す る概念設計 を行 った。

4.1調 査研究の項 目

臼)マ ルチメデ ィア全般 に関する世界 ・日本 の動向調査

現時点での情報 スーパ ーハイ ウェイ構想等 を含むマルチ メデ ィア全般 に関す る米国、

欧州、ア ジアな どの海外お よび 日本の動向について、文献調査を行 った。 日本での動

向にっいては特に審議会等の動 き、産業界等での研究会、構想、実験等 の動 きを調査

した。

調査内容 は以下の とお りであ る。

① 米国の産官学 の動 き、実験例

② 米国以外の欧州、ア ジア等の海外の動 き

③ 日本の動 き(官 庁 、民間企業等 の構想、研究 ・実験例)

④ マルチ メデ ィア実現化の課題

(2)マ ルチメデ ィアの応用分野お よびその先進事例 の調査

現在、実用化 もしくは研究段階 にあ る多様な メデ ィアを活用 したデータベー ス関

連技術を中心 とす る情報利用 システムの応用分野およびその先進 的事例 にっ いて、

文献調査お よび ヒア リング調査 を行 った。

調査 内容 は以下 のとお りで ある。

① 多様 なメデ ィアを活用 したデータベースを中心 とす る情報利 用 システムの応用

分野 の例(ビ ジネス分野 、家庭分野、社会分野)
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② 多様なメディアを活用したデータベース関連技術を中心とする情報利用システ

ムの先進技術事例(マ ルチメディア応用の国内先進事例、行政情報の電子化事

例)

(3)マ ルチメデ ィアを支える技術 の動 向調査

多様 なメデ ィアを活用 した情報 システムを支える技術を各種要 素に分別 し、それ

らの要素技術 の現状 および開発動向にっ いて、文献調査および ヒア リング調査 を実

施 した。

調査 内容 は以下 の とお りである。

① プラ ッ トフォーム

クライア ン ト・サーバ ・システム、PDA(パ ーソナル・デジタル・アシスタン1)、 その他

② 基 盤技術

基本 ソフ ト(OS)、 マイ クロプロセ ッサ、データ圧縮伸長技術

③ 制作技術の現状 と課題

オ ーサ リング ・システム、 オーサ リング用 スク リプ ト記述、 オーサ リング ・

ツール とス ク リプ ト記述言語、個別のマルチ メディア処理用 ツール

④ ヒューマ ンイ ンターフェース

GUI(グ ラフィカル・ユーザー・インターフェイス)、 モニ ター、画像 ・映像入力装置、

ポイ ンテ ィ ング ・デバ イス、画像認識 ・音声認識技術、

バ ーチ ャル ・リア リティ技術

⑤ マルチ メデ ィア ・データベース

拡張RDBMS、 オ ブジェク ト指向DBMS、 その他

(4)行 政情報システムの将来像およびそれを実現するための技術的課題の調査

行政 情報 システ ムの将来 イ メー ジを描 くた めに専門家の参加 を得 て ブ レー ンス

トー ミングを実施 した。 さ らに、 マルチメデ ィアの応用分野およびその先進事例、

マルチメデ ィアを支 える技術等 の調査に基づ いて、行政情報 システムの将来像 を検

討 し、 それを実現す るための技術的課題 の検討を行 った。

調査内容 は以下の とお りである。

① 社会、行政業務 、行政情報 システムの各 々の将来イメージの作成
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② 行政業務の具体的事例と先進技術適用の分析

③ 将来の行政情報システムへの開発課題

④ 将来の行政情報システムに必要な技術 ・システム

(5)将 来の行政情報 システム のプ ロ トタイプ ・システムの概念設計

(4)の 調査研究結果に基づ いて、行政 業務 を支援す るための マルチ メデ ィア ・

データベ ース システムに係 わる技術、 マルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ションに係わ

る技術等を中心 に絞 り込み、行政情報 システムの将 来像の一部 の機能 を実現す るプ

ロ トタイプ ・システムの姿を検討 し、 その主な構成 内容 に関 して概念設計 を行 った。

調査 内容 は以下の とお りであ る。

① プロ トタイプ ・システム作成 の意義

② プロ トタイプ ・システムの対象範 囲

③ プロ トタイプ ・システムの概念設計

④ プロ トタイプ ・システムのサ ブシステム構成

(6)報 告書の作成 ・

これ らの調査研究結果にっ いて報告書 と して取 りま とめた。

4.2調 査研究の方 法

文献調査、データベー ス検索 および ヒア リング調査 を行 った。

4.3'平 成6年 度 のスケ ジュール

平成6年6月 ～平成7年3月 の間 に実施 した。調査項 目別 のスケ ジュールを図1.

2に 示す。
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図1.2'平 成6年 度 の スケ ジ ュール

年 月

調査研究項目

94

年

6 11

月

95

12

月

年

1 2 37 8 9 10

月月 月 月 月 月 月 月

①マルチメデ ィア全般 に関す る世界 ・

日本 の動向調査

∈ 〉

②マルチメディアの応用分野および
その先進事例調査

く 〉

③ マルチメデ ィアを支え る技術(要 素

技術)動 向調査

プラ ッ トフォーム

基盤技術

制作技術

ヒューマ ン ・イ ンターフェース

マルチメデ ィア ・データベース

∈

く

∈

〉

∋

〉

く

∈

〉

≧

く 〉

④行政情報システムの将来像および実

現のための技術的課題の調査

< テ

⑤ プロ トタイプ ・システムの概念設計 く 〉

⑥調査研究報告書の作成 く う

なお、平成6年 度の調査研究の手順を図1.3に 示す。
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図1.3平 成6年 度調 査研 究 の手 順

① マルチメデ ィア全般 に関する世界 ・日本の動向調査

多様なメディアを活用 した高度 な情報 システムの所在 ・動 向を把握 した。

(調査研究の出発点)

②応用分野および先進事例 の調査

多様 なメデ ィアを活用 した情

報利用 システムの先進事例等

を調査 した。

③技術動 向(各 種要素技術)の 調 査

マルチメデ ィアを支え る各種要素

技術の現状および開発動向を調査

した。

④ 一1行 政情報 システムの将来像検討

②,③ に基づ き、多様なメディアを活用

した行政情報 システム像 を検討 した。

将 来 イメ ー ジを描 くた めの

ブ レー ン ス トー ミン グ

④ 一2行 政情報 システムの将来像 を実現す るための技術的課題の検討

標準化 または普及が進んでいる技術、標準化が未整備 または普及 が進んで

いない技術 、開発 中の技術等 に区分 し、今後 の開発課題 を明確 に した。

⑤ プロ トタイプ ・システムの概念設計

行政情報 システムの将来像 に関 してその一部 の機能 を実現す る

プロ トタイプ ・システムの主な構成 内容を決 定 した。

⑥調査研究報告書の作成
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第2章

マルチメデ ィア時代に向けての動向





第2章 マルチメデ'(ア 時代 に向けての動向

1.マ ルチメデ ィアへ の期待

1993年9月 に米国政府が情報 スーパ ーハ イウェイの整備 に関す る行動 計画NII

(NationalInformationInfrastructure:AgendaforAction)を 発表 して以来、 日本

国内で も将来の高度情報通信社会実現への期待が急速 に高 まった。1994年5月 に郵政

省管轄の電気通信審議会か ら答申が発表 され、その中でマルチメデ ィア産業の国内市

場が2015年 に123兆 円に達す るとあ り、マルチメデ ィア ・フィーバ ーといえる状況が作

られ た。

高度情報通信化 とマル チメデ ィア化 とでは意味が微妙 に異 なるが、世 間一般で は殆

ど同意義語 と して扱われてい る。本報告書で も世間一般 に したが って、 同 じ意味の言

葉 として扱 う。

マルチ メデ ィア化が進行す ることによ り、産業の発展 と国民生活の 向上が期待 され

る。マルチ メディアに対す る期待 は大 きいが、期待す る内容 は人 によ って さまざまに

変わ る。

例えば、①新 しい コ ミュニ ケー シ ョンの道具が提供 される ことによ り新 しい ビジネ

スが生 れ る、②通信産 業 と放送産 業 とを区分す る壁がな くな り、そ こに ビジネスチャ

ンスが期待 できる、③ コンピュータや ソフ トウェア産業などにとって ビジネス拡大の

チ ャンスである、④教育産業や医療産業な どが高度 に情報通信化 され ることによ り、

サー ビスの内容が変わ る、⑤政府 や公共機 関のサー ビスが大幅に改革 され る、 などが

期待 されて いる。

国内の コンピュータ、家電、 その他の情報通信機器 メーカ ーの多 くは、 マルチ メ

デ ィア事業 に全社をあ げて取 り組む と発表 している。 さ らに、大手 商社、通信 ・放送

事業者、印刷 ・出版事業者 など もマルチメディアの事業化に取 り組 む。

しか し、今回の調査研究 のため に ヒア リング した相手か らは 「マルチメデ ィアは言

葉ばか りが先行 してお り、実態が見えない」 という意見が多 か った。彼 らはマルチメ

デ ィアに先進的 に取 り組んで いる人達 なのに もかかわ らずである。

インターネ ッ トのユーザ ー数やCD-ROMの 市場が急速 に伸 びるな ど、マルチメ

デ ィア社会 の実現 に向か って、その兆候が見える分野 もあるが、 日本の産業全体か ら

みれば、 マルチ メディアはまだ夢を語 る時期 なのだろう。
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ビジネスの世界で実際の動 きが鈍 い ことの原因 には、マルチメデ ィアを実現す るた

めのコス トが まだ高い ことが あげ られ る。 したが って、マルチメデ ィアの実験や開発

の事例 は多 いが、新 しい事業や商品の登場が少 ない。近年登場す る新商品の多 くはマ

ルチメデ ィア事業を構成す る部品であ り、 システム全体で はない。

しかし、デ ジタル革命 はハ ー ドウェアとソフ トウェアの コス トを飛躍的 に低下 させ

る可能性を もって いる。 その理 由は半導体技術の発達 などによ り、商品を複製す るコ

ス トが限 り無 くゼ ロに近づ くためである。

例 えば、ハ ー ドウェアの場合 には代表 的な メモ リーであ るDRAM(ダ イナ ミッ

ク ・ラ ンダム ・アクセス ・メモ リー)は3年 間 に記憶容量が4倍 になる(ム ーアの法

則 とい う)技 術進歩 を繰 り返 し、容量は1977年4K(103ビ ッ ト)から1994年16M(106ビ ッ

ト)ま で増大 したが、製品価格 は殆 ど変 わ らない。将来 も1G(109ビ ッ ト)ま で この

傾向が続 くと予測 されて いる。

ソフ トウェアの場合 には、初期 開発 コス トは増大 してい るが、 もともと複製 コス ト

は極めて安価であ る。 ソフ トヴェアを複製す る媒体 も、容量1Mバ イ ト(8ビ ッ ト)の

フロ ッピーデ ィス クか ら約500Mバ イ トのCD-ROMに 変 わ りつつあ り、将来CD-

ROMの 価格が急速 に安 くな ることが期待 されてお り、その結果多数 の人が利用す る

ソフ トウェアの コス トは極めて安価 になると予想 され る"(販 売価格 は別で ある)。

このよ うに、将 来 はコス ト面か らみて も、デ ジタル技術を中心 とす るマル チメデ ィ

アが従来の機器 よりも有利 にな る時がいずれ は来 る。

マルチ メディア時代 になると、テ レビ、 ラジオ、電話、 フ ァックス、 コンピュータ

な どの機能が統合 され、ひ とっの機器で まかなえ る。 この ことが社会 に与 えるイ ンパ

ク トは大 きい。かって電話が人 と人 とのコ ミュニケー ション方式 を変え、テ レビが家

庭生活の習慣を変えたよ うに、将来マルチ メデ ィアが人の生活や ビジネス習慣 に大 き

な変化を もた らす可能性 は高 い。 その変化の方向を他人 よ りも早 く見通 した者が、 ビ

ジネスにおいて競争上優位 にたてる。

2.米 国の動向

マルチ メデ ィアに関 して は、技術 も応用 も米国が 日本 よ りもはるかに進んでい ると

いわれる。そ こで、 この分野 に関連す る米 国の動向を調査 した。

結論 を先 にいえば、 マルチ メデ ィアはともか くと して、米 国で は情報通信 を応用 し
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て ビジネス ・ス ピー ドの向上、即ち 「仕事を早 く行 う」 ことが発達 してお り、仕事の

ス ピー ドの面で米国 は日本 に差をつけつっある。例 えば、IBMク レジッ ト社 は業務

の処理時間 を7日 か ら4時 間に縮 めた。 コダ ック社 は新製品開発期間を約1/2に 短縮

した。GEメ デ ィカル社 もNMR-CTの 受注か ら納品までの リー ドタイムを約1/2に

した。米国か ら日本 に、CIM(ComputerIntegratedManufacturing)、QRS(Quick

ResponseSystem)、 コンカ レン ト・エ ンジニ ア リング、BPR(ビ ジネス ・プロセス

・リエ ンジニア リング)な どの言葉が輸入 され、 日本で も多 くの人が注 目したが、 こ

れ らは米国企業の変化 の一部を表現 した もの に過 ぎず、米国で は一貫 して組織および

業務 システ ムの改善が進んでお り、 その結果 フラッ トな組織 による ビジネス ・ス ピー

ドの向上 につなが って いる。

日本 もこの面で 国際競争力を強 めるために、早急 に対応策を見出す必要があ る。

2.1米 国における経緯

米国ではマル チメディアよ りも情報 スーパ ーハイ ウェイとい う言葉の ほうが多 く

使われ る。 そ こで、情報スーパ ーハ イウェイの経緯 を以下に述べ る。

情報 スーパ ーハ イウェイの きっかけは日本 にあ る。

1990年3月NTTがVI&P(ビ ジュアル ・イ ンテ リジェン ト・アン ド・パ ーソ

ナル通信サ ー ビス)構 想 を発表 した。 この中に、2015年 まで に日本全国の各家庭 や

事業所 に光 ファイバ ーを施設 して、画像伝送を含む次世代情報通信 システムを整備

す る構想があ り、 これが米国を刺激 した。

1991年 米国の ゴア現副大統領(当 時上院議員)が 、米国の産 業競争力を強化す る

ために情報通信の イ ンフラを整備す ることを提唱 し、 「高性能 コンピュー タ ・通信

(HPCC)法 」を成 立 させ た。 その一貫 と して、全 米の研 究教育 ネ ッ トワーク

(NREN)を 施設す る計画が進行 した。 その名称 に情報 スーパ ーハイ ウェイとい

う言葉が使われた。

1993年 ク リン トン大統領、 ゴア副大統領が登場 し、同年9月 に前述 のNII発 表

とな った。以下 に情報 スーパーハ イウェイ構想 の概要 を述べ る。

2.2情 報 ス ーパ ーハ イ ウ ェイ構 想 の概 要

(1)主 な 内容
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米 国内の通信機器、 コンピュータ、データベース、家電製品 などを蜘蛛 の巣のよ う

にネ ッ トワー ク化 し、産業、社会、生 活に情報革命 を もた らす。情報 は国の最 も重要

な経 済的資源である。情報通信 ネ』ッ トワー ク化 によ り、以下 の項 目を実現す る。

○ 米国産業の国際競争力を高 め、米国企業 を世界No.1に す る。 これ により新 たな雇

用を生 む手段を提供す る。

○ 国民 の生活や福祉の レベルを向上 させ る。

具体的には、例えば、以下のよ うな ことを可能 にす る。

①ビジネスの国際化

小規模の事業者でも電気通信を使って世界中から仕事を受注することができる。

②居住地のフレキシブル化

テレコミュニケーションを使った在宅勤務などにより、職場にとらわれずに住み

たい場所に住むことができる。

③遠隔教育

全ての学生は場所、距離に関係なく、最良の学校や教師の授業を受けられる。

④遠隔医療

必要な時に、必要な場所で医療サービスが受けられる。

⑤電子図書館、美術館、博物館

施設に行かなくても、図書館、美術館、科学博物館などにある文献、作品を検索

したり鑑賞したりすることができる。

⑥行政情報の改革

国や自治体の行政情報を入手 しやすくする。納税、社会保障制度の利用等の手続

きの改善を図る。

(2)政 府の役割

① 税金 や政策 によ り、民 間の設備投資を促進す る。NII整 備 の主役 は民間であ る。

② 全てのアメ リカ人が情報資源 を適正な価格で利用 で きるように調整す る。

③NII整 備 に必要 な技術革新 と新 しいアプ リケーシ ョンの開発のための触媒の役割

を果す。

-12一



④NIIは 利用者主導で運営される。政府はこのような運営を促進する。

⑤ 情報のセキュリティとネットワークの信頼性を確保する。

⑥ 無線周波数の管理を改善する。

⑦ 知的所有権を保護する。

⑧ 州政府および外国政府と協調 して、障害になる規制や不公正な政策を排除する。

⑨ 政府情報へのアクセスを便利にし、政府調達方法を改善する。

(3)規 制緩和の方向

①CATV会 社と市内電話会社 との相互参入を認める。

(注;こ の法案は上院で成立 しなかった)

② 市内電話会社は競争会社に無差別の条件で相互接続を認める。

③ 既に長距離電話会社に認められている通信機器の研究開発および製造を地域電話

会社にも認める。

④ 支配的でない新規参入者に対する規制を緩和する権限をFCC(連 邦通信委員会)

に与える。

(4)ス ケ ジュール

2015年 まで に全ての家庭、事業所、学校、病院、図書館 などを結ぶ広帯域通信網を

建設す る。

2.3Nll発 表以 降の動 向

NII行 動計画の発表以来、通信事業 と放送事業との融合 に向けて、電話会社 とC

ATV会 社 との合併や提携な どの動 きがっ ぎっ ぎに始 まった。 その主 な狙 いは、将来

双方向テ レビを使 っての ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド(VOD)や ホーム ショッピングな

どの事業化だ った。

それ以外 にも、電話 会社 、CATV会 社、 コンピュータ等の電子機器メーカーな ど

が提携 して、マルチメデ ィア ・システムの開発を進 めるなど も数多 く発表 され、その

勢 いはマルチメデ ィア ・フィーバー といって良 いほどだ った。

しか し、1994年2月FCC(米 連邦通信委員会)がCATVの 料金 を7%値 下 げす

るよ う指導 した ことを きっか けに、通信事業者 と放送事業者 との合併や提携の動 きは
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鎮静化 した。

また、情報 スーパ ーハ イウェイの イ ンフラス トラクチャーと して、当初 は光 ファイ

バ ーの整備 が強調 されたが、全米の家庭 や事業所に光 フ ァイバ ーを施設す るための費

用が膨大になることが 明 らか にな り、既存の イ ンターネ ッ ト、電話網、CATV網 、

衛星通信、地上波の無線通信な ど、多彩な通信媒体 によるイ ンフラ整備にす るべ きだ

とい う意見 が強 まった。

い っぽ う、将来マルチメデ ィア時代を迎え るためには、 イ ンフラ整備よ りもア プ リ

ケー ションの コンテ ンツ(中 身)の 開発が重要であ るとい う認識が高 まり、 この面で

の開発が活発化 した。 コンピュー タメーカー、 ソ フ トウェア企業、映画制作会社 、

ゲーム機 メーカーな ど、 マルチ メデ ィアに関連す る企業が コ ンテ ンツ開発に力を いれ

る。

ハ リウ ッ ド(映 画産業)と シ リコ ンバ レー(コ ンピュータ関連産業)と の提携が注

目されてい る。 また米 国にふ さわ しく、 この分野でベ ンチャー企業がっ ぎつぎに現れ

ている。

2.4イ ンターネ ッ ト

近年、情 報スーパーハ イ ウェイの主要なイ ンフラス トラ クチ ャーはイ ンターネ ッ ト

で充分であ るとい う意見が米国で強 ま った。 それ以外 のイ ンフラには新 しい投資が必

要なためであ る。

イ ンターネ ッ トは1969年 に米軍用 コ ンピュータ ・ネ ッ トワークとして スター トし、

その後1983年 に学術用 ネ ッ トワークと して再発足 し、世界 中の大学 や研究機関が利用

す るよ うにな った。

1990年 に商業用 にも開放 されてか ら急速 に利用者が増えてお り、世界中で利用者が

3,000万 人 とも4,000万 人 ともいわれ る。 日本で も1993年 頃か ら商業用の利用が始 ま

り、利用者が急増 してい る。

利用者の急増 と共 にイ ンターネ ッ トの使 い方が ダイナ ミックに変化 している。当初

は電子 メール、電子掲示板 による討論、データベース検索 などだ ったが、イ ンターネ

ッ トで商売す る事例 が増 えて い る。 コンピュータや ソフ トウェアの販売か ら1チ ケ ッ

トの手配、 ピザの注文 まで イ ンターネ ッ ト上での取引が続 出 している。米国内だ けで

も、イ ンターネ ッ ト上 の取 引高が1993年47百 万ドルか ら1996年10億 ドルになると予測 され
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ている。

通信の内容 も文字か ら静止画、音声、映像まで加わ った。 もっとも映像 を見 るには

高速の回線 が必要だが。

イ ンターネ ッ トの特徴 は利用 コス トが安 いことで、米 国の会社 では社 内ネ ッ トワー

クを 自前 で整備す るよ りも、 イ ンターネ ッ トを全社で使 うほ うが、25%以 上の コス ト

節約にな るとい う。あ る通信販売 の会社によると、電話 また はメールオーダーで注文

を とると1件10～15ド ルの費用がかか るが、イ ンターネ ッ トを利用す ると4ドルですむ と

い う。

イ ンターネ ッ トを ビジネス利用す る場合の問題点 も指摘 されて いる。

例 えば、 セキ ュ リテ ィ、 プライバ シー、信頼性 に欠 けるな どであ る。売買 の ため

に クレジ ッ トカー ドの番号 をイ ンターネ ッ ト上 に発信す ると、誰か に読 まれて悪用 さ

れ る危険があ る。 またイ ンターネ ッ トを利用 中に、突然通信が切れて しま うことがあ

る。

日本 の場合 には米国 と異な り、政府が施設 したイ ンターネ ッ ト用バ ックボー ン回線

(幹線)が ないので、利用者 はNTT等 の通信会社の回線を借 りなければな らない。

この ため、 日本で イ ンターネ ッ トを利用 す るコス トは安 くな い。 これ は 日本 にイ ン

ターネ ッ トが普及す るために、 マイナスの要素である。
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2.5米 国にお けるマルチメデ ィアの実験例

NII行 動計画を きっか けに して、将来のマルチ メデ ィア時代に向 けて、い くつか

の実験が進 め られてい る。代表的な実験例を表2.1に 示す。

表2.1米 国 におけるマルチメデ ィアの実験例

実験地域名 参加企業名 アプ リケ ー シ ョンの例

カ リフ ォルニ ア州

シ リコ ンバ レー

HP、AT&T、TCI、

3COM、Intel、

NTT、 三 菱 商事 他 約40社

で スマ ー トバ レー公 社 を設 立

在宅勤務、在宅診療 、
遠隔教育、電子取引、

ホーム シ ョッピング、

ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド他

ノー スカ ロ ライナ 州

GTE、 ベ ルサ ウ ス、 カ ロ ラ

イ ナ ・テ レフ ォ ン、 ノー ス カ

ロラ イナ大 学 、 州 政 府

遠隔教育、
遠隔医療、
電子図書館他

フ ロ リダ州

オ ー ラ ン ド

タイ ム ワー ナ ー、USウ ェス

ト、 シ リコ ング ラ フ ィ ックス

双方 向CATV(4千 台)

バ ー ジニ ア州

フ ェア フ ァ ックス

ベ ル ア トラ ンテ ィ ッ ク 双方向CATV(4百 台)

(従 業員対 象)

バー ジニ ア州

マナサス

AT&T、GTE 双方向CATV

(中止)

ワシ ン トン州

シア トル

TCI、 マ イ ク ロ ソ フ ト 双方向CATV

ニ ュー ヨー ク市

マ ンハ ッタ ン

バ イ ァ コムぐ ナ イネ ックス 双方向CATV

ニ ュー ヨー ク市 タイ ム ワー ナ ー 150チ ャンネルCATV

ニ ュー ジャ ー ジー州

カ ム デ ン

ベ ル ・ア トラ ンテ ィ ック 双方向CATV
遠隔教育

サ ン ノ ゼ ・マ ー キ ュ リー ・ニ ュ ー ス 、 ナ イ トリ ッ ダ ー

ロ サ ンゼ ル ス ・タ イ ム ズ 、 タ イ ム ズ ・ ミラ ー 、

ニ ュ ー ヨ ー ク ・ニ ュ ー ズ デ ー 、 プ ロ デ ジ ー

ニ ュ ー ヨ ー ク ・タ イ ム ズ 、 ア メ リカ オ ン ラ イ ン

ワ シ ン トン ポ ス ト、 ジ フ ・デ ー ビ ス ・パ ブ リ ッ シ ン グ

ウ ォ ー ル ス トリ ー ト ・ジ ャ ー ナ ル

電子新聞サ ー ビス

イ ンターネ ッ トへ発信

(旭 リサーチセ ンター 作成)

実験 は1994～1995年 頃か ら始 まってお り、 まだ結果 はでていないが、各種実験の重

要な課題 は、技術 的な問題点 の確認に加えて、最終 ユーザ ーが各種アプ リケー ション

・サー ビスにい くらお金 を払 って くれ るかを確かめ ることがあ る。
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2.6電 子取 引の標準仕様CALS

情報スーパ ーハ イウェイ構想 の一貫 と して、電子取引の標準仕様 にCALSを 採用

し、 この適用領域を広め ようとい う動 きが ある。

CALSは もと もとComputer-aidedAquisitionandLogisticSupportの 略称で、

米国防総省が防衛 システムの調達 のために、取引先企業 との間で文章、図面 などの仕

様を標 準化 して、デ ータの共用 を図 ることを目的に した ものである。

1993年 にCALSをContinuousAquisitionandLifecycleSupportと 再定義 して、

第1ス テ ップは国防総 省の標準仕様、第2ス テ ップは米国政府全体0)標 準仕様、第3

ステ ップは米国製 造業の標準仕様、第4ス テ ップは全産業の標準仕様 、第5ス テ ップ

は世界全体 というよ うに、 この仕様の適用領域 を段階的に拡大す る構想で ある。

この動 きは米国内に とどま らず、ECや 台湾、韓国、 シンガポールなどの アジア諸

国 もCALSへ の対応 に動 いて いる。 日本では 日本電子工業振興協会(〆JEIDA)

を中心 と して、1994年 か らCALSに 対応するための活動が始 ま り、1995年4月 には

CALS推 進会議(CIF)が 発足す る。 この会議 にはJEIDAの 他 に自動車 、鉄

鋼 などの業界代表が参加す る。 また、同時期 に通産省 と鉄鋼、電機、電力産業 な どの

大手企業数十社 はCALS技 術研究組合 を創設 し、最初に発電 プラン トをモデル事業

に してCALSの 実用化を研究す る。

ただ し、今回の調査で米国系の ソフ トウェア企業の人か ら 「CALSは 国防総省 と

の取 引には必要だが、米国の民間企業がCALSを 採用す るか どうか は分か らな い。

軍 事費用 は削減の方 向にあ り、国防総省の発注量 は減少す るだろ う」とい う意見が

あ った。

2.了 米国企業 の動 向

情報 スーパ ーハ イウェイがいわれ る以前か ら、米国企業 内で はパ ソコンおよびネ ッ

トワークの普及 によるダウンサイ ジング、電子 メールの発達、 イ ンターネ ッ トの ビジ

ネス利用 などが進み、各企業 は情報通信 システムの活用 による ビジネス活動の生産性

向上 に取 り組んで きた。 このよ うな企業の活動が先にあ り、 これを受けて、情報 スー

パ ーハ イ ウェイ構想が生 まれた とい って も良 い。

近年 その効果が出始 めて いる。 それ は情報通信 システムの活用 によるビジネス活動

のス ピー ドア ップで ある。小規模企業だけでな く、グローバルな展開を進め る大企業
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もビジネス ・ス ピー ドの向上に取 り組む。 この成果 は、将来米国産業の国際競争 力に

大 きな影響を与 える可能性があ る。

ビジネスへの情報通信 システムの活用 は発展 を続 けてお り、 グループウェア(遠 隔

地 での共 同作業)や 在宅勤務、 さ らにはネ ッ トワー ク ・カ ンパニ ー、バ ーチャル コー

ポ レー シ ョンな どの模索が始 まってい る。

3.米 国以外 の海外の動 向

3.1EU

EU各 国は、ユー ロISDN(総 合デ ジタル通信網)の 整備およびACTS(ア ド

バ ンス ト・コ ミュニケー シ ョン ・テクノロジー ・ア ン ド・サ ー ビス)プ ロジェク トを

実施 中であ る。 この プロジェク トで は1994～98年 に双方 向デ ジタル ・マルチ メデ ィア

・サー ビスや移動体通信サー ビスなどの研究 を行 う。研究 の重点をアプ リケーシ ョン

の開発にお く。 その他 に、 ブ リテ ィッシュ ・テ レコム(BT)、 フランス ・テ レコム、

ドイ ツ ・テ レコムなどの通信企業がイ ンタラクティブ ・テ レビの実験を行 う。

EUの 特徴 にEU各 国語の 自動翻訳技術の発達が あげ られ る。英語、 ドイツ語、 フ

ラ ンス語、スペイ ン語、 イタ リア語に とどま らず、 中国語、韓 国語、 日本語 などの音

声認識、 自動翻訳な ども手が ける。現金 を不要にす る電子決裁 システムやICカ ー ド

を使 った電子財布な どの研究 も進んでいる。

EUは 米国の活動を横 目で見 なが ら、アプ リケー シ ョンを中心に、EU独 自のマル

チメディア ・システ ムの開発 を進 める。例 えば、'ドイ ツ ・テ レコムはテ レコーポ レー

シ ョンといって、高速通信 システムを使 った、遠隔共同作業の実験 を進め る。

3.2シ ンガポ ール、韓 国、台湾、香港

ア ジアのNIES諸 国 もマルチ メディアへの取組みを強めて いる。 シンガ ポール は

IT2000と い う国家情報基盤整備 計画を進めている。 これ は全ての オフィス、工場、家

庭、学校 などを結ぶ ネ ッ トワー クを構築 し、世界一の情報国家 を目指す。国が小 さい

だ けに、現在で も世界一の光 フ ァイバー施設率 を誇 る。発達 した情報通信基盤 を武器

に、 アジアの商業用ハ ブ(拠 点)に な りつっあ る。 シンガポールの競争力 もビジネス

・ス ピー ドにあ る。韓 国、台湾で も、米国政府 とほぼ同様の内容 を もっNII計 画 を

進 めて いる。香港で も全てのオフ ィスを光 フ ァイバ ーで結ぶ構想 がある。
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4日 本の動 き

4.1日 本 にお けるマルチメデ ィアの経緯

マルチメディアとい う言葉 は、1970年 代 か ら日本 にあ ったが、 この当時 は流行 らな

か った。例えば、印刷業界で コンピュー タによる編集技術が進 み、素材 の媒体が磁気

テープ、磁気デ ィス ク、 フロ ッピーディス ク、写真 フィルムな ど種 々あ るために、 こ

れをマルチメデ ィア と呼んだ。 それ以外 に も、 コンピュータによ る画像処理や図形処

理 な どの技術の応用 は長 い歴史 を もっ。

現在の イメージに近 いマルチメデ ィアは1987年 アップル コンピュータ社のパ ソコン

「マ ッキ ン トッシュ」に画像 を扱 うソフ ト 「ハイパーカー ド」の発表が あ った時が始

ま りだろ う。その後、1989年 富士通がCD-ROM付 パ ソコンrFM-TOWNS」 を発表 した。 こ

の当時 もマルチ メディアは流行 らなか った。

1993年 米国のNII(全 米情報基盤整備)構 想が発表 されて以来、 マルチ メデ ィア

が 日本で ブームになった。

4.2政 府全体の動 向

日本の政府 は平成6年7月 に高度情報通信社会推進本部 を設置 し、平成7年2月 に

基本方針 を決定 した。 それ によ ると、かつての産業革命 に匹敵す る 「情報革命 」の流

れが生 まれっっあ り、 この動 きを推進す るために、情報通信イ ンフ ラを整備す る必要

性 を うた って いる。 また高度情報通信社会の構築 は民 間主導で進 め るべ きで、政府 は

民 間の活動をバ ックア ップす る。 ただ し、行政の情報化、教育 ・研究 ・学術 ・文化 ・

スポーツの情報化、保健 ・医療 ・福祉の情報化、道路 ・交通 ・車両の情報化、防災の

情報化な ど、公 的部門の情報化を積極的 に推進す るとあ る。

4.3通 産省の動向

通産省管轄の産業構造審議会 では21世 紀の 日本の産業構造 を予測 してい る。平成

6年6月 発表の報告書 の中で、情報 ・通信 関連産業の市場規模 が最大 の成長 を示 し、

1993年31.9兆 円、2000年65.0兆 円、2010年120.6兆 円にな るとあ る。

同産業の発展 のために、以下の ような環境整備 を行 う。

① 公共分野の情報化、公共分野 には教育、研究、医療 ・福祉、行政、図書館な どを

指定 して いる。
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② セキュリティ対策、標準化、知的財産権の保護および再利用の円滑化などの整備

③ 第五世代コンピュータの技術開発 ・

④ 創造的な人材の育成、マルチメディア

⑤ 情報 ・通信分野の規制緩和

⑥ 政府全体の情報化プログラムの策定

・ソフ トの開発環境 の整備

4.4郵 政省の動 向

郵政省管轄 の電気通信審議会が平成6年6月 に発表 した答 申の中で、マルチメデ ィ

ア関連の国内の市場規模 は2010年123兆 円にな ると予測 し、その金額 の大 きさが注 目

された。ただ し、上記の市場が生れ る代わ りに、既存 の市場 には衰退す るもの もあ る

とあ り、衰退す る市場の内容 は明 らかに して いないので、新規 に創 出され るマルチメ

ディアの市場規模が実際 にい くらにな るか分か らない。

また移動体通信 もマルチ メディアの範 疇に含あ ると発表す るなど、 マルチ メデ ィア

を幅広 く解釈 してお り、高度情報通信 とい う言葉 と同意義語 と して使 って いる。

平成5年 度 に通信 ・放送の規制を一部緩和 し、CATV事 業者 が通信事業を行 うこ

とを認 めた。 しか し、 日本のCAT会 社 の多 くは少ない顧客、赤字経営 に苦 しんでお

り、通信事業を始 め るための設備投資を行 う力がな い。大手商社 が従来 のCATV事

業 に出資 して、将来 の通信 ・放送事業のイ ンフラ整備 に進 出す る計画 を もつが、 どの

事業 も採算性が低いため、実際にはす ぐに事業化す ることが難 しい。

平成6年 度 に郵政省の次官が 日本 のテ レビ放送の デジタル化を急 ぐべ きだ と発言 し

て、ハ イビジ ョンを推進す るNHKお よび電子機械工業会等 か ら反発を買 った。 しか

し、欧米、ア ジア諸国等がいずれ も次世代のテ レビ放送 にデ ジタル技術を採用す る方

針を打 ち出 してお り、 日本の次世代 テ レビ放送であるハ イ ビジ ョンは、世界 か ら孤立

して、窮地に立 たされている。今後 ハイ ビジョンとデ ジタルテ レビとの スケ ジュール

を どの よ うに調整す るかが課題 にな ろう。

平成7年 度 はNTTを 分割す るか、従来の まま存続 させ るかを再審議す る時期であ

り、 このNTT分 割論議 と将来の情報通信基盤整備構想 とが微妙 に関連 して いる。

4.5建 設省、文部省、厚生省 の動向

建設省 は平成6年 に、全国の国道 や地方道 の地下 に光 ファイバーを収容す る情報溝
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(三 ユーキャブ)を 整備す る方針 を決めた。21世 紀初頭 までに40兆 円以上 をかけて

40万 キ ロメー トル分を整備す る。 その具体化第1号 と して、丸の内 に光 ファイバー網

を設置す る。

文部省 は大学や国公立研究機 関を結ぶ学術情報ネ ッ トワークの拡充や全国の小 中高

等学校 にパ ソコ ンを普及 させ る事業 を進めて きた。平成6年 に地方 と都市の小 中学校

をISDN(統 合 デ ジタル通信網)で 結んで授業を行 う計画を明 らか に した。大学関

係で は 「オ ンライ ン ・ユニバー シティ」構想を進めている。

4.・6民 間企業 の動 向

コ ンピュータや周辺機器、通信機、複写機な どの電子機器メーカーの多 くは、 マル

チメデ ィア推進本部等 を設けて、全社をあげてマルチメディア事業 に取 り組む と発表

した。 ソフ トウェア ・メーカー も絶好の ビジネスチャンスと して、マルチメディアに

取 り組 む。 しか し、試作や実験例 が多 く、 まだ ビジネスと して大 き く実 った事例 は少

な い。

日本 のメーカーの特 徴 として、先進的ユーザーと組んで、マルチ メディア ・システ

ムを共 同開発す ることが多 い。例 えば、富士通が開発 した中古 自動車販売用マルチ メ

デ ィア ・システム、NECが 開発 し、 けいはんなで展示 してい る電子魚図鑑 、 日本I

BMが 開発 した資生堂 向け化粧品 データベースな どであ る。 この場合、開発 された商

品は汎用性が低 い。

米国で成功す る企業 は、汎用の システムに使われるマルチ メディア ・ソフ ト等 を開

'

発 し、世界 のデ ・フ ァク ト・スタ ンダー ド(実 質標準)の 地位 をっかむ ことを狙 う。

長い 目で みる と、米国企業が提供す るデ ・ファク ト・スタ ンダー ドを 日本企業 もいず

れ採用す る ことにな るだろ う。残念 なが ら、 この分野で 日本 は米国に比べて遅れて い

ることを認め ざるをえない。

このた め日本の大手企業 には、マルチ メデ ィアの技術や応用の研究開発拠点を米国

に求め る事例 が多 い。

いっぽ う、マルチメディアのユ ーザー企業 は、マルチ メディアで なにがで きるかを

模索 し始 めて いる。平成6年 頃か ら企業の イ ンターネ ッ ト利用が急速に拡大 してい る。

今 回の ヒア リング調査によると、従来画像処理や図形処理技術を使 った応用分野が、

現在 マルチメデ ィア応用の先進事例 として注 目されている。
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ユーザー企業の具体 的活動について は、第3章 マルチメデ ィアの応用分野で述べ る。

4.了 日本 にお けるマルチメデ ィアの実験例

(1)け いはんなBBCCの 実験

BBCC(新 世代通信網実験協議会)は 関西経済連合会を中心 に産 ・学 ・官の会員

で構成す る郵政省の外郭団体であ る。 けいはんな学研都市(関 西文化学術研究都市)

内にBBCCが 進 め るB-ISDN(広 帯域統合 デ ジタル通信網)お よびマル チメ

ディアの実験施設があ る。

B-ISDNは けいはんな と京都、大 阪、奈良、兵庫 とを光 ファイバ ーと伝送速度

150Mbps(106ビ ッ ト/秒)の 高速 デ ジタル伝送設備で結ぶ。

そ こで行われて いるマルチメデ ィア応用事例を表2.2に 示す。

表2.2BBCCの マルチメデ ィア応用実験例

実験のタイ トル 主 な 内 容

1.市 民 ギ ャ ラ リー 市民が提供する絵や写真を高精細な静止画像に
変換 して電子画廊を運営

2.CD-ROMラ イ ブ ラ リー CD-ROMス タ ッカ ー を もつ セ ンタ ーが 提 供

す るマ ル チ メデ ィア ・デ ー タベ ー ス ・シス テ ム

3.多 次元テ レビ会議 会議に限らず共同研究、共同企画業務にも適用

4.遠 隔対話型住宅設計 システム 3次 元CG(コ ンピュータ ・グラフィックス)

を用いて、顧客の好み に応 じた住宅の遠隔設計

5.リ モ ー ト ・シ ョ ッ ピ ン グ 電子カタログを用いた通信販売

6.遠 隔教育 システム 英会話学習等

7.大 学 間医学情報交換 システム 京都大学と大阪大学による症例 ・病理検討会等

8.電 子 図書館 キー ワー ドに もとつ く全文検索

9.電 子魚図鑑 動 画 を 含 む マル チ メデ ィア ・・デ ー タベ ース と

検 索 シ ステ ム

10.遠 隔電子編集 ・印刷 来場者の写真を遠隔地で編集、 リス トを作 って

来場者 にプ レゼ ン ト

11.ネ ッ トワー ク型 カ ラオケ マル チメデ ィア ・データをデ ジタル圧縮

(MPEG2規 格)

(出所)平 成6年11月BBCC(新 世代通信網実験協議会)
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BBCCと は別 にPNES(新 世代通信網利用高度化協会)は 同地 区で300世 帯 に

光 ファイバーを施設 し、双方 向テ レビの実験 を行 って いる。 その アプ リケー シ ョンは

ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド、テ レビ電話、通信 カラオケ、ホーム ショッピング、在宅学

習などであ る。

(2)NTTの マルチメデ ィア実験

NTTはB-ISDN(広 帯域統合 デジタル通信網)を 利用 したマルチ メデ ィア応

用実験 を進め るため、平成6年 に参加者を募集 し、一部 は実験 を開始 して いる。

実験の内容 は以下の とお りで ある。

○地域;札 幌、仙台、東京、長野、金沢、名古屋、大 阪、広島、松 山、福岡の10カ 所

に端局を設置 し、その間を伝送速度2.4Gbps(109ビ ッ ト/秒)の バ ックボー ン

ネ ッ トワー クで結ぶ。参加者側 は156Mbpsの 光 フ ァイバーを利用す る。

○分担;NTTは ネ ッ トワー クを無償で提供す る。実験 に必 要な機器 およ び ソフ ト

ウェアの開発 は参加者が負担す る。

○実験 内容;内 容 は以下の2つ に分かれ る。

① 文部省学術情報 セ ンターと共同で高速 コンピュータ間の通信利用実験

米国のHPCCに 対応す る もの。13の 大学 ・研究機関が参加 して スーパ ーコ ン

ピュータ間の通信 を行 う。先ず東京大学生産研究所、早稲 田大学理工学部、NT

T通 信網研究所の3ヵ 所 にATM(AsynchronousTransferMode;非 同期転送 モ

ー ド)構 内交換装置を設置す る。将来 は千葉 に新設 され る学術情報セ ンター と接

続 し、電子 図書館の実証実験を行 う。

実験期間は平成6年9月 末～平成9年3月 末

② 一般利用 向けマルチメディア ・ネ ッ トワーク利用実験

約110の 企業 ・団体が参加す る。参加者の業種は新聞、印刷、 出版、銀行 、保 険、

商社、建設、電子機器製造、 ソフ トウェア、ホテルな ど多種 にわた る。

実験期 間は平成7年 春～平成9年3月 末

マルチメデ ィア ・ネ ッ トワー クの応用実験の事例 を表2.3に 示す。
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表2'.3NTTの マ ル チ メデ ィア ・ネ ッ トワー ク応 用実 験 例

適用分野 ア プ リケ ー シ ョ ン名 実 験 内 容

エ ンタ ーテ

イ ンメ ン ト

ネ ッ トワー クゲ ー ム モニター端末 間で、多人数参加型ネ ッ ト

ワー クゲームを行 う

ア ミュ ー ズ メ ン ト ・オ ン ・

デ マ ン ド

顧客の要望 に応 じて、映画、行楽地情報、

娯楽情報などの映像 ソフ トを提供

新 聞
●

放 送
●

広 告
●

出 版

ニ ュ ー ス ・オ ン ・デ マ ン ド 音声 ・静止画 ・動画を含むニ ュースを提供

ブ ック ・オ ン ・デ マ ン ド 顧客の要望する本を随時印刷して提供

街頭 イ ンタラクテ ィブTV 街頭とTV局 間で双方向映像伝送

TV-CF・ オ ン ・デ マ ン ド 広告関連データのデータベース化

電子 出版のネ ッ トワーク化 素材 セ ンター、編集セ ンター間を接続

医 療 遠 隔 医 療 専門医による遠隔診断、医療情報提供

福 祉 映 像 制 作 支 援 身体障害者の芸術活動、映像制作等の支援

遠 隔 手 話 聴覚 ・言語 障害の顧客が来店時 に、店員 に

代わ って、遠 隔地 より手話 スタ ッフが対応

教 育
遠 隔 教 育 遠隔地の講師による対面講習

共 同 制 作 支 援 児童が電子新聞を遠隔共同制作する作業を
支援

趣 味
■

教 養

遠 隔 教 養 講 座 遠隔地の講師と対話形式で生け花や音楽等
の教養講座

ネ ッ トワー クア ー ト ネ ッ トワー クによる新 たな芸術表現の開発

生 活
●

消 費

オ ンラ イ ン ・シ ョ ッ ピ ング 映像、音声 を使 った カタログ販売

遠隔 コンサルティ ング 本店の専門家が地域の顧客の相談に応 じる

マ ル チ メデ ィア ・シ ョー

ル ー ム

地域の ショールームで商品情報デー タベー
スを検索、表示

地 域 生 活 情 報 マルチメデ ィアによる地域情報の提供

産 業
●

開 発
●

生 産

販 売 促 進 情 報 パ ンフ レ ッ ト、 カ タ ロ グ等 の マル チ メデ ィ

ア ・デ ー タベ ー ス化

デザイ ン ・設計協調作業 遠隔地間でのグループ作業

製品開発協調作業 遠隔にある製品開発拠点間でグループ作業

遠 隔 監 視 ・制 御 無人 ビル、工場等 をセ ンターで監視

(出所)NTT平 成6年10月
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(3)そ の他

① 東京都 は1996年3月 に開催 す る 「世界都市博覧会 」に合わせ て、次世代通信

ネ ッ トワー クを利用・したマルチ メディアの実証実験を行 う。アプ リケー ションに

は、 ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド、在宅医療、テ レビ会議 などを予定 してお り、参加

企業を募集 して いる。100社 以上 の企業に参加を要請す る。

② 平成6年 通産省 と厚生省お よび郵政省はそれぞれネ ッ トワー クを使 った遠隔医

療の実験 を行 う。

③ 同年大 日本印刷 は国立小児病 院にバ ーチ ャル リア リティ 「遊園地へい こう」を

開発 して設 置。

④ 大手予備校の代 々木 ゼ ミナールや東進ハ イスクール等 は衛星通 信を使 って、授

業を配信す る。 これは実験で はな く、実用段階にある。

⑤ 平成5～6年NEC、 東芝 、村 田製作所等 は研究所 を対象に在 宅勤務 の実験を

開始。

5マ ルチメデ ィアに向けての課題

将来 マルチメデ ィア時代が本 当に くるだろ うか と心配 にな る程 、課題 は多 い。課題

を数 え上 げるときりが ないが、その中で特 に重要 と思われ る項 目を以下 にあげる。

課題1.著 作権の問題 をク リアにす る

誰 もが映像や音楽をオ リジナル に創作す ることは容易でない。既存の データを活

用す ることがで きれば、多数の人がマルチメデ ィアに親 しむ ことがで きる。い っぽ

う、オ リジナルに創作 した著作者の権利 をどのように して保護す るか も重要 な問題

であ る。平成4年3月 に文化庁管轄 の著作権審議会 はマルチメデ ィア小委員会 を発

足 させ 、マルチメデ ィアの発達に対応す る権利処理の在 り方等の検討を開始 した。

この問題 はWIPO(世 界知的所有権機関)、 米国、EU等 の検討状 況に も配慮

して、国際的 に整合性 を図 る必要 がある。

平成7年2月 に上記 マルチ メデ ィア小 委員会 ワーキ ング ・グルー プか ら経過報告

が発表 された。まだ結論 はなに も出ていないが、以下 の項 目について検討が継続中

である。
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①

②

③

④

⑤

⑤

⑥

著作者の経済的権利、実演家 ・レコー ド製作者の経済的権利

著作者人格権(同 一性保持権)

著作者の権利の制限、著作物等の複製の技術的制限等

著作権等の帰属 ・譲渡 ・利用許諾等

情報のデジタル化及び公衆への提供行為の評価

映画に関する規定の見直し

著作物の国境を越える放送 ・送信の扱い

課題2.人 材の育成

マルチメディア に関 して は、技術的 にもコンテ ンツ(中 身、作品)の 面で も、 日

本 は米国に比べて遅れているといわれ る。 日本の大手企業にはマルチ メディア関連

の研究開発拠点を米国に設 けるところが多い。 この よ うな現状の もとで、 マルチメ

ディアの ソフ トウェアや コンテ ンツを制作す るための人材育成の必要性が広 く認識

され、平成5年 度 よりIPA(情 報処理振興事業協会)は 長野県丸子 町にマルチメ

ディア支援人材育成 セ ンターの設置を開始 した。 い っぽ う、慶応大学湘南藤沢 キャ

ンパスを始 め、多数 の大学で マルチメデ ィア関連の教育が始 まってい る。

課題3.各 種 の規制緩和

マルチメディア に限 らず、 日本経済の活性化 のために、幅広 い規制緩和 が求 め ら

れてい る。 マルチ メデ ィアに関連 して、平成6年5月 電気通信審議会 の答 申に載 っ

て いる 「改善が必要 な法令 ・制度 」を表2.4に 示す。
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表2.4改 善が必要 な法令 ・制度

(1)医 療

通信回線を通じての在宅医療や遠隔医療は、一般には認められていない(医 師法)

遠隔地の専門医が行 う病理診断は、医療保健制度で想定されていない

(健康保健法)

(2)教 育

教師と離れたところで教育を受ける遠隔教育が想定されていない

(学校教育法など)

(3)司 法

証人尋問などをテレビ会議方式ですることが認められていない(民 事訴訟法など)

(4)著 作権

構築 したデータベ ースの権利 などが充分保護 されて いない、映像 ソフ トの利用権
の処理が複雑で、映像が活用されていない(著 作権法など)

(5)企 業

在宅勤務などテレコミューティングをする人の労働条件に管理法などが想定され
ていない(労 働基準法など)

電子的文書を法的帳簿として用いることが想定されていない(商 法など)

(6)商 取 引

医薬 品、米、不動産 な どはホーム ショッピングの対象 にな りに くい。医薬品 は店

舗販売が原則(薬 事法)、 米は販売区域制限がある(食 料管理法)、 不動産は対面

説明 が取引条件(宅 地建物取引業法)
割賦の通信販売で、一定期間なら解約できるようにするなどの消費者保護策が充

分でない(訪 問販売法)
コンピュータなどの電子取引を想定 して いない(民 法、商法 など)

契約書な どにっいて、パ ソコン通信などによる交付 を認 めていない。通信販売 の

承諾書(訪 問販売法)、 割賦販売の契約書(割 賦販売法)、 証券取引報告書(証 券
取引法)、 旅行代理業務の旅行内容書(旅 行業法)

(7)各 種手続 き

請求書や契約書、官庁への申請書などは書面が原則で、捺印が必要なことが多く
、パ ソコン通信な どによる手続 を認めていない。

(8)道 路 占用

ケーブルを張ったり、電柱を利用したりする場合の道路占用料が高く、手続が煩

雑だ(建 設省通達など)

(9)道 路使用

通信工事などに道路を使用する場合の許可手続が煩雑だ(道 路交通法)

(10)共 同溝

共同溝に後から参入する場合の制限が厳しい(共 同溝整備法)

(出所)電 気通信審議会答申1994年5月31日
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6.将 来の行政情報 システム構築のためのブ レーンス トーミング

有識者を招いて、通産省通商産業研究所政策情報 システ ム部の関係者 と事務局の旭

リサーチセ ンターの関係者 とが集 ま り、 「多様 なメディアを活用 した高度 な情報利用

システムの構築 」に関す るブ レー ンス トー ミングを行 った。 その内容 を以下 に示す。

有識者氏名 月 日 場 所

第1回 名和 小太郎

新潟大学法学部教授

平成6年8月3日 帝国 ホテル別館 イ ンペ

リアル タワー会議室

第2回 矢田 光治

株式会社ハイコム社長

平成6年12月7日 同 上

第3回 石垣 昭一郎

日本電信電話株式会社

NTT情 報通信研究所

データベース研究部長

平成7年3月17日 同 上

(1)第1回 ブ レー ンス トー ミングの概要

(名和小太郎新潟大学法学部 教授参加)

○ 通産省 を含めて、政府 はイ ンターネ ッ ト経由で情報を発信 す ると良 い。 その内

容 は不完全で も良 い。完全を期 して時 間が遅れるよ りも、不完全 で も早 く行 うべ

きだ。米 国の政府、議会、公聴会などの情報がイ ンター ネ ッ ト経 由で、無料で提

供 されているが、その内容 は不完全で ある。

○ マルチメデ ィアの著作権 について、欧米で も日本で も研究 されてい る。 いっ そ

のルールが決定 され るか分か らない。 しか し、マルチメディアで はルールを決め

て も守 られないだろ う。

○ マルチ メディアは国民 に政府の情報 を分か りやす く提供す る場合に役立 っ。
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(2)第2回 ブ レー ンス トー ミングの概要

(矢 田光治株式会社ハ イコム社長参加)

○ マルチメデ ィアの応用分野 は、①教育(英 会話、文学、漢詩、歴史)、 ②エ ン

タテイメ ン ト(ゲ ーム、カラオケ)、 ③ ビジネス(電 子 出版 、人事管理、 カタロ

グ シ ョッピング)な どだろ う。

○ カタログショッピングにイ ンターネ ッ トを利用す る場合には、決裁方法、信用

の問題がある。

○ いま ビジネスの世界で、世界的にパ ラダイムシフ トが起 こって いる。社内で は

部長、課長 などの中間管理職が不要 になる。産業では生産者 と消費者 とが直結 し

て、流通段階 に卸 しが不要 にな る。 出版流通 にも変化があ る。

○ バ ーチ ャル コーポ レー シ ョン、バ ーチャル カ レッジ、バ ーチ ャル イ ンステ ィ

テ ユー ト(イ ンターネ ッ トを使 った共同研究)な どが発達す る。

○ 米 国で は、ベ ンチ ャー企業がマルチメディア ・ビジネスの リーダーにな るが、

日本で はベ ンチ ャーは難 しい。 日本でのベ ンチ ャー企業 は資金 ・人材 ・設備 の ど

れ を とって も成立 し難 い。

○ マルチ メデ ィアが発達するための課題 に、オブジェク ト指 向プログラ ミング、

エキ スパ ー トシステム、画像理解、言語理解 などの基本技術の発達が望 まれ る。

○ イ ンターネ ッ トは有効 だが、 これが世の中に普及 し、定着す るまでには10年

かか るだろ う。現 在データベースのサーチャーとい う職業が定着 した。今後 はイ

ンターネ ッ トのサーチ ャーとい う職業が発達す るだ ろう。

(3)第3回 ブ レー ンス トー ミングの概要

(石垣昭一郎NTT情 報通信研究所 データベ ース研究部長参加)

○ デ ータベース研究 ・開発 の内容

NTT情 報通信研究所 のデータベース研究部には研究員が60名 いる。従来 は

データベース管理 システムの研究が 中心だ ったが、近年市販のDBMSが 充実 し

て きたので、最近 はDBMSの 周辺技術 、利用技術お よびマルチ メデ ィア ・デ ー

タベ ースに関す る技術の研究 を行 っている。

NTTは マルチ メディア ・データベースと して"電 視水族館"を 開発 した。
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○ マルチ メデ ィア ・デー タの特性

一般 にいわれて いる特性 は①膨大なデータ量、②時間軸 とい う次元 を もっ など

だが、NTTは その他 に①思想の表現、②記録 と しての映像 などの特性が重要だ

と考えてい る。

○ マルチ メデ ィア ・データベースの構成

ClientSystem、Supervisor.ySystem、MediaServerの3っ のモ ジュールか ら

構成 され る。①ClientSystemは 利用者のためのGUIで あ る。②Supervisory

Systemは マルチ メディア ・データの検索用や処理 シナ リオを実行 させ る役割 を も

っ。③MediaServerが 一般 にいわれ るマルチ メデ ィア ・データベース ・システム

で、映像 ・音声 などの素材情報 を蓄積 し、入 出力を行 う役割を もっ。

○ これか らのマルチメデ ィア視聴方式の進化

現 状;視 聴者 はテ レビのチャ ンネル選択権 しか もたな い

ステ ップ1受 動 的視聴;例 ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド、見 たい作 品を視聴者が選択

ステ ップ2能 動 的視聴;例 バ ーチャル ・シ ョッピング、視聴者が見 たい ものに入

り込 む

ステ ップ3視 聴者参加;例 テ レ ・エデ ュケー ション、視聴者がス トー リーを作 る

ステ ップ4視 聴者 による加工 、制作;視 聴者 同志で コ ミュニケー ション

○ データベ ースの落 と し穴

①無駄 なデ ータの重複があ る

②データの名称 、値がバ ラバ ラで、データの再利用、多 目的利用が困難

③大規模デ ータベースの場合 、にわか専 門家が設計す ると トラブルの もとにな る

④データベ ースを利用す るためにプログラムが必要

データベ ースを効果的に運用す るためにデータの仕様 および値の標準化 は重要

であ る。

○ データベ ース流通技術の研究

NTTの データベ ース研究部で はデータベ ースの利用 および複数の データベー

スの利用を効果 的に促進す るために以下 のよ うな周辺技術を研究 して いる。

① 複数のデータベ ースの統合利用、データベ ース流通技術

② データの標準化技術

③ データベースの設計技 術の標準化、データベ ース ・システムの性能評価技術
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④ デー タベース用簡易言語

○ デー タベース性能評価 システムの研究

これはDBMSを 導入す るために機種選定 を行 う段階、 また はラフな設計 段階

で、実用化 した場合のデータベースの性能 を概略推定 し、 システムのボ トルネ ッ

クを分析す るものであ る。

NTTが 開発 中のデータベース性能評価 システムがある程度完成 したので、現

在社外 の ソフ トウェアハ ウスに性能評価 を依頼 して いる。 いずれ商品化 したい と

考 えてい る。

この システムを使 って、オラ クル、イ ンフ ォミックス、サイベースのRDBM

Sを 性能評価 した。順番をつけ ると、① サイベース、② オラクル、③ イ ンフォ ミ

ックスだ った。
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第3章

マルチメデ ィアの応用





第3章 マルチメデ ィアの応用分野

マルチメデ ィアの応用分野に関 して、 ビジネス、家庭、社会分野 向けに区分 して調査

した。 それぞれの動 向を以下に示す。

1.ビ ジネ ス分野

1.1高 度情報通信 システム としてのマルチメディア応用

マルチ メデ ィアを広 い意 味に解釈 して、高度情報通信 システムと考えれば、現在 ビ

ジネス分野で情報革命 とい うべ き変化が起 こりつつある。 その内容 は1人1台 のパ ソ

コンとLAN(ロ ーカルエ リアネ ッ トワーク)の 普及であ る。

従来はネ ッ トワー クにつ なが って いない、単独のパ ソコンまたはワープロが多 くの

職場で使われて いた。 ネ ッ トワークといえば、 メインフ レームと端末機 によるオ ンラ

イ ン ・ネ ッ トワー ク ・システムが中心だ った。 これに対 して、従来のメイ ンフ レーム

型 と異な る、現場 中心 のパ ソコ ンLANシ ステムの普及が、先進企業 を中心 に して進

行 中であ る。

ただ し、情報革命が急速 に進 むわけではない。1人1台 のパ ソコン支給 とな ると投

資額が大 きいので、 このよ うな システムを一挙 に整備す ることは難 しい。 時間をかけ

て、徐々に進行 して いる。

また現時点で は、多数 の人がパ ソコンLANシ ステムを使 い こな してい るとはいえ

な い。電子 メールを中心 に、用途が見え始めた段階であ る。

これを情報革命 と呼ぶ理 由は、パ ソコ ンLANと それに伴 うパ ソコン通信 ネ ッ トワ

ー ク
、 イ ンターネ ッ トの利用な どの普及によ り、企業内の仕事の流 れや組織 その もの

が変化す る気配 があるためであ る。従来 直接の コ ミュニケー ションが実質なか った大

企業の経 営者 と従業員 との関係が変わ り、組織が フラッ ト化す る傾 向にあ る。

この分野 で は、米 国の企業が 日本企業 よ りも圧倒 的に進 んで いる。例 えば、雑誌

FORTUNEl995年4月3日 号 では、 このよ うな変化 をホ リゾ ンタル ・コーポ レー シ ョン

と呼び、先進事例にア メ リカ ン ・エ クスプ レスの子会社、 フォー ド・モーターのカス

タマー ・サ ー ビス会社 、GEメ デ ィカル社 などをあげてい る。

米国の企業で はパ ソコンLANシ ステム と電子 メール とが既 に普及 して いる。彼 ら

は次の ステ ップと して、 グループ ウェアを採用 しっっあ る。 これ らを利用 して、企業
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の リス トラクチ ャ リングやBPR(ビ ジネス ・プロセス ・リエ ンジニア リング)が 進

行 し、その成果がス リムな組織 による ビジネス ・ス ピー ドの 向上 とい う形で現れてい

る。 ・

ビジネス ・スピー ドという面 では、 日本の企業が米国に遅れを とりっつある。

グループウェアは高度情報通信 システムを使 って、異 な る場所 にいるグループが共

同作業を行 うための ソフ トウェアである。その中身 は、当初電子 メール 、電子掲示板、

共用 データベ ース、 ワー クフロー管理 な どだ ったが、 その後 全文検索 によ る文書デ ー

タベ ースの発達 により、一度入力 した文章 また は文字 をフルに活用 して、二度 と入力

す る必要がない仕組みを作 るべ く発展 している。その意味で グループウェアは現在発

展途上 にあ る。

日本 の企業でグルー プウェアを使 いこな して いる事例 は少な い。 その前 に電子 メー

ルを定着 させ る段階 にあ る。 それで も日本IBM、 富士通、NECな どの コ ンピュー

タ ・メーカーや花王な どの先進 ユーザー企業 でグルー プウェアが発達 しっっあ る。

グループウェアが発達す ると、仕事をす る時に既存の組織 に こだわ らず 、世界中か

ら最適 と思われ る人 を集めて共 同作業を行 うバ ーチ ャル ・コーポ レーシ ョンとかネ ッ

トワー ク ・カ ンパニーなどの運用が可能 にな る。 これ も情報革命 によって生 じる現象

のひとつである。

1.2映 像 、音声、文字 の統合利用 システム としてのマルチメデ ィア応用

い っぽ う、マルチ メデ ィアを映像、音声、文字 の統合利用 システム と考え ると、従

来図形処理(CAD)や 画像処理技術 を応用 して きた分野 に文字情報 を統合 させた事

例が、 マルチ メディア先進事例 として注 目されてい る。

例 えば、清水建設、鹿 島建設、大成建設、大林組 な どの土木建築関連企業 は、工事

計画 や完成後の景観な どをマルチメデ ィアでプ レゼ ンテー ションす るシステムを開発

してい る。東京ガスが開発 した地 図情報 システムは図形処理技術、資生堂が開発 した

化粧 品用 マルチ メディア ・デー タベースは画像処理技術の延長線上 にあ る。

従来 ビデオテープを利用 していた分野、例えば、会社案内、商品紹介、社員教育な

どにマルチ メディアを応用す る事例 が増えて いる。例えば、中古車販売 システム、航

空のパ イロ ッ トやスチ ュアデ ス教育訓練 システムなどで ある。

銀行業界で はATM(現 金 自動入出機)な どにマルチメデ ィア技術 を導入 して、操
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作性 のよい、人 に優 しい機械 に改善 す る研究が始 まってい る。

しか し、今 まで映像 や音声 とは無縁 だ った業務 にマルチ メディアをどの よ うに利用

す るかにっ いて は、全般 に暗中模索 の段階 にある。

1.3テ レビ会議 、テ レビ電話 システム

テ レビ会議、 テ レビ電話 システムは1980年 代初めか ら商品化 され たが、両方 とも普

及 しなか った。テ レビ会議 システムは価格が1,000万 円以上 と高価 な ことと、 メーカ

ー間の システムに互換性が な く、同一 メーカーの商品同志 でないと会議がで きなか っ

た。 テ レビ電話 は家庭 の主婦 に嫌 われた。

通信 システムには標準規格の普及 による互換性の確保が必要不可欠で ある。テ レビ

会議 システムの国際標準規格がITU(国 際電気通信連合)に よって定め られた。

ただ し、ITUと は別 に、 イ ンテル社が中心 になって、民 間の コ ンピュータ関連企

業が デス ク トップ ・テ レビ会議 システムの標準化を推進 してお り、将来複数の標準規

格がで きる気配である。画像データ圧縮の技術標準 と してMPEG(MovingPicture

CodingExpertGroup)規 格が制定 された。 これ らの標準規格 によ り、パ ソコンに小

型 カメラを設置 した、価格が100万 円以下 のテ レビ会議 システムが商品化 されてお り、

将来普及す る可能性が高 い。

テ レビ会議、テ レビ電話 システムはグループウェアと共 に、遠 く離れた場所 にいる

人達が共 同作業を行 う場合に有効であ る。

2.家 庭分野

日本の家庭約42百 万世帯が マルチ メディア応用製品 を利用すれ ば、大 きなマルチ メ

デ ィア市場 になる。そ こで、家庭向 けを狙 って、マルチメデ ィア商 品やサー ビスの研究

開発 が盛ん である。そのよ うな研究開発の事例を以下 に述べ る。

2.1CATVの マルチメデ ィア応用

表1.1に あ るよ うに、米国では双方向CATVの 実験が数多 く行われてい る。 日

本で は、平成7年 春か ら始 まるNTTのB-ISDNに よるマルチ メデ ィア応用実験

に、 マイ ・テ レビ(東 京都立川市)、 スーパ ーネ ッ トワー クユー(千 葉県浦安市)、

シーエ ーティー ヴィ横須賀(神 奈川県横須賀市)が 参加 し、双方向CATVの 実験を
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行 う。新世代通信網利用高度化協会(PNES)は 関西文化学術研究都市 けいはんな

プラザを中心 に300世 帯の家庭 を対象に双方 向CATVに よる ビデオ ・オ ン ・デマ ン

ドやテ レビ ・シ ョッピングの実験 を行 ってい る。

日本 のCATV業 界団体であ るケーブルテ レビ協議会 はマルチメデ ィア実験 を推進

す るために 「フルサー ビス委員会 」を設 置 した。 この委員会が発表 した実験計画を表

3.1に 示す。

表3.1フ ルサー ビス委員会が登録 した実験計画

実 験 内 容実験参加企業名

東京 ケー ブルネ ッ トワー ク(東 京都荒川区) CATV網 を使う電話

日本 ネ ッ トワークサー ビス(山 梨県甲府市) CATV電 話、在宅健康管理 システム

近鉄 ケーブルネ ッ トワー ク(奈 良県生駒市) CATV網 を使 ったパ ソコン通信

レイ ク シテ ィ ・ケ ー ブル ビジ ョ ン(諏 訪 市) CATV網 を使 うデジタル電話

横浜テレビ局(神 奈川県横浜市) CATV電 話、パ ソコ ン通信

長野ケーブルテ レビINC(長 野県) 1998年 冬季オ リンピック長野 の準備

東急ケーブルテ レビジョン(東 京 、神奈川) CATV電 話、イ ンターネ ッ ト接続

中海テレビ放送(鳥 取県米子市) CATV電 話、パ ソコ ン通信

(出所)日 経産業新聞 平成6年10月18日

上記以外 に も、 トヨタ自動車が関連会社のひ まわ りネ ッ トワー ク株式会社(愛 知県
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豊 田市)のCATVを 使 って、次世代のネ ッ トワーク技術で あるATM(非 同期転送

モー ド)を 用 いた高速 データ伝送実験を行 う計画を発表 し、富士通 は関連会社 の横浜

テ レビ局、 シテ ィテ レビ中野、八王子テ レメデ ィア、明石ケ ーブルテ レビな どで、 ビ

デオ ・オ ン ・デマ ン ドの実験 を行 う計画を発表 した。

しか し、実験は ともか くと して、 日本のCATV会 社がマルチ メデ ィアの事業を行

うことは、現状 では難 しい。 日本 ではCATVが 普及 してお らず、事業規模 も小 さ く、

赤字経営の会社 が多 いので、大 きな設備投資を負担することが難 しいためである。

米国の地域通信会社であ るナイネ ックスが 日本の商社な どと一緒 に、 日本での最新

型CATV事 業 を検討 したが、市場 に魅力がないと して、計画を中止 した。

米 国と日本 とのCATV普 及状況の比較を表3.2に 示 す。

表3.2CATV普 及状況の 日米比較

項 目 日本(多 チャ ンネルCATV) 米 国

施設済み
加入可能世帯率

19.5%

対NHK受 信契約数

(1993年3月 末)

98%

対 テ レビ受信機所有世帯数

(1992年 末)

加入世帯率
5.4%

対NHK受 信契約数

(1993年3月 末)

61.8%

対 テ レビ受信機所有世帯数

(1992年 末)

平均チャンネル数 22チ ャ ンネル

(1993年3月 末)

37チ ャ ンネ ル

(1992年 末)

施設数 149施 設

(1993年3月 末)

11,075施 設

(1992年 末)

市場規模 530億 円

(1993年3月 末)

215億 ドル

(1992年 末)

最大規模の事業者

日本 ネ ッ トワークサー ビス

(山梨県 甲府市)

引込端子数10万 端子
営業収益27億 円

営業利益5億 円

(1993年3月 末)

テ レコ ミュニケー ションズ

(TCI)

加入世帯数956万 世帯

売上高35億 ドル

営業利益10億 ドル

(1992年 末)

(出 所)電 気通信審議会答 申 平成6年5月 、郵政省資料平成5年3月 、
NCTA(全 米ケーブルテ レビ連盟)資 料1993年2月

CATVが 普及 してい る米国の実験で も、現段階で はビデオ ・オ ン ・デマ ン ドやテ
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レビ ・ショッピングな どに対 して、消費者の財布の紐 は固いよ うであ る。 まだ実験が

始ま ったばか りであ り、結論 はでて いないが、THEECONOMIST誌 は、米国の実験の経

過状況 によると、消費者 はCATVに よ る追加サー ビスに対 して、月10ド ル程度 し

か追加 出費す る意思がない と報道 してい る(1995年2月25日 号 、P.67)。

月10ド ルでできる新サー ビスは限 られている。双方 向CATVに よる ビデオ ・オ ン

・デマ ン ドやテ レビ ・シ ョッピングな どの商業化熱 は、米国で も当面冷め るか もしれ

ない。

2.2家 庭へのパ ソコ ンの普及

日本では将来の家庭用マルチ メデ ィア端末市場を狙 って、 コンピュータメーカー、

家電 メーカー、ゲーム機 メーカーなどが競争 してい る。例 えば、パ ソコン、CD-R

OM読 取装置、 ビデオゲ ーム機 な どが将来家庭用端末の候補であ る。い っぽ う、米国

では家庭用 マルチメディア端 末 はパ ソコンで決 ま りという意見が強 い(デ ジタル ・テ

レビ用セ ッ ト・トップ ・ボ ックス もパ ソコンの一種 と考え る)。

パ ソコンの家庭 への普及率 は米国で約33%、 日本で約13%で ある。 日本では価格の

安いワープロや ビデオゲーム機の ほうがパ ソコンよ りも家庭 に普及 して いる。

しか し、小 中高校にパ ソコ ン教育のカ リキュラムが導入 されたので、家庭 で も子供

の教育用 にパ ソコ ンの購入が増え ることが確実である。 また通信 を利用す る場合 には、

パ ソコンが便利なので、今後通信の利用が発達するに伴 って、 日本 の家庭に もパ ソユ

ンが普及 し、 ワープロや ビデオゲ ームはソフ トウェアに特化す る可能性が高い。

パ ソコン通信 ネ ッ トワー クの利用者数 は米国約1,100万 人 に対 して、 日本約200万 人

と日米の格差は大 きい。 しか し、 日本のパ ソコン通信 ネ ッ トワー ク利用者数 は年 々着

実に増加 してお り、パ ソコンが家庭 におけるマルチメデ ィア端末の主役 のひとっにな

ると予測 されている。

現在、パ ソコンより も小型で安価 な携帯用端末機が 商品化 されっっあ る。ア ップル

コンピュータ社 や シャープ社 のPDA(パ ー ソナル ・デ ジタル ・アシスタン ト)や ゼ

ネラルマ ジック社が開発 した基本 ソフ ト(MagicCap)と 無線通信用 ソフ ト(Telescript)

などである。米国 ソニ ー社の携帯用端末機 「マ ジック リンク」は同社の ソフ トを採用

して いる。 モ トローラ社やAT&T社 も同様の携帯用 端末機 を開発 中であ る。

ゼ ネラルマ ジック社の マーク ・ポラ ト会長 は 「現在のパ ソコンは米国で も3人 に1
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人 しか使 いこなせ ない。私 は将来4人 に3人 が使 いこなせ る、操作の容易な、人が親

しみ易い機械 を作 りたい」 という。

このよ うな安価で、利用が容易 な携帯用端末機が家庭用 マルチ メディア機 器の本命

にな るか もしれない。

2.3電 子新聞

米国の主要 な新聞社 はパ ソコン通信ネ ッ トワークで あるプロデ ジー、 アメ リカオ ン

ライ ン、 コンピュサー ブな どを使 って、新聞紙 に載 らなか った詳細な記事 も含めて送

信す る実験 を開始 してい る。

パ ソコン通信 ネ ッ トワー クの普及率に関 しては、米国 と日本 とに大 きな差があ る。

電子新聞 の実用化 も米国が 日本 よ りも先行す るだろう。

日本の新聞社 も一斉 に電子新聞の研究 を開始 した。NTTの マルチ メデ ィア実験 に

朝 日、読売、毎 日、 日本経済新聞社 が参加 して いる。既 に紙面作成段階 はコンピュー

タ化 されてお り、新聞記事のデー タベース化 も進んでい る。技術的に は今で も電子新

聞は実現可能であ る。

新聞社の収入に占める広告収入 の割合 は日本で約50%、 米国で は約80%と いわれ る。

問題 は、 この広告収入が電子新 聞になるとどのよ うに変化す るかが、米国で もまだ分

か らない ところにある。

今回の ヒア リング調 査 によ ると、新聞社 は電子新聞を新聞紙 の代替でな く、新聞紙

に載 らない内容を補完す る機能 と考えてお り、将来新聞紙 と電子新聞 との両立 を狙 っ

てい る。

日本で もパ ソコ ン通信 ネ ッ トワー クの普及にともなって、電子新聞の実用化が進 む

ことになるだろ う。

3.社 会分野

3.1遠 隔教育

教育 システムはマルチ メデ ィア時代に大 きな変化を受 けると予想 され る。米国の情

報 スーパ ーハ イウェイ構想 の中に 「全ての学生 は場所、距離に関係 な く、最良の学校

や教師の授業 を受け られ る」ための遠 隔教育 システムがあ る。

大学 におけ るイ ンターネ ッ トの利用 は既に普及 して いる。 中学高校のネ ッ トワー ク
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利用では、米国の シ リコ ンバ レーにあるパ ロアル ト学区を始 め、 シンガポールな どが

進んでいる。 日本 では大手予備校 の衛星通信を使 った教育が進んでい る。

カ リフ ォルニア州 立大学で は、バ ー ク レー校 とロサ ンゼ ルス校 の20の キ ャンパ

スをネ ッ トワー クで結 び、学 生が どの授業 も受講で きる 「バ ーチ ャル ・ユニ バー シ

テ ィ」構想 を推進 して いる。

日本ではNTTの マルチメデ ィア実験の一貫で、北大、東大、京大、九 大など16の

大学が参加す る 「オ ンライ ン ・ユニバ ー シティ」の実験計画がある。福島県立会津大

学の呼び掛 けで始 まった。

遠隔教育 は人 々の学 習の場 とチ ャンスを広 げるので、社会的貢献度が高 い。 問題 は

費用 を誰が負担す るかだろ う。公立の学校 は予算が限 られてお り、私立の学校 は経営

に苦 しむ ところが多い。国や自治体の支援が必要 となろ う。

3.2遠 隔医療

山間部や離島など、医療機関の乏しいへき地と都市の病院などとをネットワークで

結び、地方でも高度な医療を受けられる遠隔医療や、患者が病院に行かなくてもすむ

在宅医療などへのニーズは強い。

通産省と厚生省とは1995年4月 か ら 「新医療情報システム基盤整備事業」を開始す

る。まず兵庫県の姫路市、夢前町、家島町の中核病院と診療所とをISDN(統 合デ

ジタル通信網)で 結び、画像伝送などを行 う。

郵政省は1994年6月 から東京逓信病院で病院と患者の自宅とをテレビ電話で結び、

遠隔医療の実験を始めた。

民間企業ではセコムが1994年6月 から久我山病院でISDNを 使って、他の病院か

らMRI(磁 気共鳴画像装置)の 画像を受信 して、診断支援サービスを行う事業を開

始した。

ただし、患者との直接対面による診断に比べて、遠隔診断で満足のいく結果が得ら

れるかという基本的な問題が残っている。

3.3電 子美術館 、電子博物館

美術館や博物館 の所蔵品 をマルチ メディア ・デー タベ ース化す る動 きが盛 んで ある。

美術館、博 物館 には展示 して いない膨大 な所蔵品が あ る。マルチ メデ ィア ・デ ータ
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'ベ ース化すれば、全ての所蔵 品を画像で展示す ることが可能 になる。

フラ ンスのルー ブル美術館が200周 年記念 にマルチメデ ィ7・ ガイ ド・システムを

制作 した。 日本の場合 にはハ イ ビジョン映像 による記録の事例が多い。 岐阜県立美術

館 や東京国際美術館(多 摩市)な どがその例である。ハイ ビジョン映像 と将来 マルチ

メディアの主流にな るデジタル映像 とを、どのよ うに して共存 させ るか とい う課題が

残 って いる。

1994年 に京都市美術館 は京都建都1200年 記念展示に、大型 ス クリー ンによ るデ ジタ

ル画像の展示を行 った。千葉県 内の複数 の美術館 はマルチメディア ・デー タベースを

相互 に利用 し合 うネ ッ トワー ク ・システムを開発 した。

板橋区立美術館で は1993年 夏 に、作品 を置かず にデジタル映像だけの展示 を行 い、

話題 にな った。

博物館 で は、国立民族学博物館、江戸東京博物館、兵庫県立歴史博物館 などが所蔵

品のマルチ メディア ・データベース化を行 っている。

今後 、美術館や博物館 などの所蔵品をデ ジタル映像化す るデ ジタル化権が、著作権

が らみで 問題 にな りそ うであ る。米国のマイ クロソフ ト社やIBM社 な どが、 このデ

ジタル映像化権を買い集あてい るといわれ る。

3.4電 子図書館

図書館 におけ る蔵書のデータベース化 とそれに基づ く貸 出 ・返却管理 システム化 は

国会図書館を始 め、既 に広 く普及 している。

自治省管轄 の地方 自治情報セ ンター(LASDEC)は 自治体の図書館 ネ ッ トワー

ク化を推進 して いる。 これ は利用者 にと って便利な もので、図書館 ネ ッ トワー クの中

の どこかに 自分の読みたい本があれば、所蔵す る図書館 に行かな くて も、行 きつけの

図書館が その本 を取 り寄せて くれ る。

次世代の電子図書館 は、本 の全文章を挿絵 も含めてデータベース化 し、 ネ ッ トワー

クとパ ソコ ンな どを使 って、家庭 に居なが ら図書館の本を読 む ことがで きるシステム

だろ う。筑波にあ る図書館情報大学 では、図書の全文データベ ース化の研究 を行 って

いる。

米国の情報 スーパーハ イウェイ構想 に もこのよ うな電子図書館が含 まれているが、

米国で は地方 の中小図書館が 「電子図書館 になるとつぶれて しま う」 とい って、 この
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構想 に反対 して いる。 日本 の図書館 は自治体な ど公共的な ものが全 てだが、米国で は

その経営状況が問題 になる。

また、電子図書館を実現す るためには膨大なデータ入力作業が必要で あ り、大掛 か

りなシステム変更 にな ること も、今後 の課題のひ とつであ る。
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第4章 マルチメディア応用の先進事例

1.マ ルチメデ ィア応 用の先進事例調査

1.1ヒ ア リング調 査の対象

日本国内でマルチメデ ィア応用 の先進事例 といわれ る企業 ・団体 を訪 問 して、 ヒア

リング調査 を行 った。 ヒア リング調査先 は12社 ・団体で ある。 ヒア リング調査先 の

リス トを表4.1に 示す。

表4.1マ ルチメデ ィア先進事例

訪問先企業名 部署 ・担当者名 訪 問月 日 ・場所

1.日 本電信電話株式
会社(NTT)

マルチメディア推進室

高部企画部長、栗原開発部長

9月28日(水)

日比谷 シティ3階

2.株 式会社電通 企画開発局マルチメディア部
田中部長

10月7日(金)

築地電通 ビル8階

3.株 式会社資生堂 情報システム部
増田課長

10月7日(金)

銀座7丁 目資生堂本社

4.日 本電気株式会社

(NEC)

C&C研 究所 ター ミナル
システム研究部 阪 田部長

10月14日(金)

田町NECビ ル

5.日 本IBM株 式会社 東京基礎研究所オブジェクト
データシステム 小坂課長

10月19日(水)

大和研究所

6.鹿 島建設株式会社 情報 システム部企画課
曽我課長、有賀、和田

10月25日(火)

赤坂本社 ビル

7.東 京ガス株式会社 情報システム部
米山副部長、佐藤課長

10月26日(水)

浜松町本社

8.株 式会社大林組 マルチメディア推進室

鈴木開発課長、毛利企画課長
10月26日(水)

神 田司町第25中 央 ビル

9.松 下電工株式会社 バーチ ャル ・リア リティ開発室

野村参事

10月31日(月)

西新宿松下電工展示室

10.大 日本印刷株式会社 広報室 三村課長、
商品開発部 長丁課長

11月 ・9日(水)

市 ヶ谷本社 ビル

11.慶 応義塾大学
環境情報学部

メディアセンター斉藤所長

渉外広報担当 清水参事
11月15日(火)

湘南藤沢キ ャンパ ス

12.新 世代通信網実験

協議会(BBCC)
大林組技術研究所
企画部越本部長、浜嶋課長

11月17日(木)
関西文化学術研究部市内
けいはんなブラザ
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1.2調 査の まとめ

マルチメデ ィアの ビジネス利用 に関 して は、現在開発 また は実験が始 まったところ

であ る。 その中で、慶応義塾大学湘南藤沢キ ャンパスや新世代通信網実験協議会(B

BCC)の 事例 は進んで いる。慶応義塾大学の学生 はマルチメデ ィア ・プ レゼ ンテ ー

ションを実習 してお り、BBCCの 実験で はマルチメデ ィア時代 に期待 され る応用 を

ひととお り揃えてい る。

授業や実験でな く、実際 に ビジネスに利用 されて いる先進事例で は、今 まで画像処

理、図形処理(CAD)、 コ ンピュータ ・グラフィ ックスなどを使 って、長い時 間を

かけて開発 を行 って きた ものを文字等 と統合 して、マルチメディア といってい る事例

が多 い。例えば、画像処理で は大 日本 印刷㈱のCD-ROM出 版、㈱資生堂の新製 品

開発用商品データベースなどで ある。

今回の調査の対象外 だ ったが、同様 の事例 に日本航空の機器保守用デ ータベース、

セコムがサー ビスを始 めたNMR-CTデ ータの遠隔医療診断 システムなどがあ る。

図形処理(CAD)で は鹿 島建設、大林組な どの都市開発計画用 や建築設備用 のプ

レゼ ンテー ション ・システム、東京ガスの地図(配 管付)情 報 システムなどがあ る。

今回の調査の対象外 だが、 同様の事例 に、 自動車等の機器の設計、機能 チェ ック用

シ ミュ レー ション ・システム等があ る。

今 まで画像 とは無縁の業務 にっ いては、今後マルチメデ ィアを どのよ うに応用す る

かを、現在模索 中であ る。今回 の調査では、次のよ うな意見 を聞 いた。

○オ フィスで動画をいかに応用す るか、未だ見 えない(日 本電気C&C研 究所)。

○社内で も未だ マルチ メデ ィアDBを 使 ってない(日 本IBM)。

したが って、 オフィス業務へ のマルチメディアDBの 応用 は、長期的 な視点 にた っ

て、調査検討す ると有効 ではないか と考 える。

長期的な視点 にた ったマルチ メディアの ビジネス向け応用分野 には以下の ものがあ

げ られ る。

① イ ンターネ ッ トな どを使 った画像 ・音声 ・映像 データの応用が進 む。

(これ は長期で な く、短期 的に進むか もしれない)

② テ レビ会議 、テ レビ電話 、ボイスメールが普及す る。
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③ 近年 米国で発達 して いるグループ ウェアが 日本に も浸透す る。

グループ ウェアの中身;電 子 メール、電子掲示板(会 議の代わ り)、 グルー プで

共有す るマルチメディア ・データベース、スケ ジュール管理、 ワー クフロー ・シス

テム(業 務手順 を コンピュータ化)な ど

④従来、業務毎 に社内でチームを組 んで いたが、社外 の専門家を集 めて チームを組 む

ことが増え る。場合 によって は、チームへの参加を広 く一般 に募集す る。企業で い

えば、バ ーチ ャル ・コー ポ レーシ ョンまたはネ ッ トワーク ・カ ンパニーであ る。

政府 関連で いえば、バーチ ャル ・オーガニゼー ションになろ う。

⑤ 報告書、PR文 書な どにマルチメディアを活用 したプ レゼ ンテー シ ョン技術 が発

達 し、普及す る。画像 ・音声 ・映像 は文字 に比べて印象が強 く、記憶 に残 りやす い。

1.3調 査の概要

(1)日 本電信電話株式会社(NTT)

NTTは 平成6年1月 にマルチメディア時代 に向けての展望を発表 し、4月 にマル

チ メディア応用実験計画 の発表および参加者の募集を開始 した。7月 にい ったん募集

を打 ち切 ったが、9月 まで二次募集をお こなった。

実験計画の内容 は以下の3種 類 に分かれ る。

①高速 コンピュータ通信利用実験

文部省学術情報セ ンター とNTTと が平成5年4月 か ら進 めて いる高速研究情 報

ネ ッ トワー クの開発研究の一貫 と して、13の 大学 ・研究機関が参加 し、 スーパ ー

コ ンピュータ間の通 信をお こな う。

NTTはATMを 使い、通信速度156Mbpsの ネ ッ トワー クの実験 をお こな

う。参加者が コン ピュータ側の処理および費用を負担す る。

②一般利用向けマルチメデ ィアネ ッ トワー ク利用実験

一般 企業や地方公共団体が参加 して、各種アプ リケー シ ョン(後 述)を 実験す る

NTTは6Mお よび1.5Mbpsの 通信回線を提供す る。 プロ トコルはATMと

TCP/IPの 併用 にな る。参加者が機器およびアプ リケーションソフ ト、 データ

ベース構築 などを負担す る。参加者 に開発能力がない場合 に、NTTと 共 同開発す

るケース もあ る。
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③CATV映 像伝送等利用実験

CATVと 電話サービスとの複合実験

実験の概要および参加者などにっいては 〔参考〕資料参照のこと。

対象地域 は、札幌、仙 台、東京、長野、金沢、名古屋、大阪、広島、松山、福岡の

10地 域であ る。

高速 コンピュータ通信利用実験 は平成6年9月30日 か ら、その他 は平成7年4月 か

ら実験 を開始す る。実験期 間は2年 間であ る。

(2)株 式会社電通

始めに、 田中部長 よりマルチメディアの実用化 に関す る意見を聞いた。米国に比べ

て、 日本 はイ ンフラの整備が まだ 出来てない ということだ った。

その後で、電通が開発を進 めて いる電子新 聞のデモ ンス トレー シ ョンおよびその内

容を聞いた。広告 にとどま らず、オ ンライ ン ・カタログ販売、 クーポ ン券発行機能 な

ど も持 つ。静止画だけでな く、動画 も組み込 む。

(3)株 式会社資生堂

資生堂 は、全社 的なBPR(ビ ジネス・プロセス・エンジニアリング:情 報 システムを積極的 に活用 し

て仕事の進 め方、業務のプ ロセスを根本的 に見直 し、再設計す ることで経営効率を高

め る手法)に あわせて、CAPS(ク リエイティビティ・アクセレレーティング・プロダクト・ディベロップメント・システム)を

構築 した。

それ は、顧客ニーズへタイム リーに適合化 し市場適応力を高め るために商品開発 の

リー ドタイムを約30%短 縮 し効率化を図 るとい う目的で、画像、音声、文字 を組 み合

わせたマルチメデ ィア型の情報 システムであ る。

例えば、本社、研究所、工場勤務の社員の間で、開発 中の化粧品容器 の形状や化粧

品の成分配合な どの設計か ら得 られ る色調な どの外観 をWS端 末画面 やカラープ リン

ターな どで確認す ることがで きる。従来 は本社 ・研究所 などがバ ラバ ラに情報を蓄積

して いた。

開発を行 った部隊は、社内ス タ ッフ部門であ る情報 システム部(新 横浜 の コンピュ

ーターセ ンターを拠点 とす る)で あ る。情報 システム部 の部員数 は70数 名、社 内の情
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報 システムの開発か ら、保守 までを含めて担当 している。 日本全 国の売 り場 にあ る約

2,000のPOS端 末の運用 も行 って いる。

(4)日 本電気株式 会社(NEC)

けい はんなにあるBBCCの 実験の中の 「電子魚図鑑」 は、NECが 開発 したハ イ

パ ーメデ ィア ・システ ムである。 この システムの本質はマルチ メデ ィア ・データベー

スであ る。その用途 は現在の ところ、美術館 ・博物館用で あ り、応用 の延長線上 に ビ

デオ ・オ ン ・デマ ン ドがあ る。

ビジネ ス用途で は、動画をなにに使 うかが、まだ見えないという。

NECが 開発 した、 もうひ とつの映像応用 システムに商品名MERMAIDが ある。 これ

はグル ープウェアの ツールであ り、 日本よ りも海外で有名であ る。ハ イパ ーメデ ィア

とMERMAIDと の連携 は今後の課題 にな っている。

(5)∈1本lBM株 式会社

マルチ メデ ィアDBの 現状 の解説を受 けた後に、東京基礎研究所が開発 したマルチ

メディアDBで あるCOSMOSの 話を聞いた。 これはRDBと 通常の ファイル シス

テムの上 にオ ブジェク ト指向のDB管 理 レイヤーをのせて、マルチ メデ ィアに対応 す

るものであ る。NECで はRDBの 上にハ イパーメデ ィアのDB管 理 レイヤーをのせ

て いた。 どちらが適切か は、アプ リケー ションの内容 による。

(6)鹿 島建設株式 会社

鹿島建 設では、情 報 システム部 に所属す る開発課及 び ビジュアル メデ ィア室を中心

に、各種 のマルチ メデ ィア対応の システム開発 を行 って いる。

同社 の情報 システム部 の部員 は、約200名 である。3室6課 で運営 されてお り、土

木、建築 、物理、数学 、経営、管理工学 その他の専門知識を有す る情報処理専門家で

組織 されている。

同部 の中心的存在 であ る開発課 には130名 が在籍 して いる。 その中に10の グループ

(統括,土 木解析,建 築解析,生 産技術 システム,計 画管理 産業 システム,DBシ

ステム,経 理 システム,人 事機材 システム,情 報技術の計10グ ル ープ)が あ り、1グ

ループ は10～20名 程度 で構成す る。
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同部の ビジュアルメデ ィア室で は、建築物等の意 匠設計などの目的でCG(コ ンビ・一夕

・グラフィックス)を多 く用 いてお り、マルチメデ ィア関連の開発 を行 っている。

具体的な システムの開発事例 として、以下の2例 の説明を受 けた。

① 開発課の土木解析 グループが 開発 したマルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー シ ョン ・シス

テム 「ダム環境整備 」。その後 も環境整備関連のマルチメデ ィア システム化へ の展開

を図 って いる。

②データベース システムグルー プが開発 した 「マルチ メディア ・データベース ・プ ロ

トタイプ ・システムAceT2」 。 まだ実際の業務上 には利用で きて いな い。現在

もマルチメデ ィアデータベー スの開発を進 めて いる。

(7)東 京ガ ス株式会社

この システムは道路 ・建物 地図、ガス管 レイアウ トな どの図形情報DBと 、顧客氏

名、住所、電話番 号、使用ガス器具のスペ ック、 ガス管の種類、径、長 さ、バル ブの

スペ ックなどの文 字情報DBと を連結 させた もので、 その技術 レベルは世界 的に最高

水準 にあ る。供給 エ リア約3000平 方km、 需要家760万 件、ガス管総延長約43,000kmに

わたる図面情報を網羅 した、大規模なマ ッピ ングシステムであ り、技術 開発 の困難 さ

もあるが、現場や社内の人が システムの価値を認知 し、実用化 し、 システムが定着す

るまでに、大 きな困難 と時間がかか った。 このよ うな大規模 システムでは、 データ入

力 とその更新 に手間 と費用がかか ることも、開発が困難 な理由のひとっであ る。

しか し、 システムの利用が定着すれば、保守 ・保安 に有効なだけでな く、営業戦 略

に活用で きるなど、 この システムの利用価値 は非常 に高 い。

(8)株 式会社大林組

同社の東京本社 内に、社長直轄 のマルチメデ ィア推進室 を新設 した主 目的 は、社 内

の営業部門,設 計部 門,技 術開発部門の映像情報をデ ジタル化 し、データベー スを構

築 して、営業力強化 のためにマルチメデ ィア関連 ソフ トを制作す ることにあ る。

そのための施設 「マルチメデ ィアスタジオ」を94年 内に六本木アー クヒルズ ビル17階

の約400㎡ に開設す る予定であ る。 また、さまざまな分野 の外部 との交流を深め、新

規事業 として、官公庁、 自治体 、学校か らソフ トの受託製作 をお こな うことや映画会

社、放送局、 出版社な どと提携 し、映画 ・テ レビ番組制作 な どの共同プ ロジェク トに
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も参加 してい く計画 も持つ6そ の ほか、社内のマルチ メデ ィア人材育成の計画 も持 っ

て いる。

また、3年 前か ら開発プロジェク ト第5部 で、 ビジネス用 のマルチメディア関連 ソ

フ トを手がけ、応用分野や期待 され る効果などの研究を実施 してお り、 シール ド工法,

大深度地下工法 など代表的な工法18種 類の技術を体系化 して、橋 や トンネルな ど、 そ

れぞれの構造物別 に建設技術の詳細 を紹介す る 「テクノ ・ライ ブラ リー」というマル

チメデ ィア ソフ トを作 成 した。 これ は、通産省の マルチ メデ ィア ・グラ ンプ リ92で

「ビジネス ・アプ リケー ヨン賞」を受賞 した実績を持つ。マルチ メデ ィアの コンテ ン

ツ作成 に対 し、積極的 に取 り組んでいる。

(9)松 下電工株式会社

同社 は、5～6年 前に会社 トップの コンピュータ ・システムを商品化 したい とい う

意向を うけて、商品設計技術の分野でバーチャル ・リア リテ ィ(VR)の 技術 開発を

行 うことを決めた。

現在で は、以 下の3つ のVR技 術の開発 を行 っている。

①高機能のVRシ ステム(基 礎 とな るもの)

②パ ソコ ン版 の低価格VRシ ステム(汎 用的で普及版 とす るもの)

③VR機 能付 きの商品開発(ゴ ーグル付 きの電動マ ッサー ジいす等)

また同社で は、通 産省生活産業局住宅産業課 がと りまとめて い るrWISH21

(21世 紀住宅 開発 プロ ジェク ト)』 の中で、 「生活価値創造住宅研究組合 」 という36

社 か らな る研究組 合(大 手 ゼ ネコ ンが 中心、 コンピュータ ・メー カーは富士通 の

み)に 参画 して いる。 ここで は、 システムキ ッチ ン、照明、内装 、住環境(日 照、

騒音、温熱、空気)な どの住宅関連のデザイ ンを、顧客が 自分で設計で きるような

データベ ース ・システムの構築 を目指 して いる。

(10)大 日本印刷株式会社

同社が制作 したCD-ROM作 品には 「広辞苑」 「岩波美術館」 「漱石の世界」などがあ

る。 また病院に入院 して いる子供のために、バ ーチャル リア リティ ・システム 「動物

園へ行 こ う」 「遊 園地 に行 こう」な ども制作 した。ハ イ ビジ ョンの普及に も力をいれ

て お り、岐阜県美術館の 「ハ イ ビジ ョン ・ギ ャラ リー」 も手が けた。
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今 回話 を聞いたオフィス業務支援 システムは商品名rREAL-OFFICE」 と

いい、 日本で初 めて開発 されたグループ ウェア商品である。主な内容 は ワークフロー

管理(稟 議書の承認 ・決裁に係わ る文書 やスケ ジュール管理)、 ボイスメール、電子

メール、電子掲示板、電子電話帳、電子伝票発行 な どをマルチメデ ィア対応 に した も

ので、特 に簡易な ヒューマ ンイ ンター フェース開発に力を入 れた。データベースには

RDBを 使用 してい る。

この システムは将来、通産省 の業務への応用 に参考 にな ると思われ る。

(1D慶 応義塾大学環境情報学部(湘 南藤沢 キ ャンパ ス)

かって、文部省の審議会で大学改革が課題 として取 り上 げ られ、慶応大学石川忠雄

前学長が 自らの大学 で挑戦 しよ うとい う話か ら、湘南藤沢キ ャンパ ス構想が スター ト

して いる。

慶応大学湘南藤沢キ ャンパスでは、平成2年4月 の開設 と同時に、総合政策学部 と

環境情報学部の研究教育活動を支援す る知的キ ャンパ スを実現す るために、 日本で初

めての本格的な分散環境型のキ ャンパ ス ・ネ ッ トワーク ・システム(SFC-CNSと い う)

を構築 ・運用 して いる。

同キ ャンパス内の学生 は学習,日 常生活,サ ー クル活動 などのために、教職員 は教

材開発 講義準備,研 究活動な どのために、 この システムを活用 してい る。

システムの内容 は、約600台 のWSが ネ ッ トワーク接続 され、24時 間365日 稼働す る。

また海外 との情報交換のためにイ ンターネ ッ トに接続 している。 これ にはハ ワイ大学

と直接専用回線 を介 してWIDEと して接続 してお り(年 間に1億 円程度 の専用回線

使用料 がかか る。)、 ハ ワイ大等で始 まる米国のバ ーチャル シティ ・プロジェク トと

の共 同研究 も始 まる予定である。

また、衛星放送 を大型ア ンテナで受信 した語学 の教育制度 もあ り、キ ャンパ ス内の

大ホールには250イ ンチの高精細表示装 置(日 立製作所製投影型ハ イ ビジ ョン装置)

を備 え、学外 との遠隔会議 や遠隔パネルデ ィスカ ッションがで きる。

平成6年 度か ら新設 された大学院の政策 メディア研究科において は、研 究教育 を支

援す るために、SFC-ERNS(EvolutionalReseachNetworkSystem)と いう、ATM-

LANとFDDIを 中心 と したマルチ メデ ィア情報環境 と して の高速 ネ ッ トワー クの

基盤をっ くった。 このERNSは 、多様な研究プ ロジェク トや教育活動 を支援 し、新 しい
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ア カデ ミズ ムを生 み 出す 基 盤 環 境作 りの た めに構 築 され た 。SFC-CNSに も相 互 接 続 さ

れ て い る。SFC-CNSに は、総 額10億 円,SFC-ERNSに は総 額4億 円が 投 資 され て い る。

また、 同大学で は、NTTが 一般 にサー ビスを始め る前 に行 う高速広域 ネ ッ トワー

クの実験 に参加 してお り、B-ISDNの 回線2本 を3年 間無料で利用申請 した。

同大学 の三 田校舎で94年10月 か らスター トし(NTTはDSUを お くだけで あ り、

ソフ トの中身 とDSU以 外 の装置 は自分で敷設す るため、少 し予算が足 りない)、 ま

た、藤沢湘南 キャ ンパ スで は95年2～3月 頃に接続 され る予定である。大学 のキャ ン

パ ス間での接続実験を計画 している。

また95年 度 か らは、キ ャンパ ス内敷地 にIPA(情 報処理振興事業協会)が 管理 ・

運営す る新産業創造デー タベース ・セ ンター、電子図書館実験、教育 ソフ ト開発の3

っの機能 を もった施設が開設 され る予定である。

(12)新 世代通信網実験協議会(BBCC)

⑱PNES(新 世代通信網利用高度化協会)お よびNTT関 西支社 は、関西文化学

術研究都市 を中心 と したB-ISDN実 験網 を敷設 ・管理す る。

これ は、けいはんな プラザにあるATMノ ー ドや高速LANを 中心 と し、 これ と京

都 、大阪、奈良、兵庫 をB-ISDN通 信網で接続 した。

この通信網 を使 って、BBCCに 参加す る産官学の研究機関が、各種のアプ リケー

シ ゴン実験 プロ ジェク トをすすめている。

BBCCは 関経連(関 西経済連合会)を 中心 に して設立 された団体で、関西地域 に

おけるB-ISDN実 験 の共 同研究母体で、広 く一般 に間 口が開かれた研究 コンソー

シアムである。

BBCCの 実験内容 を第2章4.日 本の動 きに述べた。

なお、PNESは 一般家庭 向けに、 ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドやテ レビ電話 などの実

験 をすす めて いる。

ヒア リング調査 のための質 問状を添付資料1.に 示す。
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2.行 政情報の電子化の主な事例

日本の行政機関あるいは行政機関に準ずる組織が提供する電子化された情報の主な

事例について、以下に述べる(1995年1月 時点)。

2.1中 央官庁等の電子化 の事例

(D内 閣

○ 「内閣総理大臣官邸WWWサ ーバ 」

イ ンターネ ッ トのWWWサ ーバで提供 している。村山首相 の内閣総理大臣所信表

明演説や平成6年 度 「年次経 済報告書」のポイン トなどが掲載 されている。 まだ、

実験段階の もので ある。

(2)総 務庁

OrSISMAC(統 計情報デー タベース ・システム)」

総務庁統計局 ・統計 セ ンターが保有す国勢調査、労働 力調査、家計調査、事業所

統計調査、全国消費実態調査、社会生活基本調査、全国物価統計調査、貯蓄動向調

査、科学技術研究調査、産業連関表などの統計 データ、統計 データの所在 や各種統

計刊行物 に関す る解説等 の案 内情報である。⑱ 日本統計協会が提供 して いる。

○ 「共通事務処理 システム」

システム導入 に93年 か ら着手 し、94年 か らの実用化を 目指 して いた。国会 日程 や

各種行事 の日程 を流 した り、法令,国 会会議録の検索がで きる計画で ある。東京 ・

九段の電子計算機共同利用施設 のホス トコンピューターを利用す る。

○ 「行政情報(現 行法令の情報提供 など)」

閲行政情報 システム研究所 が もっ現行の法令約4000を オ ンライ ンで提供す る。

rNIFTY-Serve(93.8～)」 を利用 してい る。

○ 「臨調 ・行革審答 申データベース(ARDB)」

㈲行政情報 システム研究所が もつ総務庁保有の、臨調(第 二次臨時行政調査会)

か ら、行革審(臨 時行政改革推進審議会)第 一次(1983～86年)、 第二次(1987～

90年)、 第三次 までの答 申 ・意見30件 を収録 し、オ ンライ ンで提供 してい る。 デ ィ

ス トリビュータは、㈱ ジー ・サーチである。

-52一



○ 「行政 改革委員会審議概要速報(ARBW)」

閲行政情報 システム研究所が平成6年12月19日 に発足 した行 政改革委員会の審議

概要 を速報で提供す る。情報 ファイルは委員会開催 ごとに更新 されている。 ディス

トリビュータは、㈱ ジー ・サーチであ る。

(3)経 済企画庁

○ 「経 済企画庁公表資料(EPAINFO)」

経 済企画庁か ら発表 され る各種報告書、公表資料、 白書 を収録 した行政情報のオ

ンライ ンで提供 している。 「PC-VAN(1993.9～)」,「NIFTY-Serve」 で利

用で きる。

収録 されて いる資料 は下記のとお りであり、随時、更新 を行 ってい る。

月例経済報告/海 外経済報告四半期報/景 気動向指数(DI)/

機械受注統計調査報告/国 民所得統計速報(QE)の ポイ ン ト/

地域経済動向/産 業動向/地 域経済 の現況(地 域景気懇談会報告)/

経済 白書(要 約)

また、今後発表 され る 「国民生活 白書」、 「世界経済白書」、 「物価 レポー ト」

な どの要約 を収録す る予定である。

○ 「円高差益還元等 に関す る行政情報(SYEN)」

円高 メ リッ トに関す る情報 を広 く知 らせ るため、同庁の 円高差益還元や物価 にっ

いて の公表資料 をオ ンライ ンで提供 して いる。同庁の印刷物等 で公表 され る資料で、

早 い もの は発表 日の翌 日にはオ ンライ ンで入手が可能である。rNIFTY-Serve」 で

利用で きる。各 メニ ュー は次の とお りである。

(1)最 新情報

経済企画庁の公表資料 を日付順 にジャンルを問わず に収録。 この メニ ューを見

るだ けで経済企画庁の円高差益還元等につ いての最新の公表資料 を入手す ること

が可能。

(2)最 近の物価動向

最近 の消費者物価 の動向等 につ いての内容紹介

(3)円 高差益還元等 に関す る施策

円高差益還元等 につ いての施策の内容紹介
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(4)円 高差益還元等の動向

円高差益還元の状況等にっいての調査結果の内容紹介

(5)最 近の公共料金の動向

主要な公共料金等の最近の改定状況等の紹介

(6)地 方物価行政関連情報

地方公共団体が実施している物価にっいての情報提供事業等の紹介

(7)物 価に関する問い合わせの窓口

物価についてのご意見、ご質問を受け付ける経済企画庁物価ダイアル、物価フ

ァックスの紹介

(8)そ の他((1)か ら(7)ま でのジャンルに該当 しない物価関連の情報の紹介)

(4)科 学技術庁

OrSTATODAY」,「 科学技術庁関連行事予定 」

働科学技術広報財団が毎月発行 して いる機 関紙の内容をオ ンラインで提供 してい

る。 「STATODAY」(英 語版 もあ る)は 平成元年4月 に創刊 された月刊誌で、科学

技術庁の協力を得て編集 され、科学技術庁の政策 を始め、関連の科学技術ニ ュース

や トピックスな ど最新の情報が見 られ る。 「科学技術庁関連行事予定 」は、月刊誌

「科学技術 ジャーナル」の 「白板」を基 に した もので、科学技術庁 と科学技術団体

連合加盟各団体 の行事予定 を知 らせ るものであ る。

「NIFTY-Serve」 で利用 で きる。

○原子力問題 についての情報 な どを提供

科学技術館が問い合わせ先 である。 「エナ ジーNET」 を利用 している。

○研究交流 セ ンター

っ くばの研究 者の研究情報 をデータベ ースと して持 ち、提供 してい る。

「筑波ネ ッ ト」(89.3開 局)は47の 国立研究機 関と周辺 の民間の研究機 関が利

用 している。

以下のネ ッ トワー クと相互接続が可能 とな ってい る.

「オ リオ ンシステム(大 分県)」 、 「ハ イテ クネ ッ ト静岡(静 岡県)」 、

rTORINET(富 山県)」 、 「ハ イテクネ ッ ト石川(石 川県)」 、

「ハ イテ クネ ッ トとうほ く(新 潟県を含む東北6県)」(以 上91.4以 前)、
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「けいはんなネ ッ ト(京 阪奈地域)」(91.4～)、

「中国 ・四国地方九県のネ ッ トワーク」(91年 度中)

○宇宙開発事業団の地球観測セ ンターの地球科学技術情報デ ィ レク トリー システム

(5)環 境庁

○国立環境研究所か ら発表される大気環境(月 間値、年間値)、 公共用水域水質にっ

いて、働環境情報普及促進会がオフラインで提供している。

(6)国 土庁

○ 「商 ・工業統計 メ ッシュデータ」

国土庁が作成 した商 ・工業統計 メ ッシュデ ータをオ フライ ンで提供 して いる。

(7)外 務省

○ 「海外の治安情報」

日本人が渡航す る頻度の高い国、 また注 目度の高い国に関す る渡航安全情報を

rPC-VAN」 な どでオ ンライ ンで提供 している。

(8)大 蔵省

○ 「有価証券報告書 」

上場企業約2,500社 の有価証券報告書の全文をCD-ROMで 提供す る。

○ 「法人企業統計(季 報 ・年報)」

大蔵省印刷局 がオフライ ンで提供 して いる。

○ 「株券等の大量保有報告書 」

`大蔵省印刷局が オ
フライ ンで提供 して いる。

○ 「大蔵省職員録 」

大蔵省 印刷局がCD-ROMで 提供 している。

○ 「官報 目録 」

大蔵省 印刷局がオ フライ ンで提供 している。
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(9)文 部省

○ 「学術情報 セ ンター(NACSIS)WWWサ ーバ」

イ ンターネ ッ トのWWWサ ーバで提供 している。NACSISの 概要 や電子図書館 プロ

ジェク トの案内な どが掲載 されている。

○ 「まなび行政 ネ ッ ト」

文部省審議会の答 申や行事 日程情報 をオ ンライ ンで提供 して いる。rPC-VA

N(93.11～)」 を利用 して いる。

○ 「生涯学習情報」

生涯学習に関す る行政情報 をオ ンライ ンで提供 している。rPC-VAN」 等 を

利用 して いる。

○ 「高校 の転入学案 内情報」

(10)厚 生省

○ 「AIDS情 報 」

エイズに関す る正 しい知識、 エイズ検査などエ イズに関す るあ らゆ る情報をオ ン

ライ ンで提供 してい る。rPC-VAN」 を利用 してい る。

(1D農 水省

○ 「農林水産省行政情報(MAFFBUL)」

閲全国農業普及協会が、会員向 け参考情報 と して収集 ・提供 して いる農政情報等

について、同会及 び株式会社 イ ンテ ックが協力 してオ ンライ ンで提供 してい る。

主 な内容 は、以下の とお り。

(1農 政情報

法令等の関す る情報、重要施策 に関す る情報、予算 に関す る情報、各種 審議会

答申に関す る情報 など。

(2)統計情報

農林水産省発表 の各種統計 資料の概要 など。

○ 「農林水産技術研究情報 －AFFTINET」

農林水産技術情報協会が、農水 系の国公立研究機関の研究成果情報 や行政ニ ュー

スなどを提供。rPC-VAN(91.3～)」 を利用 している。
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○ 「生鮮食料 品流通情報」 一

青果物及 び畜産物及 び花 きの主要な卸売市場 におけ る毎 日の入荷量、気配価格 等

市場の大勢 を提供 している。商用パ ソコン通信 を利用 して いる。

○ 「畜産試験場 のWWWサ ーバ」

イ ンターネ ッ トのWWWサ ーバで提供 している。.家畜 ゲ ノムデータベ ースで は、

豚、牛、マ ウスの遺伝子地図データの検索 システムを試験 的に運用 して いる。

(12)運 輸省

○ 「観光情報 」

観光地別 の観光情報、宿泊情報をは じめ季節 ごとに地域の情報を商用パ ソコン通

信 を利用 して提供 して いる。

○ 「観光地画像情報サ ー ビス」

1993年10月 か らモ デル実験 を行 っている。商用パ ソコン通信を利用 してい る。

○気象庁(⑱ 日本気象協会気象情報本部)の 気象 に関す る情報(気 象観測所 の数値 デ

ータ、気象衛星 ひまわ りの画像 データなど)の 提供.

(13)郵 政省

○ 「郵政省WWWサ ーバ」

イ ンターネ ッ トのWWWサ ーバで提供 して いる。英語 によ る郵政省の情報(郵 政

省組織、郵政省の報道資料、通信 白書、電気通信審議会 の答 申、ITU京 都全権委

員会会議情報)な どが提供 されている。

○ 「郵政行政情報 」

報道資料 を始 め とす る郵政省の各種行政情報をオ ンライ ンで提供。郵政省か ら報

道機関等に提供 され た資料で早 い ものは発表翌 日にオ ンライ ン化。

8ジ ャンルのメニ ューで、郵政省の業務全域 をカバ ー。記念切手 の発行、郵便貯

金、簡易保 険の よ うな貯蓄商品や生活保障のサービス等の身近な ものか ら、電話 、

テ レビ、電波 そ して衛星通信 といった情報通信分野で先端的な もの まで、話題性 の

ある多種多様な情報 や動向を提供 して いる。

また、新 たに郵政 省の各種調査研究報告類、事業のサー ビス案内、郵政行政 のお

知 らせ や施設等紹 介な ど、報道機関に発表 していない各種 行政情報 も、オ ンライ ン
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で入手 で きる。 「キ ャプテ ン」、rNIFTY-Serve(93.1～)」 、rPC-VAN

(93.4～)」 を利用 して いる。

各 メニ ューは、次の とお り。

(1)最新情報

提供す る全ての行政情報 を、提供順 にジャンルを問わず収録 した もの。 このメ

ニ ューを見 るだけで、最新 の郵政行政情報を入手す ることがで きる。

(2)郵便

郵便 ・郵便切手、 ゆ うパ ック(ふ るさと小包)、 郵便 商品、郵便サ ー ビス等 の

内容を紹介 している。

(3)郵便貯金

郵便貯金、郵便為替、郵便振替、国債の販売、外貨 ・旅行小切手 の販売等、郵

便局のオ ンライ ンサー ビス等の内容 を紹介 して いる。

(4)簡易保険

各種の保険 ・年金保険、簡易保険資金の運用等の内容を紹介 している。

(5)通信政策 ・地域振興

情報通信基盤 の整備、テ レ トピア、情報通信の振興、電気通信分野での技術 開

発の推進、基礎 的 ・先端的な研究開発の推進、宇宙通信の振興 、電気通信分野で

の国際社会への貢献等の内容 を紹介 して いる。

(6)電気通信 ・電波

電気通信事業者(NTT,KDD等)の 指導 ・監督、電話、 ポケ ッ トベル、VANサ

ー ビス、電話通信料金、無線通信の各種施策等の内容を紹介 してい る。

(7)放送一般 ・衛星放送 ・ハ イ ビジ ョン

民放、FM、NHK等 の免許 ・監督、CATV、 ハ イ ビジ ョン等放送ニ ュー メ

ディア等 の内容 を紹介 して いる。

(8)国際情報

国際関係事務 の総合的な政策の企画 ・調査研究、米国 ・英 国等 との二国間定期

政策協議 ・国際経済問題の取 りまとめ等を紹介 して いる。

電気通信 ・郵便 ・郵便為替等に関す る国際的取 り決めの締結 、ITU・UPU

その ほか国際機 関関係事務 の紹介 、郵政省所掌での国際協 力の企画 ・実施を紹介

して いる。
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(9)その他

郵政 省職員の仕事の状況、職員のユニ フォーム、郵便局等の建築等 の紹介の ほ

か に、各種審議会 に関す る人事、事務、開催等の内容を紹介 して いる。

(10)地域郵 政行政情報

各地域の郵務局、電気通信監理局 か らの行政情報 を紹介 して いる。

○ 「通信総合研究所WWWサ ーバ」

通信総合研究所 の研究内容 の紹介や太陽 ・地球情報 を提供 して い る。

○ 「移動電話接続確認情報」

オ ンライ ンで情報提供 してい る。 「PC-VAN」 を利用 してい る。

(14)建 設省

○ 「建設情報 」

⑱ 日本建設情報総合セ ンターが、公共事業、地域 プロジェク トな ど建設 に関す る

多様な情報 をオ ンライ ン ・デー タベース化 して いる。

2.2そ の他の行政機関に準ずる組織の電子化の事例

(1)国 立国会 図書館

○国会図書館書誌情報などをrDIALINE」 などか らオ ンライ ンで利用で きる。

(2)日 本科学技術情報セ ンター

○ 「JICSTのWWWサ ーバ」

日本 の科学技術関連情報を提供 してい る。

OrJOIS」

科学技術文献や医学文献な ど日本 における科学技術文献の多 くをオ ンライ ンで利

用で きる。
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OrJOIS-F」

化 合 物,結 晶構 造,質 量 スペ ク トル,熱 物 性,DNA,金 属 材 料 な どの フ ァ ク ト

デ ー タ ベ ー スを オ ンラ イ ンで利 用 で き る。

(3)日 本放送協会(NHK)

○ 「NHKニ ュース」

テ レビで放送 され るNHKの ニ ュース番組 にお けるニュース原稿をデー タベース

化 し、パ ソコン通信等 をとお してオ ンラインで利用で きる。

2.3通 産省 内の電子化 の事例

○ 「通産省公報速報」

働通商産業調査会発行の、通産省の行政情報 に関す る日刊紙 「通産省公報」に掲

載 された記事をオ ンライ ンで提供 して いる。rNIFTY-Sreve」 とrPC-VAN」

で利用で きる。

同紙 は、昭和24年 に創刊 し、通産省の正式の公表紙 と して位置付 け られてお り、

輸 出入関係 の公示紙に指定 され るなど、通産省の広報活動の重要 な媒体で ある。

情報の更新 は、 「通産省公報」の発行 日(原 則 と して平 日)の 午前9時 まで に、

当 日発行 された 「通産省公報」の記事内容が登録 され る。

通産省の政策を始め、通商 ・産業 に関す る最新の情報が、幅広 く掲載 され る。主

な内容 は、下記の とお り。

(1)政策関連情報

通商 白書や中小企業 白書 などの白書類、行政機 関の報告書、産業構造審議会等

審議会の答 申類、法律 ・政令 ・省令 ・告示 ・通達等及びその解説、通産省 の重要

施策、予算関係の情報 など。

(2)貿易 ・通商の実務関連情報

貿易管理令、輸入発表、輸入公表、輸 出入注意事項、関税割引等 、輸 出入 の申

請手続 きに関す る事柄及 び事務取扱等。

(3)景気動向関連情報

月例経済報告、景気動 向調査、中小企業景況調査、全国消費者物価、卸売物価、

鉱工業生産 ・出荷 ・在庫、設備投資計 画、機械受注実績、国際収支等。
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(4)統計情報

通産統計な ど通商産業大 臣官房調査統計部の各種統計月報類、産業連関表等。

(5)技術開発関連情報

日本工業規 格(JIS)関 連情報、工 業技術院付属機関の研究テーマ及び成果、ハ

イテ ク税制等 各種研究開発に関す る補助金等。

(6)その他

Gマ ー ク、工場立地、環境政策、 資源エネルギー、住宅産業、 テ クノポ リス等

地域情報、通産省関係人事、海外情報、行政時事解説等。

○ 「通産省公報デ ータベース」

㈲通商産業調査会で発行す る通産省の行政情報に関す る日刊紙 「通産省公報 」に

掲載 された主要な記事 をオ ンライ ンで提供 している。 「NIFTY-Sreve」 とrPC-

VAN」 で利用 で きる。

同省の政策 をは じめ、通商'・産業 に関す る最新の情報が、幅広 く見 られ る。検索

は、 日付 ・分野 ・出所のほか、キーワー ドで も可能である。 ファイルデータの収録

期 間は1994年4月 よ り、更新 は毎週月曜 日であ る。

○ 「工業技術院WWWサ ーバ」

イ ンターネ ッ トのWWWサ ーバで提供 している。工業技術院電 話帳、工業技術院

研究所情報 、工業技術院筑波研究セ ンター及 びっ くば情報 などを提供 して いる。

2.4通 産省関連の組織による電子化の事例

(1)日 本貿易振興会(JETRO)

○ 「ジェ トロ輸入促進関連情報」

素形材 セ ンターへの企業か らの質問や要望 を受け付ける。rNIFTY-Sreve」 を利

用す る。94年 度 予算 で構築す る。

(2)ア ジア経済研究所

○ 「投入産 出表」

(3)中 小企業事業団

OrSMIRS(中 小 企業情報検索 システム)」
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中小企業の情報が関連機関にのみオンラインで利用できる。

(4)そ の他の通産省関連組織

○ 「草 の根ふれあいネ ッ トワー ク」

全国商工会連合会が行な ってい るもの。

○ 「全国情報 ネ ッ トワーク(仮 称)」(94年 度内に3県 でモデル事業)

全国中小企業団体 中央会が行ない、官公需の受発注情報 と組 合内の情報交換を行

な うもの。

2.5民 間による行政関連情報の電子化の事例

OTKCrTKC法 律情報データベース(LEX/DB)」

民事 ・行政法 に関す る判例 と、その関連情報を網羅的 に提供 してい る。

○ アイ ・エ ヌ情報 セ ンター 「イ ンテ レク ト(知 的所有権判例情報)」

知 的財産 にっいての法律 に基づ く判例 の情報 を提供 している。

2.6海 外の行政関連機関の電子化の事例

(1)米 国大統領府(ホ ワイ トハ ウス)

○ 「ホワイ トハ ウスのWWWサ ーバ」

米国政府の各種最新情報(大 統領府 の毎 日発表す るニ ュース リリース、大統領補

佐官 の報告書、出版物など)が 掲載 されている。大統領、副大統領の メ ッセージ も

聞 くことがで きる。大統領宛の メール も出す ことがで きる。

(2)米 国大使館

○米国大使館情報(AEMBASSY)

米国大使館報道部が提供 して いる 「USIAWIRELESSFILE」 と商務部 が提供 してい
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るrMADE-IN-USA」 、 「TRADEEVENTS」 よ り構成 され る。rUSIAWIRELESSFILE」

で は米 国政 府 の最 新 の行 政 情 報 を提 供 して い る。 また 「MADEINUSA」 、rTRADE

EVENTS」 で は、 雑誌rCommercialNewsUSA」 をベ ー ス に した米 国新 製 品情 報 と ア

メ リカ製 品等 を紹 介 す る展 示 会 情 報 が利用 で き る。
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第5章

マルチメディアを支える技術





第5章 マルチメデ ィアを支 える技術 一

マルチメディアの実用化 を支え る技術 には、 プラ ッ トフォーム(パ ソコン、 ワー クス

テー シ ョン等)、 基盤技術(OS等)、 制作技術(オ ーサ リングシステム等)、 ヒュー

マ ンイ ンターフェース等 があげ られ る。以下 に各技術にっ いての現状を述べ る。

1.フ 。ラ ッ トフ ォ ー ム

1.1ク ラ イ ア ン ト ・サ ー バ ・シ ス テ ム

半 導体技術の発達 により、マイ クロプロセ ッサおよびメモ リーの高性能化 が急速 に

,進んでいる。その結果、従来汎用 コ ンピュータやスーパ ーコ ンピュータを利用 して き

'た分野で
、パ ソコ ンや ワークステー シ ョンを主体 に した、 クライ アン ト ・サーバ ・

'シ
ステムが普及 しつつある。 また、従来 コ ンピュー タで は処理 に時間がかか り、実用

上処理が難 しか った音声や画像 ・映像データを、パ ソコ ンや ワークステーシ ョンで容

易 に扱 うことがで きるよ うにな った。

クライア ン ト側 に利用 され るマルチメディア ・パ ソコンの例を表5.1に 示す。

表5.1マ ル チ メ デ ィア ・パ ソ コ ンの 例

モiラ 撒 ル 名 瀬 格

NEC PC98マ ル チCanBe 355,000円

日本IBM PS/Vビ ジョン 328,000円

コ ンパ ッ ク プ レサ リオCDS520 249,000円

ア ップル マ ッキ ン トッシュLC630 386,000円

富士通 FM-TOWNSHフ レ ッシ ュTV 388,000円

(出 所)サ ンケイ新聞 平成6年10月21日

サ ーバ 側 に は、従 来 主 に ワー クス テ ー シ ョンが 利用 され たが、1993年 イ ンテ ル社 の

新 しい高性 能 マ イ ク ロプ ロセ ッサ ーPentiumが 登 場 して か ら、サ ー バ に も高 性 能 パ ソ

コ ンが使 われ る よ うに な った。Pentiumと マ イ ク ロ ソフ ト社 の新 しいパ ソ コ ン用OS 、

WINDOWS-NTと に よ り、 パ ソ コ ン と ワー クス テ ー シ ョ ンとの 性 能 上 の 差 別 が 縮 ま り、

ワー クス テー シ ョ ンは安価 なパ ソ コ ンに市 場 を奪 わ れ る危 険 が あ る。
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サ ーバ に使 わ れ る ワー クス テ ー シ ョンの例 を表5.

に示 す。

2、 パ ソ コ ンの 例 を 表5.3

表5.2サ ーバ 用 ワー クステ ー シ ョンの例

"

メ … カ.・ 一 名 モ ・ プ ・ ル …名 性 能

サ ン ・マ イ クロ シ ステ ム ズ SPARKフ ァ ミ リー 60-85MHz13-30MFLOPS

ビ ュ ー レ ッ ト ・パ ッカ ー ド HP9000シ リーズ 60-100MHz17-23MFLOPS

IBM RISCシ ス テ ム6000 50-70MHz20-130MFLOPS

DEC AlphaAXPフ ァ ミ リー 130-150MHz26-30MFLOPS

NEC スーパ ー サ ーバ 100-150MHz98-150MFLOPS

富士通 DS907000シ リー ズ 40-60MHz

ソ ニ ー NEWS5900シ リー ズ 100-170MHz

(出所)日 経 データプロ

(注)MFLOPS;浮 動小数点演算速度の単位

最新UNIX/パ ソコンサーバー覧1994年7月

表5.3サ ーバ 用パ ソ ゴ ンの例

叢 ………デ ・万 治 価 格

NEC SV-98シ リーズ 60～170万 円

日本IBM PS/55シ リー ズ 88～300万 円

コ ンパ ッ ク プロシグニア 47～160万 円

ア ップル ワー ク グル ー プ サ ーバ 60～195万 円

富士通 FMR-340SV 98～188万 円

(注)使 用 プ ロセ ッサ;イ ンテル86SX,DX2(33-66MHz)ま た はPentium(60-90MHz)

(出 所)日 経 デ ー タ プ ロ 最 新UNIX/パ ソ コ ンサ ーバー 覧1994年7月

シ・リコ ン ・グラ フ ィ ックス社 は3次 元CG(コ ン ピュー タ ・グラ フ ィ ックス)や3

次元CAD(コ ン ピュ ー タ ・エ イ デ ッ ド ・デ ザ イ ン)用 の高 性能 ワー クステ ー シ ョ ン

を販 売 して い る。 これ は ス ピルバ ー グ監 督 の 映画 「ジュ ラ シ ック ・パ ー ク」制 作 の 時

に活躍 した。
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1994年2月 イ ンテル社 はPentiumの 次 のマイクロプロセ ッサー(開 発名P6)を 発

表 した。マイ クロプロセ ッサーの高性能化 は今後 も続 く勢 いで ある。

1.2PDA(パ ーソナル ・デ ジタル ・アシスタン ト)

パ ソコ ンよ りも小型、安価で操作 が容易な携帯用 イ ンテ リジェ ン ト端末機が商品化

されっっあ る。 その狙 いは高度な計算機能でな く、電子 メールを中心 に した電子秘書

の役割を もたせ、携帯電話 のよ うな コモディティ商品を作 ることであ る。

ア ップル社 の商品名Newtonは 、入 力にキーボー ドを使 わず、人間が古来か ら親 しん

で きた方式 、即 ち紙 に文字 を書 くの と同 じ方式で タブ レッ ト上 にペ ンで手書 きす る。

ア ップル社 の理想 は良 か ったが、手書 き文字の 自動読み取 り技術 が未熟で、Newtonの

評判 はいまひとっであ る。 しか し、技術の進歩 にともな って、将来Newtonの 改良版が

コモデ ィテ ィ商品になる可能性 は残 って いる。

日本 の シャープ社 は従来の電子手帳を高性能化 したPDA、 商品名 ザ ウルスを販売

した。 こち らは売れ行 き好調 とい う。

ゼネラル ・マ ジック社 は携帯用イ ンテ リジェン ト端末機 に使われ る基本 ソフ トMagic

Capお よび無線通信用 ソフ トTelescriptを 開発 した。

米国のAT&T、 モ トローラ社や 日本の松下電器、 ソニー、東芝、NTT、 オラ ン

ダのPhilips社 など、多数 の大手企業がゼネラル ・マジ ック社 に出資 し、同社 の ソフ

トを組み込 んだ携帯用端末機を開発 して いる。米国ソニー社 は1994年 に商品名 マ ジッ

ク リンクとい うPDAを 米国で発売 した。

1.3そ の他

(1)ビ デオゲーム機

ビデオゲ ーム機の高性能化が進み、パ ソコンと性能上の差別がっか な くな った。将

来家庭の プラ ッ トフォーム候補 に、 ビデオゲーム機 もあげ られ る。

任天堂 ・シ リコ ングラフィ ックス、セガ ・日立、3DO・ 松下、 ソニ ーな どが高性

能 ビデオゲーム機を商品化 してい る。

(2)ビ デオ ・サーバ とセ ッ トトップボ ックス

プラ ッ トフ ォームの範疇か ら外 れるが、将来双方向デ ジタルテ レビが家庭 などに普及

す ることを想定 して、送信側 の ビデオ ・サーバ と受信側のセ ッ トトップボ ックスの開
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発が進んで いる。 セ ッ トトップボ ックスはテ レビ受像機 にっながるデ ジタル ・テ レビ

用制御器であ る。

ビデオ ・サーバ の開発 にはコンピュータ ・メーカーが取 り組む。セ ッ トトップボ ッ

クスの開発 には家電 メーカー とコンピュータ ・メーカーとが競合 して いる。

(3)CD-ROM読 取機、デ ジタル ・ビデオ ・デ ィス ク(DVD)等

家電 メーカーはCD-ROM読 取専用機 を商品化 して いる。 デジタル ・ビデオ ・

ディス クで は、標準規格化が進み、東芝方式 とソニー方式 との2っ が競合す る ことに

なった。

2.基 盤 技 術

2.1基 本 ソフ ト(OS)

プ ラ ッ トフ ォー ムの 高性 能 化 に伴 い、 基 本 ソ フ トも高 機 能化 が 進 み 、音 声 、 画 像 、

映像 デ ー タをパ ソ コ ンや ワー クステ ー シ ョ ンで扱 う ことが 標準 に な りっ っ あ る。

パ ソコ ン用OSで は、従 来 マ イ ク ロ ソフ ト社 のMS-DOS、MS-WINDOWSが 主 流 だ った が 、

平成6年 にWINDOWS-NTが 登 場 した 。 これ はマ ル チ タ ス ク機 能 とネ ッ トワー ク機 能 を 強

化 した もの で、 ワ ー クス テ ー シ ョ ンに使 わ れ るOS、UNIXと ほぼ 同等 に な った 。

マ イ ク ロ ソ フ ト社 は平 成7年 にWINDOWS-95を 市 場 に 出す 予定 で あ る。 ヒ ューマ ン ・

イ ンタ ー フ ェー スを 強 化 し、 素 人 で もす ぐに パ ソ コ ンを 使 え るよ うにす る。 これ を プ

ラ グア ン ドプ レイ と呼 ぶ。 この 機 能 を実現 す るた め に は、 高性 能 の マ イ ク ロプ ロセ ッ

サ ー と大容 量 の メモ リーが 必 要 で あ る。

マ イ ク ロ ソフ ト社 以 外 に、IBM社 のOS-2、 ア ップル社 の マ ッキ ン トッ シュOS-7、

富士 通 のTOWNS-OSな どが あ る。性 能 的 に はIBM社 のOS-2は 高 い評 価 を受 けて い るが 、

利用 者 の数 が マ イ ク ロ ソフ ト社 のOSに 遠 く及 ばず 、 マ イ クロ ソ フ ト社 のOSが 実質

世界 標準 に な る勢 いで あ る。

音 声 、画 像 、 映像 デ ー タを扱 う ことが容 易 な マル チ メデ ィアOSと して は、 マ ッキ

ン トッシ ュ用 のQuickTime、WINDOWS用 のWINDOWSMME、OS-2用 のMMPM/2、 富 士通 の

TOWNS-OS、 サ ン ・マ イ クロ シス テ ム ズ社 の ワー クス テ ー シ ョ ン用Solarisな どが あ る。

2.2マ イ ク ロプ ロセ ッサ

マ イ クロ プ ロセ ッサ で は イ ンテ ル社 が世 界 市 場 の約80%を 占め る。AMD、Cyrix、
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Nexgen社 が同社 の製 品 と互換のマイ クロプロセ ッサを生産 してお り(ク ロー ンノ・メー

カーとい う)、 イ ンテル社 は彼 らの進 出を抑 えるため に、新製 品の開発を急 ぐ。

イ ンテル社 に対抗す る勢力 と して は、RISC(縮 小命令セ ッ ト)型 プロセ ッサー

があ る。 サ ン ・マイクロシステムズ社のSPARC、 ビュー レッ ト・パ ッカー ド社の

PA-RISC、DEC社 のAlpha、 ミップス ・コンピュータ社 の3000シ リーズ、

ア ップル ーIBM－ モ トローラ社連合のPower-RISCな どであ る。

1994年6月 にイ ンテル社 とビュー レッ ト・パ ッカー ド社 とが次世代 のマイ クロプロ

セ ッサーを共 同開発す ると発表 した。 マイクロプロセ ッサの高性能化 に ともな って、

次世代製品の開発 費が肥大化 して いる。 そのため大手企業 といえ ども、1社 単独で次

世代製品 を開発す ることが難 しくな り、世界規模での提携 や共同開発が進む傾 向にあ

る。イ ンテル社 とビュー レッ ト・パ ッカー ド社 との提携によ り、将来 はCISCもR

ISCも 区別がっ かな くな ることを示 して いる。

2.3デ ータ圧縮伸長技術

画像 データの圧縮伸長技術 にっ いては世界標準が制定 され、 この標準規格が普及 す

る方 向にある。デー タの処理速度や伝送速度に対応 して、以下の3っ の標準規格が あ

る。処理速度 また は伝送速度2Mbps以 下、JPEG

6Mbps以 上、MPEG1

100Mbps以 上、MPEG2

0JPEG(JointPhotographicExpertGroup)

JPEGは 静止画像 を対象 に した画像 データ圧縮 のISO(国 際標準化機構)規

格で、ISOお よび国際電気通信連合ITU-T(旧CCITT)が 中心 にな って

作成 した。JPEGは 既 に完成 して、普及 して いる。2Mbps以 下 の低速度でよけれ

ば動画 に も適用で きる。データ圧縮率 は1/10～1/20で ある。

OMPEG(MovingPictureCodingExpertGroup)

JPEGが 静止画像 を対象 に してい るの に対 して、MPEGは 動画像を対象 に し

たデータ圧縮の世界標準規格であ る。作成時の作業主体 はJPEGと 同様 にISO

およびITU-Tで ある。MPEG1はVHSビ デオテープ並みの画像を対象 に し

てお り、MPEG2は レーザーディスク並みの画像を対象 に してい る。MPEGl

は1991年 に規格化 され、既 に定着 して いる。圧縮率 は1/50～1/100で あ る。
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MPEG2も 内容 はほぼ固 まってお り、商品のLSIも 登場 しているが、正式な決

定 はこれか らであ る。

3.制 作技術

マル チメデ ィアの コ ンテ ンツ(中 身)を 制作す るための ソフ トウェア ・ツールが提供

されて いる。先ず、CD-ROMタ イ トルを制作す るオーサ リング ・システ ムが発達 し

た。 これ は専 門家 向けが中心 だが、今後エ ン ドユーザ ーが 自分の業務用 に使 うための、

安価で操作が容易 なオーサ リング ・システムが普及す る ことが期待 される。 その次に家

庭で使 えるオーサ リング ・システムが登場す るだろ う。

3.1オ ーサ リング ・システム

オーサ リング ・システムは、CAI(コ ンピュータ ・エ イデ ッ ド・イ ンス トラ シ ョ

ン)用 教材の作成、学会 や ビジネスでのプ レゼ ンテー シ ョンの作成、エ ンターテイメ

ン ト分野でのタイ トル(作 品)作 成な どのために開発 された編集用シ ステムであ る。

複数の ソフ トウェア ・ツールが集 まって、 システムという名前がっいた。

これ は、 コンピュータや映像 メディアに関す る知識 に乏 しい人で も、 コ ンピュー タ

上 もしくは電子 メデ ィア上にあ る多様なデ ジタルデータの素材(数 字、文字、静止画

像、音、映像)を 取 り込んで、新 たなデー タ群を作成す るための ソフ トウエア技術で

あり、 マルチ メデ ィアの コ ンテ ンツ(中 身)制 作 に欠かせない。

オーサ リング ・システムがな い時代 には、C++,ビ ジュアル ・ベー シックなどの

プログラム言語を使 って、 プログラマーが作品を編集 ・作成 して いた。

しか し、 プログラマーは芸術的セ ンスが な く、芸術家 はプログラムが分 か らないた

め、た くさんの優れたマルチメディア作品が生 まれて こないとい う問題があ った。

例え両方 の能力を備え る人が いて も、マルチメデ ィア作品を制作す るため に多 くの

作業量や コス トがかか るとい う難点 もあ った。

しか し、近年、 オーサ リング ・システムに関す る技術の発達によ り、制作者は プロ

グラムの仕組 み作 りか ら開放 され、 コンテ ンツの制作 に集 中す ることがで きるよ うに

なりっっ ある。

ただ し、素材 とな るデ ジタルデー タの収集や取捨選択を行 う場合に、マルチメディ

ア ・データベ ースか らデータを検索す る能力が必要で あ り、 この作業を容易 にす るこ
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とが今後の課題である。

現在オ ーサ リング ・システムを用いて作成 されたコンテンツは、CD-ROMで 出

版 され る事例が多 い。

オーサ リング ・システムは、用途 と目的 に応 じて複数のオーサ リング ・ツールを組

み合わせて用い る。

ハ ー ドメーカーは、 それぞれのプラッ トホーム固有 のオ ーサ リング ・ツールを開発

して きたが、多様 なデータ形式 の素材を取 り込 む ことがで きず、 また特定 のプラ ッ ト

ホーム上で しか利用で きない ものが多か った。 このため、 ソフ トウェア会社が相互 に

利用で きるオーサ リング ・ツールの開発 を要望す る声が多か った。

この よ うな要望 に応えて、CD-ROMXAと い うポ ピュラーな共通仕様が生 ま

れだ。特 にエ ンターテ イメ ン ト用のCD-ROMタ イ トルを作成す るために、共通仕

様 に基づ くツールや システムの利用 が普及 した。

3.2オ ーサ リング用 スク リプ ト記述言語

マルチ メデ ィア ・コ ンテ ンツを作 るオーサ リングのためのスク リプ ト(ソ フ トウ ェ

アに実行 させ る処理手順を文字形式で記述 した もの)を 示す言語体系が、 スク リプ ト

記述言語 である。

スク リプ ト記述言語 は、 ファイルか らファイルヘ ジャンプす る機能、 カー ドか らカ

ー ドヘ ジャンプす る機能 のほか、様 々な条件判断や演算 、制御がで きる機能を持 って

いる。

例 えば、あ るイベ ン トにフラグを用意 してお き、そのイベ ン トを消化 していれば、

どこか に ジャ ンプす るとい った分岐処理 を実現す る。す なわち、オ ブジェク ト指 向の

プ ログラ ミング環境 を提供 しているともいえる。

ス クリプ ト記述言語 はそれぞれのオーサ リング ・ツールと共 に開発 されて きた経緯

があるが、92年5月 に米JBM社 とア ップル社が共同で設立 したカ ライダ社 は、ハ ー

ドウェアやOSか ら独立 したマルチメデ ィア ・ソフ トを作成す るための共通言語 と し

て 「ScriptX」 を開発 した。

ハイパ ーカー ドやMacroMindDirectorで は、固有のイ ンターフ ェイス仕様をC言

語な どで記述す るのに対 して、 「Scriptx」 では、既存のクラスライブラ リを利用

してScriptx言 語で記述で きるため、生産性の大幅な向上が期待で きる。
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なお 、 ゼ ネ ラル ・マ ジ ック社 が 開発 した、 携 帯情 報 端 末用 の通 信 プ ロ グラ ム言 語 で

あ るTelescriptで も、 マ ク ロ言 語 と してScriptXを 採 用 して い る。

3.3オ ーサ リング ・ツールとスク リプ ト記述言語

オーサ リング ・ツールの代表的な事例 を以下にあげ る。

(1)ア ップル社の 「ハイパ カー ド」 と 「ハ イパー トーク」

オーサ リング ・ツールの草分 け的な存在 で、音声や画像 も取 り入れ られ る。

ハイパ ー トー クは、スタ ック、バ ックグラウ ン ド、 カー ド、 ボタ ンな どを全てオ

ブジェク トと して扱 い、オブ ジェク トの各 々にマ ウスク リックされた ときの動作を

記述す る言語である。・

もし記述がない場合 は、一段上の親 オブ ジェク トの記述が実行 され る。す なわ ち、

オ ブジェク ト指 向言語でい う 「メソ ッ ドの継承」 という性質 を もつ。 これを利用す

ることによ り、余計なス ク リプ トを記述す る手間が省 け、誤 りの リス クも軽減で き

る。

「ハ イパ カー ド」 と .「ハ イパ ー トー ク」 はデータベ ース的性格が強 く、検索型の

タイ トルの制作 に使用 される ことが多 い。例えば、 アプ リケー ション ・ソフ トのマ

ニ ュアル作成な どによ く利用 され る。

(2)マ クロ メデ ィア社 の 「MacroMindDirector」 とrLingoＬ

rMacroMindDirector」 は、 世界 中で10万 人 以 上 の ユ ー ザ ーが 利用 して い る実

績 を持 ち、 市販 のCD-ROMタ イ トルの うち米 国で70%以 上,日 本 で90%以 上 が 、

このDirectorで 開 発 されて い る。

マ ッキ ン トッシュ版 、 ウイ ン ドウズ版 が 日本 で は20万 円弱 で販 売 され て い る。 今

後IBMのOS/2やOS/9版 も計 画 中 で あ る。 ア スキ ー社 な ど3社 が 販 売 代理 店 だ った

が 、94年11月 に マ ク ロ メデ ィ ア社 の 日本 法 人 が設 立 され た。

「MacroMindDirector」 で は、 ス コア と呼 ばれ る時 間軸 を表 現 す る もの の上 に、

キ ャス トを貼 り付 けて ゆ き、 タ イ ム ラ ンと い うオ ーサ リ ング環 境 をっ くって い る。

この ツ ール で制 作 され た もの は、 ム ー ビー フ ァイル と い う形 で 保 存 され る。 この

ツー ル は、 イ ンタ ラ クテ ィブ ・ム ー ビー(ア ニ メー シ ョ ン)の 作 成 に向 い て い る。
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「Lingo」 というスク リプ ト言語 によるマ クロ機能によ り、CD-ROMド ライブ

や ビデオ装置などの外部 システムと連携でき、画面にボタンなどをつ けてイ ンタラ

クテ ィブな操作 ので きるアプ リケーシ ョンを作成す る。

最新バ ージ ョンで は、オ ブジェク ト指向の命令語が入 り、 コー ドの再利用 など、

ス ク リプ トが さらに簡素化 された。.

(3)マ クロ メデ ィ ア社 のPasportProducer

上 記 のMacroMindDirectorで 作成 した もの に音 声 や音 楽 を入 れ て 、統 合 的 な プ

レゼ ンテー シ ョ ン映 像 を作 成 で き る。

(4)ア シメ トリ ックス社 のMS-Windows用MultimediaTool-Book

ア シ メ トリックス社 は、 マ イ ク ロ ソフ ト出身 の ポー ル ・ア レ ン氏 が85年 に設立 し、

ウ イ ン ドウズ に対 応 したrMultimediaToo仁Book(MTB)」 を発 売 した。 ウイ ン ドウ

ズ 用CD-ROMタ イ トル の25%以 上 が この オ ーサ リング ・ツー ル で作 成 され て い

る。

「OpenScript」 と い うス ク リプ ト言 語 に よ り、 外 部 プ ロ グ ラム と イ ンタ ー フ

ェイ スが とれ る た め、 他 社製 の ソフ トや企 業 内の情 報 シス ス ム との連 携 利用 が 可 能

に な る。94年12月 に 日本 語版 が サ ム シ ング グ ッ ト社 か ら発売 され た。

(5')エ イム ・テ ック社のICONAuther

ウイ ン ドウズ対応 のオーサ リング ・ツール。ユーザーはズ ク リプ ト言語 を使わず

に、 アイ コンとマ ウスを使 って、音声や画像データを取 り込んだ アプ リケーシ ョン

を開発 で きる。

93年10月 か らエム ・ピー ・テ クノロジー(MPT)が 日本語版 を販売 してい る。

マ ウスで アイ コンををク リックし、 ライブラ リLか らデータを選択 、配置 して、骨

組 みをっ くる。次 にテキス トや映像、サ ウン ドなどを付加す るだけで、 タイ トルが

出来上が る。

HTMLと い うマー クア ップ言 語に対応す るハイパーテキス ト機能を備 えて いる。

HTMLは 、CALSの 中に含 まれ る標準仕様のひとっSGML(文 書記述標準)

のマルチメディア版 である。
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ICONAutherに は デー タ ベ ー ス機 能 が あ り、 ア ニ メー シ ョンや静止 画 、 動 画 、

サ ウ ン ドな どの デ ー タ を フ ァ イル化 し、 デ ー タ とア プ リケ ー シ ョンソ フ トとを独 立

に稼 働 させ る こ とがで き る。 この た め、 自由 にデ ー タを更 新 で き る。

また、dBASEの ファイル作成 や検索機能 を標準で もっ。SQLも サポー トし

て お り、オラクルやイ ンフ ォ ミックスな どのRDBMSと 連携 させ ることがで きる

など、データベー スを駆使 した システムの構築 に適 した ツTル であ る。

(6)そ の他

上 記 の他 、 以 下 の よ うなオ ーサ リング ・ツー ルが あ る。

○ オ ーサ ウ ェア社 のAutherWare

Oア ドビ社 のAdobePremier

O富 士 通FM-TOWNS用 のTowns-GEAR

Oサ イベ ー ス社 のDBMS用GainMomentum

この他 に最近 の動 きと して、大手電機 メーカ もオーサ リング ・ツールを開発 した

と発表 しは じめた。

例えば、 日立製作所で は、米 カライダ社 が開発中のマルチメデ ィア ・スク リプ ト

言語rScriptx」 に対応 したオーサ リング ・ツールの システム 「マルチ メデ ィア ソ

フ ト開発 システム」を94年11月 に発表 した。 同 システムを使 って制作 した交通 ルー

ル教育用の タイ トル 「横断歩道」では、歩行者や 自動車,信 号機を独立 したオ ブジ

ェク トとして取扱 い、相互の位置関係や信号 の赤 ・青を判断 しなが ら交差点を通過

す るとい うものであ る。

3.4個 別 のマルチメデ ィア処理用ツール

写真、CGの 取 り込みや加工 を処理す るソフ トとして、ア ドビ社の フォ トショップ

が広 く利用 されて いる。2次 元の場合 は、ア ップル社の マ ッキ ン トッシュ程度のPC

で良 いが、3次 元CGを 処理 ・加工す る場合 には、SGI社 の高性能WSが 適切な プ

ラ ッ トフ ォームになる。

動画の処理 では、 ア ップル社 のマ ッキ ン トッシュOS上 で動 くQuickTimeMovie
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が広 く利用 されて いる。 この ツールで は映像をひ とっのオ ブジェク トと して扱 うこと

がで きる。
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4.ヒ ゴーマ ン ・インターフェース

4.1GUl(グ ラフ ィカル ・ユーザ ・イ ンターフェース)

マイクロプ ロセ ッサやメモ リーの高性能化 にともなって、素人で もパ ソコンやワー

クステー シ ョンを使 えるような ヒューマンイ ンターフェースが発達 しつつあ る。 これ

をプラグ ・ア ン ド ・プ レイとい う。

例えば、アイ コンな どの グラフ化 やフィル ・イ ン ・ブラ ンク方式 などであ る。 これ

らの方式を使 えば、従来の ようなプ ログラ ミングとい う作業が な くて も、デ ィスプ レ

イ上の画像 やテーブルに従 って必要 な項 目を指定す ることによ り、 システムを構築す

ることがで きる。素人で も扱い易 い、人 に優 しい ヒューマ ンイ ンターフェースの発達

によ り、パ ソコンの利用者数が世界 的に急速 に増加 して いる。

ただ し、イ ンス トールにせ よ、オペ レーシ ョンにせよ、順調 に進行 して いる間 は良

いが、 ひとたび トラブルに陥 ると、 コンピュータはやは り難 しい。

米国で はパ ソコンが家庭 に普及す るに従 って、ユーザーか らメーカーへの問い合わ

せや苦情の声が、大変な勢 いで増加 して いる。素人の顧客 に対 す るカス トマー ・サー

ビスが今後重要になる。

4.2モ ニタ

モニ タの主役 はデ ィスプ レイであ る。 マルチ ウイン ドウズにな って以来 、デスク ト

ップ用CRTデ ィスプ レイは17イ ンチ以上 に大型化 されっっあ る。

CRTデ ィスプ レイの メーカーは、かってNEC、 ソニー、松下電子工業 など、 日

本 メーカーの独壇場 だ ったが、近年台湾のメーカーが世界的な シェアを伸 ば しっっ あ

る。 ノー トパ ソコンや携帯電話 などに使われ る液晶ディスプ レイは日本 メーカーが世

界の シェアを制 している。 シャープ、 ソニー、NEC、 富士通、三洋電機 、 日立、東

芝 とIBMの 合弁企業 などである。最近韓国の三星電子な どが液晶 ディスプ レイに進

出す ると発表 した。

今後 は液 晶ディスプ レイの低価格化 と大型画面化が課題であ る。

4.3画 像 ・映像入力装置

マルチメデ ィアの実現 には画像 や映像の入力装置が欠かせない。

デ ジタル ・ビデオカメラは、 シャープ、 ソニー、富士写真 フイルム、松下電器な ど
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と、韓 国の三星電 子、金星電気などが製造 して いる。

据 え置 き型のイ メージスキャナーはシャープ、キャノン、NEC、 」セイコーエ プソ

ンな どが製造 してい る。

今後 は画像や映像の高精細化 と低価格化 との競争 になるだろ う。

4.4ポ イ ンテ ィング ・デバイス

現在 キーボー ドおよびマウスが中心であ る。携帯用情報端 末機 にペ ン入力 タイプが

採用 され た。それ以外 にタ ッチパ ネル方式 もある。

この よ うな ポイ ンテ ィング ・デバ イスのメーカーには、 シャープ、富士通、東芝、

ソニ ーなどがあげ られ る。

4.5・ 画像認識 ・音声認識技術

画像認識 とい って も、対象 とな る画像の種類 は幅広 い。最 も発達 してい る分野 はO

CR(光 学式文字読取 り装置)で あ る。活字文字の 自動読取 り装置は既 に実用 レベル

に達 してお り、普及 もしている。OCRの メーカーには、NEC、 東芝 、 日立、富士

通 、 リコーなどがあげ られる。

その他 の画像認識応用分野 に製品製造工程での検査 システムがある。 この分野の メ

ーカーには
、 ミツ トヨ、東京精密、 ソフテ ックな どの計測機関連 メーカーと大手電 子

機器 メーカーとがあ る。

しか し、非定 型の業務 に使 われ るような、汎用 の画像認識 システム はない。将来 も

対象 と目的が定 め られ た画像認識技術が発達す るだろ う。

音声認識 は単語単位の認識技術が実用 レベルに達 しているが、会話 レベルになると

難 しい。 米国のARPA(AdvancedResearchProgramAgency)が1985年 に音声認識

プロジェク トを開始 した。1993年 に連続音声認識のベ ンチマークテス トを行 った。 こ

れには、米国のMIT、Carnegie-Mellon大 学、SRIIntrernational、BBN社 、

英 国Cambridge大 学 、仏国立研究機関のLIMSI-CNRSな どが参加 した。

日本で は電 総研、NEC、KDD、 東芝 などが研究 して いる。

自動翻訳の技術で はEUが 発達 している。 日本語 はまだ実用 レベル に達 して いると

はいえな い。 日本語の場合には、文章 の構造解析 や体系分析 などの研究が欧米に比べ

て遅れてい る。
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4.6バ ーチ ャル ・リア リテ ィ技術

日本語で は仮想現実感 とい う。ヘ ッ ドマ ウン トデ ィスプ レイを利用す る技術 が主流

だ ったが、近年 眼鏡 を使わず に立体画像 を再現で きるディスプ レイ技術が発達 した。

バ ーチ ャル ・リア リティに関 して、現 実感覚の満足度が どの レベルに達 すれば合格

かは定 ま っていない。ゲームセ ンターの シ ミュレーシ ョン ・ゲーム もバーチ ャル ・リ

ア リティの ひとっである。大 日本 印刷が開発 した、国立小児病 院向けバ ーチ ャル ・リ

ア リティ ・システム 「遊園地へ い こう」は話題 にな った。

今 回の調査では、松下電工が開発 した、住宅の システム ・キ ッチ ン展示、設計用バ

ーチ ャル ・リア リテ ィがあ った。 これを見て も、100%現 実感覚 を得 ることはで きな

い。現実感覚の満足度を高める ことと、 システム開発の コス トとの兼ね合いの問題が

ある。

バ ーチャル ・リア リティの研究 は、大手電子機器 メーカー、NTT、KDDや 大学

などで進め られて いる。

以上 の技術を集約 した もの を、表5.4マ ルチ メデ ィア技術 の所在の現 状に示す。

一78一



表5.4マ ルチメディア要素技術所在の現状

…・…要.・ii………・素 技 術 開 …・………・発 ………・……・…企 ・・……………・業 苦 ・ 口灘 ド………i

ワ ー ク ステ ー シ ョ ン マ ル チ メ デ ィ ア ・ワー クス テ ー シ ョン SUN,HP,SGI,DEC.NeXT,IBH,NECな ど

プ (WS)

ラ パ ソコン マルチ メデ ィア ・パ ソコン(PC) NEC(98マ ルチ),富 士 通(F昨Towns),ア ップ ル,IBM

ζ
COMPAQな ど

ホ 携帯情報端末 PDA(パ ーソナル ・デ ジタル ・ア シスタ ン アップル(二rトン),シャープ(サウルス).ソニー(HagicLink)な ど

| ト)

ム 記憶装置 ハ ー ドデ ィスク 松下寿電子,IBMな ど

技 MO(光 磁気 ディス ク) ソニ ー,松 下電器 な ど

術 CD-ROM ソニ ー,松 下寿電子 な ど

デジタルVTR ソン,松 下,日 立,三 洋,ビ ク タ ー な ど

ICカ ー ド

OS マルチ メデ ィアWSのOS SUN(Solaris),HESGLDEC.NeXT.IBM,NECな ど UNIX系

マルチ メデ ィアパ ソコンOS マ イ ク ロ ソ フ ト(脇ndowsM`E,Tiger),

IBM(OS/2),ア ッ プ ル(QuickTime),

富 士 通(TownsOS),カ ラ イ ダ(IBH/ア ップの(ScriptX)

ネ ッ トワークOS NETWAREな ど

ペン入力対応のOS ゼ ネ ラ ル マ ジ ック(MagicCap), 開発途上
アップル(ニ ュー トンOS),イ ンテル(PCDな ど

デ ータ圧縮伸長 JPEG

基 MPEG1,2 松 下,東 芝,三 菱.日 立,NEC,ソ ニ ー,日 本 モト日 ラ,

盤 ジー・シー・テク加 ジー,シ ー キ ュ ー ブ,TIな ど

技 MHEG (未完成)
術
プ ロセッサ CISC インテル(Pentiu田).ア ップル/モトローラ(冨C68シリーズ)な ど

RISC SUN(SPARC),HP(PA-RISC),IBM/ア ップル/モトローラ(PowerPC),

DEC(Alpha)な ど

DSP TI,モ トローラ.AT&T,了 ナログ・デバイセズ.NECな ど

マル チメデ ィアDB OODBMS(オ ブジェク ト指向DBMS) エ ム ケ ー シ ー(E田press),サ イ ベ ース(SYBASE),

日本 電 子 計 算(GeロStone),オ ージス総 研(Objectivity/DB),

東 洋 情 報 システム(ObjectStore)な ど

RDBMS NTTデ ー タ通 信(UniSQL),日 本 オ ラ クル(Oracle)

リ コ ー(G-BASE),東 芝,

NEC(動 画,暖 昧情報も検索可)な ど

オーサ リングシステム

オ ーサ リングツール マクロメディア(Director),ア ップル(HyperCard),ア シメトリフクス(Too1Book),

製 オーサウェア(AutherWare),富 士 通(Towns-GEAR)な ど

作 画像編集ツール アドビ(Photoshop),ア ップル(QuickTi囮eMovie)

技 音声編集ツール マクロメディア(PasportProducer)

術 シナ リオ技 法(旧 フローチ ャー ト)

ス ク リプ ト記述 言語(旧 プログラミンの マクロメディア(Lingo),ア ッ7ル(HyperTalk),カ ライダ(ScriptX),

(オ ブジェク ト指向言語) AT&T(C++)

CGツ ール SGI(エ クス プ ロ ー ラ),ク ポ如 ンピュータ(AVS)な ど

入 ・出力装置 液晶 ディスプ レイ シ ャー プ,富 士 通,NEC,セ ね 一が ソン、 松 下 な ど
}モ ニ タ ー 大型モニタ パイオニア,日 立,三 菱電機 など

HDTVデ ィス プ レイ ソニー,シ ャープ,松 下電器 など

ヘ ッ ドマウ ン トデ ィスプ レイ(HMD) ソ ニ ー,リ ル クション・テク加 ジー,松 下 電 工,住 商 エレクトロニクスな ど

一画像 ・映像入 力
OCR' NEC,東 芝,日 立,富 士通な ど

ビデオ カメラ ソ ニ ー,松 下,シ ャ ー プ な ど

イ メージスキ ャナ シ ャー プ,NEC,セ イ}エ プソン,キ ャ ノ ン な ど

H

I ポイ ンティ ング ・デバ タ ッチパ ネル シ ャープ,富 士通,同 和 鉱業,日 本航空電子 など

技

術

イ ス ペン入力装置 ソニー,日 本AT&T情 報 システム(旧NCR),東 芝 など

認識技術 文字認識 三 菱,東 芝,NEC,富 士通,リ コ ー,シ ャ ー プ な ど

音声認識 東芝,NEC,NTTデ ータ通信,松 下通工,KDD,

旭化成など
その他 GUI アップル,SUN,マ イクoソ フ トなど

VR(バ ー チ ャ ル ・リア リテ ィ) 松下電器,NTT,NECな ど

(旭 リサ ーチセ ンター 作成)
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第6章

マ ル チ メ デ ィア ・デ ー タベ ー ス





第6章 マルチメデ ィア ・データベース

急速に発達す る基盤技術の中で は、マルチ メディア ・データベ ース構築技術の発達が、

現在の ところ 目ざま しい進展 を していない。 しか し、 この技術の発達 が、将来 マルチメ

ディア時代 を迎え るため に重要であ る。従来のRDBMS(リ レーシ ョナル ・データベ

ース管理 システム)で は、音声、画像 ・映像データをデータベース化す る ことに適 さな

いので、今後、安価で操作 の容易なマルチ メデ ィア ・データベ ースが登場 しないと、 マ

ルチ メディア時代 はこない といって も過言 ではない。

マルチメディア ・データベ ース システムの現状 と課題 にっいて、以下 に述べ る。

1.マ ルチメデ ィア ・データベー スシステムの種類

現状の マルチ メデ ィア ・データベース システムには以下の3種 類があ る。

(1)拡 張RDBMS

従来のRDBMSを 動画等の大量の データも格納で きるよ うに拡張 した もの。R

DBMSベ ンダーがマルチメディアDBと して販売 して いる。現時点 では、単一 フ

ィール ドに格納で きるデータの最大長を、ギガバイ トレベルに拡張 した程度で あ る。

従来 のRDBMSを 扱 う言語 はSQL(構 造化照会言語)だ が、SQL1の 対象

は文字 ・数字 に限 られ る。現在ISOお よびANSIで マルチメデ ィア用SQL3

の標準化作業を進 めている。

(2)オ ブ ジェク ト指 向(OO)DBMS

オブジェク ト指 向で は、データと処理 プログラムとを対 に して扱 うので、多様 な

メディアをユーザーが プログラム中で定義す ることによ り、全てを共通に扱 うこと

がで きる。 したが って、将来 マルチメディア ・デー タベ ース用 に、OODBMSが

注 目されて いる。 しか し、オブジェク ト指 向は馴染みが うす く、すでにSQL～R

DBMSが 普及 して いるだけに、将来00DBMSが 主流になるかは不 明(日 本I

BM)で あ る。 また、いまの ところ標準化がで きてお らず、複数 の型 の00DBM

Sが 商品化 されてい る。

(3)RDBMSと オブ ジェク ト指向 とのMIX型

RDBMSを ベ ースに して、従来の テキス トDBと 画像DBと を もち、その上 に

オ ブジェク ト指向やハイパ ーメデ ィアの手法 を載せて、ユ ーザーか ら見れば、ひ と

っのDBの よ うにみえ るシステムであ る。
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MIX型 の例を図に示す と、以下の よ うにな る。

ア プ リケ ー シ ョ ン

ツ ー ル(C++、Smalltalk、SQL3な ど)

オ ブ ジ ェ ク ト指 向 レイヤ ー ・

DBマ ネ ジ ャー

または ハ イパ ー メデ ィ ア レイヤ ー

DBマ ネ ジ ャー

堅 田
現時点で は、(3)のMIX型 が最 も適応性 に富 むと思われ る。 ただ し、MIX型

だけに、将来専用の優れたマルチメデ ィアDBMSが で ると、それに比べて性能 は落

ちる とい う問題が ある。

2.マ ルチメデ ィア ・デ一夕ベースの現状

この分野 はテキス ト・データベ ースに比べて まだ歴史が浅 く、技術的 に も未成熟 で

あ り、普及 もして お らず、現在発展途上 にある。

それで も、顔写真付の人物情報DBや 地 図情報DBな どは既 に実用化 されて いる。

博物館 や美術館 などの展示品 を対象 に した画像DBの 構築 も進 んでい る。

将来普及が期待 され るテ レビ ・ショッピングや ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドを実現す る

ために、商品の写真や映画等 の ビデオサーバ の開発 も進め られてい る。

これ らの応用例 か らも分か るよ うに、あ る特定の分野で、利用 目的 も明確 になった

ものを対象 に して、 マルチメデ ィア ・デー タベ ースを構築す ることが多 い。

現時点で は、実用 に耐え るひ とっの汎用マルチメデ ィア ・デー タベース管理 システ
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ムは存在 しない。汎用 とは、 どの よ うな種類のデータで も蓄積 して、容易に検索 で き

るとい う意味である。現状では、デー タを蓄積す ることは可能だが、検索やデータベ

ースのメ ンテナ ンスが容易でない
。

この分野を研究 して いる企業 はオ ラクル、サ イベース、 ロータスな どのRDBMS

ベ ンダーや、IBMを 始め とす るコ ンピュータ ・メーカーなどであ る。

3.今 後 の課題

マル チメディア ・データベースの構築 とその利用 に関す る、現時点での課題を以下

に述べ る。

① デ ータ量が膨大 にな り、 コス ト高である

画像データ、特 に動画 デー タは数字 ・文字に比べて大量であ り、 しか もデー タベ

ー スとなると
、数千～数万以上 のデータを蓄積す る必要があ る。記憶装置の技術 的

発達があるとはいえ、まだその コス トは高い。 したが って、余程大 きなメ リッ トが

期待 で きないと、 データベースの構築は経済的 に難 しい。ハ ー ドウェアの価格 と処

理速度 の関係 も問題 になる。

ただ し、静止画 を対象に したデ ータベースの構築な らば、現在で も実現可能で あ

り、応用事例 も増加 している。

② 素材データの制作、収集、入力 に時間 とコス トがかかる

大量のデータにな るだけに、新規 に制作 ・編集 して、入力す る作業負担 は大 きい。

コス トの問題だけでな く、作業 時間がかか る。例えば、数万件 の動画 データベース

を新規 に構築す るためには、膨大 な年月が必要になる。

新規 に構築す る時 だけでな く、 マルチメディア ・データベ ースをメ ンテナ ンスす

る時 に も、構築時 ほどで はないが、その作業負担 は大 きい。

い っぽ う、既存の写真や ビデオ フィルムなどを利用す る場合 には、著作権問題を

ク リア しなければな らない。例えば、NHKの テ レビ番組 は公共放送 のために、特

定の民間企業がその一部 をDB化 して、利用す ることを、原 則 と して認 めて貰えな

い(大 林組での話)。

マルチ メディア時代 の著作権 問題 については、文化庁が中心 にな って、あ るべ き
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姿 を研究中であ る。 しか し権利者 と利用者 との利 害関係の対立 があ り、管理の実施

も難 しく、米国で もまだ有効 な解決策がでて いない。

③ 検索が容易なデ ータベース管理 システムの登場が望 まれ る

現在利用 されて いるマルチ メデ ィア ・データベースで は、データに文字でタイ ト

ルをっ けるものが多い。デー タベース管理 ソフ ト(DBMS)を 使 って、キー ワー

ドをっ けられ る もの もある。例えば、顔写真付の人事管理用人物情報DBで あれ ば、

タイ トルは氏名、社員 コー ド番号、配属部署名な どにな り、キ ーワー ドに はタイ ト

ルの他 に、性別区分、入社年月 日、生年月 日、住所、未婚 ・既婚の区分、出身学校、

人事考課値 などがあげ られ る。

このようにすれば、検索方法 はテキス ト・データベースの場合 とほぼ同 じにな る。

しか し、人事管理用DBの 場合 には通常既存の テキス ト・データベースが存在す る

が、既存のデータを利用で きな い場合 には、新規 にキー ワー ドをっける作業が大変

である。

テキス ト・デー タベースの場合には、キー ワー ドを付与す る方法 も体系化 されて

お り、 キー ワー ドの 自動抽出 ソフ トもあ るが、 マルチ メデ ィア ・データベ ースの場

合 には、 この よ うな技術が まだ発達 していない。

④ データベース技術の標準化が普及 のために必要である

CD-ROMの 場合 にはデー タフォーマ ッ トの国際標準があ る。 フォーマ ッ トは

標準化 されたが、 アプ リケー シ ョン ・ソフ トが プラ ッ トフォームやOSに よって異

なるため、互換性 はない。

マルチメディア ・データベ ースの場合には、CD-ROM並 みの標準 フォーマ ッ

トもまだない。MacintoshやMS-Windowsパ ソコンの場合 には、 データの フォーマ ッ

トを相互に変換す るソフ トがあ るが、 いずれ もまだ発展途上の ため、 お互 いに将来

ど う変わ るか分か らない とい う問題があ る。

ところが、マル チメデ ィア ・データベースを集中 して構築す ることは、その作 業

負担が大 きいため、で きれば素材データの発生部場でDB化 す る分散 データベース

・システムにす ることが望 ま しい。そのためには、デー タの仕様や フォーマ ッ トな

どの標準化が望 まれ る。
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第7章

マル チメデ ィア ・システムの

プ ロ トタイプ ・システムの概 念設計





第 了章 マルチメデ ィア ・システムのプ ロ トタイプ ・システムの概念設計

1.ニ ー ズの背 景

1.12010年 頃の社会 のイメ ージ

○ 半導体 は1ギ ガビットDRAM(現 在4Mビ ットが主流)以 上、 コンピュータは並列処理 に

よ りテラフロップス、 メモ リーはテラビット、通信速度 はギガビット/秒 になり、しか も情報通信関連

機器 は安価 になる。 その結果、大量の情報が安価 なコス トかつ高速度で加工、伝送 、

蓄積 され る。半導体 の技術進 歩 は急速 で、3年 間で4倍 の性能 になるという ム ー

アの法則が今後 も続 くとみ られている。

○ 世 界中の各国 に複数の多様 な情報通信網(GII)が 発達 し、 ビジネス は国際的

分業時代 になる。海外企業など との通信が頻繁 にな り、開発 ・生産 ・販売等 の業務

が、世界 中の適材適所で行 われるようになる。 その結果、バーチ ャル ・コーポ レー

シ ョンが発達す る。GIIは 米国が提唱 し、既 に協議が始 まっている。

○ テ レビ、 ビデオ、電話 、FAX、 パ ソコンなどの機能が統 合化 され、一 つの機 器

で全 てまかな うマルチ メディア機器にな る。個人向けの携帯用機器が発達 し、 その

機能が電子秘書(パ ー ソナル ・デ ジタル ・アシスタ ン ト)に 近づ く。 これ らの マル

チメディア機器 を使 って、ホ ーム ショッピング、ホームバ ンキ ング、 チケ ッ ト予約

・販売、旅行案 内 ・予約、各種 ア ミューズメ ン トなどの利用が広が る。

これ も半導体 の技術進歩によ る、デ ジタル処理能力の飛躍的拡大 による。

○ 遠隔医療、遠隔教育、電子新聞、電子 出版、電子図書館 などが普及す る。

これは通産省や郵政省が発表 した内容 に含まれてい る。

○ 地球環境保護が ます ます重要 にな り、そのための規制、制約が広が る。

例 えば、①森林保護 のために紙の消費の節減、② エネルギー節約のため人 、物 の

移動 に代わ る情報通信 の活用、③米国で ク リーン ・エア ・ア ク トな どの法制化が進

み、情報通信 システムを活用 したガソ リン消費量 の少ない勤務体系の普及、 などが

進行す る。

その結果、行政 は率先 して情報通信 システムの活用 を図 るよ うになる。

○ 人 口増加が止 ま り、高齢化社会が進む。高齢者、主婦 などの労働力 を活用す るた

め、在宅勤務、サ テライ トオ フィス、ネ ッ トワーク ・カ ンパニーなどが普及す る。
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○ 電子 メールの普及 によ り、複数の人が場所 と時間が異 なる環境の下 に共 同作業を

行 うグループウェアが発達す る。

○ コ ミュニケー シ ョンの方法が言葉、文字、数字中心の文書か ら画像や映像、音声

を含む プ レゼ ンテー シ ョンが主流 になる。

12行 政業務 のイメー ジ

○ 行政業務 に も情報化が進展 して、一人1台 のパ ソコ ン及 びWSを 使 い、情報 ネ ッ

トワー クは完成 して いる。 メール ・サーバ 、DBサ ーバおよび高速 な レスポンスを

持 つ通信サーバが準備 されてお り、民間企業、外国政府な どとの情報交換が リアル

タイムに行われ る。

○ 情 報公開法が成立 してお り、行政情報を国民 に広 く公開す る義務 が生 じて いる。

(情報公開法を研究す る委員会 が総務庁で平成6年 度 に準備 され る)

この場合、行政情報を分 か りやす く提供す るために、 マルチ メデ ィアを使 った プ

レゼ ンテーシ ョンが常識 にな る。

○ 省庁間の ネ ッ トワー クとデ ータベースが発達 し、 国民 はどの省庁 に尋 ねるかを意

識す ることな く、必要 な情報を得 ることがで きる。

○ 複数の省庁にまたが る行政業務への問い合わせ、 申請 などに関 して、国民 はワ ン

ス トップ手続で済 ます ことがで きる。

○ 行政業務 を担 当組織 内で済 ませ る時代 か ら、ネ ッ トワー クをとお して外部の専門

家(企 業、学識経験者等)を 活用す る時代 にな る。 企業で い うバ ーチ ャル ・コーポ

レーシ ョンと同様 のバ ーチ ャル ・オーガニゼーシ ョンが発達す る。

OGIIを 通 して、世界各国 との コ ミュニケーシ ョンが容易 になる6し たが って、

行政情報を世界各国にプ レゼ ンテーシ ョンす る必要 が生 じる。 その際、 自然言語処

理や 自動翻訳 システムが活躍す る。

また、国際間の折衝 は、対面 による会議が必要な もの とテ レビ会議で可能 な もの

とに2分 化 され る。テ レビ会議用 に適 した コラボ レー シ ョン ・テ クノロジー(お 互

いに会話 しなが ら仕事 を進め る)が 発達 し、普及す る。

1,3行 政情報 システムのイメー ジ

○ マルチタス クを容易にす るために、デ ィスプ レイは大型のス ク リー ンにな る。
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○ 無線通信機能 を もっ携帯型 コ ンピュータが普及す る。'

○ デ ジタルカメラ、マイ クなどのマル チメデ ィア ・データの入 出力装置 とマルチメ

デ ィア ・データを編集、加工す るためのオーサ リング ・システムが普及す る。

○ 各部署 にマル チメデ ィア ・データベ ースが構築され る。

○ ふ多数 の部署で蓄積 され る音声、画像、映像 を含むマルチメディア ・デー タベース

の中か ら、必要な情報 を選択 し、収集す る統合検索技術が発達す る。

○ 複数 のデータベースの統合検索 に限 らず、種々雑多 な情報の山の中か ら、人が必

要 な情報 を 自動的に選 びだすよ うな、電子秘書役を果す技術が発達す る。

○ 民 間企業、外国政府等 との コ ミごニケー ション手段 に、電子 メール、電子掲示板、

テ レビ会議、テ レビ電話が普及す る。 これ らの情報は自動的 にデータベース化 され

る。

○ テ レビ会議、テ レビ電 話等 の映像記録 およびテキス ト議事録が リアルタイムに作

成 され る。そのための 自然言語処理 、 自動翻訳技術が発達す る。

OGII'の 発達 によ り、世界各国にあ るデー タベースか ら、どのデー タベースを検

索す るかを意識せず に、必要 な情報 を選択、収集す ることがで きる。例えば、イ ン

ターネ ッ トでい うブラウザ技術が、世界中のデータベースに適用 され る。

○ 必要 に応 じて、民間企業、海外企業等のデータベースを利用す ることがで きる。

○ 省庁 間のネ ッ トワー クとデータベ ースの共用化が発達 し、国民 の 目か らは行政 は

ひ とつの窓 口に見える。

○ テ レビ放送、電子新聞等の情報を行政 内でデータベ ース化す ることには、著作権

の問題 を クリアにす る必要 がある。
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2.通 商産業省 内の行政情報 システムの将来 イメージ

2.1通 産省情報 システムの将来イメー ジ

平成6年2月 に閣議決定 され た 「行政改革大綱」の中に、行政情報化の推進計 画が

あり、 それ に基づ いて、同年11月 に通商産業省 は 「通 商産業行政の情報化の推進 に関

す るア クシ ョン ・プログラム(中 間報告)」 を発表 した。

これによると、通産省 内の職 員1人 に1台 のパ ソコ ンお よびLANを 導入 し、電子

メール、電子掲示板 、電子会議、電子決裁 や組織 内文書 フ ァイルの共有化、 イ ンター

ネ ッ トへ の接続、通 産省 の情報提供機能の電子化、許認可 申請手続のペーパ ー レス化

等が計画され、既 に一部 の実施が始 ま って いる。

この計 画に基づ く、2000年 頃 における通産省情報 システムのイメージを図7.1に

示す。

ここで は、 これ らの機能 が完成 し、組織 内に定着 した後、2010年 頃 にお けるマルチ

メデ ィアを活用 した、通産省情報 システムの イメージを予想 した。

このイメージを図7.2に 示す。

2010年 頃の イメー ジは以下のよ うな特徴 を もっ。

(1)ネ ッ トワークの発達 により、仕事を行 う時に通産省内の既存の組織 に とらわれず、

世界 中か ら最適 な人 を選んで、バ ーチ ャル ・オーガニゼー ションを形成 して仕事 を

行 うよ うになる。

(2)携 帯端末 と無線通信 の発達によ り、 どこに居て もコ ミュニケー シ ョンを とりなが

ら、仕事 を行 うことができる。在宅勤務やサテライ ト・オ フィスな どが普及す る。

(3)マ ルチメディア ・データベース とマルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー シ ョンが発達 し

て、報告書 や資料に画像、音声、映像が組み込まれ る。

(4)国 民は政府の窓 口をひ とつ と考え ることがで きる。
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図7.2 2010年 頃 の通産省情報 システムのイメー ジ
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2.2行 政業務 の具体的事例

行政業務 には、統 計 ・許認可手続 ・予算 ・会計等の定型業務 と政策企画立案 ・対外

交渉 ・技術開発 ・エマー ジェンシー対策 な どの非定型業務 とがあ る。 ここで は非定型

業務 に焦点 をあて ることに した。

業務 の事例 と して、以下 に示す4つ のケースを取 り上げた。

CASE1.オ イル シ ョック時の対策 と行動

CASE2.日 米通商会議(自 動車)

CASE3.国 際的環境問題

CASE4.石 油化学産業の長期 ビジ ョン審議会の運営

各 々のケースにつ いて、業務のパター ン、行動事例、マルチメディア応用例、関連

す る技術 を想定 した。 これ らの内容 を図CASEl～4に 示す。

業務には共通のパ ター ンが ある。 それ は、①問題の把握、②情報収集(調 査)、 ③

分析評価、④対応策 の仮説設定、⑤関連部門 との調整、⑥決定、⑦実行 とい うステ ッ

プである。

ただ し、現実 には時 々刻々事態が変化す るため、①～⑥ の各ステ ップは内容別 に前

進後退を繰返す。 このため、同一時期 に複数 のステ ップが同時並行的に処理 され る。

この ような状況 にお いて、業務をサポー トす る情報処理 システムが、将来必要 にな

ると思われる。

CASE1オ イル シ ョック時の対策 と行動を例にあげて、2010年 頃の情報処理 シス

テムの運用 イメー ジを図7.3① ～⑤ に示す。

衛星通信を含む無線通信の発達、携帯情報端末 を使 った現場か らの直接入出力、室

内では大型ス クリー ンによ るマルチ画面 などが特徴である。
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通産省内の業務の具体例

図CASE1.オ イルシ ョック時の対策 と行動

CASE1.1オ イルショック時の対策 と行動事例

(業務のパターン) (業務 パターンの詳細)

問題の把握 潜在的問題の発生

一
基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

"

対応策の仮説設定 対外交渉一

一

一
政策企画 ・立案

関連部門との調整

一

関連部門との調整

'

1

決 定

実 行 実行結果の監視

(オ イルシ ョック時の対策と行動事例)

石油供給国における戦争、政変などの発生

大製油所、輸送管、国内石油精製施設の破壊など石油供給 シス

テムに緊急事態発生

原油 ・石油製品輸入、生産、在庫量情報

流通段階の入出荷、在庫 、販売(量 ・価格)情 報

石油供給国、IEA(国 際エネルギー機関)加 盟国か らの情報

事実関係の確認、問題の大 きさ、緊急度の推定

国内民間企業(商 社等)か ら情報収集、海外機関か ら情報収集

国内の輸入、生産、流通企業 との情報交換

各石油供給国、IEA加 盟 国との情報交換

消費者、マスコミか らの情報収集(売 り惜 しみ、買 い占め含む)

石油製品需給量の変化予測

代替エネルギーによる補完能力推定

経済活動、国民生活への影響度予測

国民への状況説明

他石油供給国からの援助要請

IEA加 盟国との協調、緊急時の消費節約

難il;∵ 一 一 成
備蓄取り崩 し量の決定

国内の輸入、生産、流通企業 との調整

IEA加 盟 国との調整

各石油供給国 との調整

判断は人間がおこなう

石油製品の需給状況、石油製品価格の動向把握

国内経済、国民生活の変化把握

国民へのプ レゼ ンテーシ ョン、海外諸国へのプレゼンテーシ ョン

国民、海外諸国か らの問い合わせ、意見への応答

(注)時 々刻々事態が変化するため、上記各ステ ップは前進、後退を繰返す。

そのたあ同一時期に複数のステ ップが同時並行的に処理 される。 この処理をサポー トするために、ステップ毎の情報の

収集、分析、整理、蓄積、検索などの機能 をはたす情報処理 システムが重要である。
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CASE1.2オ イ ル シ ョ ッ ク 時 の マ ル チ メ デ ィ ア の 応 用 例

(業務 のパターン) (業務 パターンの詳細) (マ ルチメディアの応用例)

問題の把握 潜在的問題の発生

一
基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

対応策の仮説設定 対外交渉}

一

一
政策企画 ・立案

関連部門との調整

関連部門との調整

1

決 定

'実 行 実行結果の監視

衛星通信、インターネ ット、B-ISDNを 使 って電子メール、

テレビ電話、FAX等 で情報交換

電子メール、テレビ電話、FAX等 の情報のDB化

世 界のマスコ ミ(テ レビ、新聞等)報 道のDB化

現場の映像を伝送、DB化

民 間企業、海外機関などから入手す る情報は、言葉の定義、 フォ

ーマッ トなどが異なる。 このようなマルチフォーマッ トの情報を

受入れて、統合処理できる情報処理 システム

バーチャル ・オーガニゼーシ ョンの形成(関 係者の一時的集合)

多 地点テレビ会議、議事録作成の 自動化

供給国現場、輸入 ・生産 ・流通現場か ら情報の直接入力、DB化

石 油製品需給バ ランスシ ミュレーション

代替エネルギーの効果推定

経済活動、国民生活の影響シ ミュレーション

国民への状況説明のためのマルチメディア ・プレゼ ンテーシ ョン

多地点テレビ会議、議事録作成の自動化

テ レビ電話、FAX、 電子メールのDB化

秘 密保持の必要のある情報のセキュリティ対策

対策実行時の効果、弊害等のシ ミュレーション

多地点テ レビ会議、議事録作成の自動化

テ レビ電話、FAX、 電 子メールのDB化

異 なるフォーマッ トの情報の受入れ、統合処理

国民へのマルチメディア ・プレゼ ンテーション

石油製品需給データのオ ンライ ン・リアルタイム把握、DB化

石 油製品需給バラ ンスシ ミュレーション

国民か らのボイスメール、電子メール等 による意見を地域拠点

部門経由で把握、DB化

イ ンターネッ トによる海外諸国への情報発信、海外諸国から受信
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CASE1.3オ イルシ ョック時の対策に関連す る技術'

(業 務のパターン) (業務パターンの詳細)

A

B

C

(関連 する技術)D

標準化が進んだ技術

技術はある。標準化は未整備

技術開発中

技術なし。構想段階

問題の把握 『 潜在的問題の発生

一
基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

対応策の仮説設定 対外交渉一

一

政策企画 ・立案

関連部門との調整

一

関連部門との調整

1

決 定

実 行' 実行結果の監視

図①;衛 星通信、インターネ ット、B-ISDN;A

テ レビ電話、電子メール;A

映像 、音声データに文字イ ンデックスをつけるDB化;B

映像 、音声データに文字イ ンデ ックスをっけないDB化;D

放送 ・新聞情報等のDB化 に は著作権問題をクリアする必要あ り

マルチ フォーマ ット情報の統合処理;D(内 容 により差がある)

画像認識、音声認識、自動翻訳;C

図②;バ ーチャル ・オーガニゼーション、多地点テ レビ会議;B

図③;携 帯端末による現場か らの直接入力;A

シ ミュ レー シ ョ ン ・モ デ ル 開 発 技 術;C

図④;マ ルチメディア ・プレゼンテーション制作 ・編集技術;B

秘 密保持の必要のある情報の暗号化技術;C

音声 認識、自動翻訳;C

シ ミ ュ レー シ ョ ン ・モ デ ル 開 発 技 術;C

多地点テ レビ会議;B、 テ レビ電話、電子 メール;A

上記 に文字インデ ックをつけるDB化;B

マルチ フォーマット情報の統合処理;D(内 容 により差がある)

図 ④;マ ル チ メ デ ィ ア ・プ レ ゼ ン テ ー シ ョ ン制 作 ・編 集 技 術;B

シ ミ ュ レー シ ョ ン ・モ デ ル 開 発 技 術;C

ボ イス メ ー ル 、 電 子 メ ー ル のDB化

(文 字 イ ン デ ッ ク ス を っ け たDB);B

(文 字 イ ン デ ッ ク ス の な いDB);D

図 ⑤;国 民 、 海 外 諸 国 等 外 部 か ら の 電 子 メ ー ル 、 ボ イ ス メ ー ル

へ の レス ポ ンス ・シ ス テ ム;A
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図CASE2.日 米 通商会議、自動車の事例

CASE2.1日 米通商会議(自 動車)の 行動事例

(業務のパ ターン) (業務 パターンの詳細)

問題の把握 潜在的問題の発生

一 基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

対応策の仮説設定 対外交渉

1
政策企画 ・立案

関連部門との調整

一

関連部門との調整

1

決 定

実 行 日米通商会議

(日米通商会議の行動事例)

米国よりX品 目の具体的成果の基準値を要求される

(例;自 動車)

事実関係の確認

日米、世界、特定地域のX品 目の生産量、海外生産量、

市場規模、市場 シェアなど、

関連企業の資本関係、関連する部品産業の経済状況、

日米、世界、特定地域の景気動 向、雇用動向などの経済的関係

日米政府の要人、議会の議員の発言

日米以外の政府の要人の発言

業界人等の意見収集、マスコミ情報収集

世界各国の法律、制度の収集

政府の行動範囲、権限の範囲

管理貿易の弊害を推定

国民への状況説明

国内業界との交渉、米国政府との交渉

米国業界、議会との交渉

取引材料の選択、対応策の立案

通産省内部、外務省、議会、関連業界

判断は人間がおこな う

日米通商会議の協議結果 を発表

国民へのプレゼンテーション

日米国民、マスコミの反応入手

(注)交 渉の進展状況により、上記各ステ ップは前進、後退を繰返す。

そのため同一時期に複数のステップが同時並行的に処理される。この処理をサポー トするために、

収集、分析、整理、蓄積、検索などの機能をはたす情報処理システムが重要である。
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CASE2.2日 米通商会議(自 動車)マ ルチメディアの応用例

(業務のパター ン) (業務 パターンの詳細) (マ ルチメディアの応用例)

問題の把握
.

潜在的問題の発生'

一 基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

対応策の仮説設定 対外交渉一

一

1 一
政策企画 ・立案

醒 部門との魏

一

関連部門との調整

1

決 定

実 行 日米通商会議

テレビ電話、電子 メール等による応接、記録(DB化)

X品 目の品種別製品、部品、材料の画像、映像 データ収集

(DB化)

生産量、市場規模など各種DBの 検 索

現地か ら電話、FAX、 電子メール等による情報収集

外部か らのフォーマ ットの異なる情報の受入れ、統合処理

米国政府発表、議会の審議状況の映像 をインターネ ットで入手

関係者によるバーチャル ・オーガニゼーションの形成

グループェア(電 子 メール、電子掲示板、ワークフロー管理)

電子新聞の入手、テレビ放送のDB化

弊害の具体的内容をマルチメディアによりプ レゼ ンテーション

(ド ラマなど)、

バ ーチャル ・オーガニゼーションの活用

国民への状況説明用マルチメディア ・プ レゼ ンテーション

多地点テレビ会議、議事録自動作成

秘密保持の必要のある情報のセ ヒュリテ ィ対策

対策実行時の経済への影響 シミュレーシ ョン

多地点テレビ会議、議事録自動作成

米国政府へのマルチメディア ・プレゼンテーシ ョン

日本国民、国内業界へのマルチメディア ・プレゼ ンテーション

政府 と国民 との双方向コミュニケーション

戸
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CASE2.3日 米通商会議の対策に関連する技術

(業務のパターン) (業務 パターンの詳細)

A

B

C

(関連 する技術)D

標準化が進んだ技術

技術はある。標準化は未整備

技術開発中

技術なし。構想段階

問題の把握 潜在的問題の発生

、

一
基礎情報の収集

情報収集

調査

問題の顕在化

一

一
関連情報の収集

分析

評価 分析、評価

対応策の仮説設定 対外交渉一

一

1 一
政策企画 ・立案

関連部門との調整

関連部門との調整

1

決 定

実 行 日米通商会議

衛星通信、イ ンターネッ ト、B-ISDN;A

テ レビ電話;A、 多 地点テレビ会議;B

画像 、音声データに文字イ ンデ ックスをっけるDB;B

同上 で文字インデ ックスのないDB;D

異 な るフォーマッ トの情報の受入れ、統合処理技術;D

異 種類のDBを 統 合検索す る技術;C

バ ーチャル ・オーガニゼーション形成

グループウェア技術;B

画像 データ圧縮技術 通信速度2Mbps以 下 、JPEG;A

6Mbps以 上 、MPEG1;A

100旺bps以 上 、MPEG2;B

(現在 はB、 近年中にA)

放 送 ・新聞情報等のDB化 に は著作権問題をクリアする必要あり

マルチメディア ・プ レゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術;B

マル チメディア ・プ レゼ ンテーション用バーチャル リア リティ

制作技術;C

秘密保持の必要のある情報の暗号化技術:C

衛星通信、イ ンターネ ット、B-ISDN;A

多地 点テレビ会議;B

音 声認識、自動翻訳;C

シ ミュレー ション用産業関連モデル;C(一 部 用途でB)

多 地点テ レビ会議;B

音 声認識、 自動翻訳;C

マ ル チ メ デ ィ ア ・プ レゼ ン テ ー シ ョ ン制 作 ・編 集 技 術;B

イ ン タ ー ネ ッ トに よ る電 子 メ ー ル 、 ボ イ ス メ ー ル;A

地 球 規 模 の 情 報 ス ー パ ー ハ イ ウ ェ イ(GII);D

電 子 メ ー ル 、 ボ イ ス メ ー ル のDB化;A
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図CASE3.国 際 的環境問題の事例

CASE3.1国 際 的環境問題の行動事例

(業務のパターン) (業務 パターンの詳細)

情報収集

調査

折

価

分

評

(国際的環境問題の行動事例)

APEC内 のX国 で 日本企業が環境問題の トラブル発生

第1報 の入手

現場から携帯電話、FAX、 電子 メールによる緊急連絡

マスコミ(新 聞、テ レビ、通信社等)報 道

衛星通信による撮影写真、 ビデオ

トラブルの実態、X国 の他企業の実態、経済、産業情報入手

関連部門、省内への緊急報告

関連する情報の入手先 リス ト、関連情報の収集

対策の技術 レベル、 コス ト等の情報収集

X国 、 日本、世界各国の環境基準、法律

X国 、日本、世界各国の環境関係者の意見

トラブルの影響度

トラブルの影響度 シミュレーシ ョン

対応策作成のための情報入手

海外の日本企業が守るべき環境基準、指導要領

の仮説設定、対応策実行時のシ ミュレーシ ョン

通産省内各局、各課

外務省、環境庁、 日本企業、関連団体

X国 政府、国連環境開発会議、その他

対応策および海外の日本企業が守るべき

環境基準、指導要領の決定

判断は人間がおこなう

対応策の実施状況の報告入手

日本国民、マスコ ミへの情報提供

日本国民、X国 国民、世界各国の反応入手

(注)上 記各ステップは前進、後退を繰返す。

そのため同一時期に複数のステ ップが同時並行的に処理 され る。この処理をサポー トす るために、

収集、分析、整理、蓄積、検索などの機能をはたす情報処理 システムが重要である。
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CASE3.2国 際 的環境問題のマルチメディアの応用例

(業 務 の パ タ ー ン)ラ'一 (業 務パター ンの詳細)

問題の把握

情報収集

調査

析

価

分

評

対応策の仮説設定

関連部門との調整

トリガー情報の発生

情報の早期把握

問題内容の確認

詳細情報の収集

情報の分析

情報の評価

対応策の仮説設定

通産省内他部門

通産省外各部門

(マ ル チメディアの応用例)

電話(音 声)、FAX(画 像)、 電子メールのDB化

マ スコミ(新 聞、テレビ等)報 道等の異種DBを 統合検索

現場の映像を伝送、DB化

テ レビ電話およびそのデータのDB化

ビデオサーバーを通 して緊急アナウンスの一斉広報

過去の類似の事例検索(マ ルチメディアDB検 索)

関係者によるバーチャル ・オーガニゼーシ ョンの形成

関連企業か ら電子メールで対策技術(設 計図面、映像等)、

コス ト等の情報収集、DBに 保存

フォーマットの異なる情報の受入れ、統合処理

X国 、日本、世界各国の環境基準、法律 のDB検 索

国別経済、産業情報DBの 検 索、人物情報DB検 索

要求に応 じて上記のマルチメディアDBの 検索

トラ ブ ル の 影 響 度 マ ル チ メ デ ィ ア ・シ ミュ レー シ ョ ン

対応策実行時のマルチメディア ・シミュレーション

多地点テレビ会議、世界中の各国 との コミュニケーシゴン

のため図面、画像をフルに活用 したプレゼンテーション

説明のためのマルチメディア ・プレゼ ンテーション

各国の国語への翻訳を音声認識、 自動翻訳で変換

秘密保持の必要のある情報のセキュリティ対策

判断は人間がお こな う

現場の映像、関係者の音声等収集

国民へのマルチメディア ・プレゼ ンテーション

通産省と国民との双方向情報交換
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CASE3.3国 際的環境問題の対策に関連する技術

(業務のパターン) (業務 パター ンの詳細)

問題の把握

情報収集

調査

折

価

分

評

対応策の仮説設定

関連部門との調整

情報の早期把握

詳細情報の収集

情報の評価

対応策の仮説設定

通産省外各部門

A

B

C

(関連 する技術)D

標準化が進んだ技術

技術はある。標準化は未整備

技術開発中

波術なし。構想段階

衛星通信、インターネ ット、B-ISDN;A

画像 、音声データに文字イ ンデ ックスをつけるDB;B

同上 で文字イ ンデックスのないDB;D(特 定 分野で一部C)

外部 か らのフォーマットの異なる情報の受入れ、統合処理

技術;D(内 容 により差がある)

異種類のDBを 統 合検索する技術;C

DBか ら自分の欲 しいデータをスクリーニ ングす る技術;C

ビデ オサーバー技術;B、 ただ しデータのアップデー ト、

検索等の効率を考えるとC

バ ーチャル ・オーガニゼーション形成、多地点テ レビ会議;B

設計 図面等の電子メール技術;A

画像 データ圧縮技術 通信速度2Mbps以 下 、JPEG;A

6Mbps以 上 、MPEG1;A

100Mbps以 上 、MPEG2;B

グ ループウェア技術;B(近 年 中にA)

マ ルチメディア ・プレゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術;B

マル チメディア ・プレゼ ンテーション用バーチ ャル リアリティ

制作技術;C

マ ルチメディア ・プレゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術;B

音 声認識、自動翻訳;C

秘 密保持の必要のある情報の暗号化技術;C

マ ルチメディア ・プレゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術;B

地球 規模の情報スーパーハイウェイ(GII);D
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図CASE4.石 油化学産業の長期 ビジ ョン審議会の運営

CASE4.1石 油化学産業の長期 ビジ ョン作成時の行動事例

(業務のパターン) (業 務 パターンの詳細) (ビ ジ ョン作成時の行動事例)

今年度のテーマ

の把握

情報収集

調査

析

価

分

評

関連部門との調整

審議会での検討

石油化学産業の構造的問題の把握

民間企業、学識経験者の意見

海外の関連部署からの意見

同上詳細情報の把握

国内の需給統計、世界の需給統計

原料 ・製品の価格動向(国 内 ・海外)

国 内 ・海外の設備投資状況、技術開発の動向

国内 ・海外の商取引慣行、物流状況

民間企業の経営状況、中長期計画の内容

ユーザー企業の動向(海 外生産計画等)

国内・世界の需給予測、設備の稼働率予測

国内・海外の石油化学産業の発展動向予測

製品価格の国際競争力(国 内 ・海外の製造コス ト)

製品の品種数の国際比較

国内・海外の商取引慣行、物流状況を比較

民間企業の取るべき対応策

商取引慣行、物流などの改善策

海外進出戦略の可能性

製品品種統合の可能性

研究開発の優先順位

石油精製産業部門

石油化学製品ユーザーの産業部門

石油化学産業の長期ビジョン報告書

国内、海外諸国に長期 ビジョン報告書

発行

国内、海外諸国の質問、意見に応対
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CASE4.2石 油化学産業長期 ビジョン作成時のマルチメデ ィアの応用例,

(業務のパターン) (業務 パターンの詳細) (マ ルチメディアの応用例)

今年度のテーマ

の把握

情報収集

調査

折

価

分

評

衛星通信、イ ンターネ ット等による海外か らの情報収集

テレビ電話、FAX、 電 子メール等の情報のDB化

関係者 によるバ ーチャル ・オーガニゼーシ ョンの形成

生産量、市場規模などの各種DBの 検 索

原料 ・製品の価格動向、設備投資状況、技術開発の動向

ではメーカー、商社、ユーザーとのテ レビ電話、FAX、

電子 メール

技術開発の動向では新製品、製造プロセスの画像

商取引慣行、物流状況では現場の ビデオ等

海外諸国の石油化学産業への取組み調査ではテ レビ会議、

インターネ ッ トによる電子 メール

国内 ・世界の需給バ ランス ・シミュレーシ ョン

商取引慣行、物流などの改善策をマルチメディア ・

プ レゼンテーション

製品の品種統合 を行 う場合のメリット、デメリッ トの

シミュレーシ ョン

審議会を多地点テレビ会議で行 う

会議議事録の自動作成

対応策を民間企業ヘマルチメディア ・プ レゼンテーション

海外諸国との意見調整をテ レビ会議、インターネ ットで

報告書のCD-ROM化

イ ンターネ ットで海外に情報発信

海外諸国へのPR用 に 自動翻訳、

マルチメディア ・プ レゼ ンテーション

外部か らの電子メール、ボイスメールの受信、返信、DB化
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CASE4.3石 油化学産業長期 ビジョン作成時の関連する技術

(業務のパターシ) (業務パターンの詳細) (関連 する技術)

A

B

C

D

標準化が進んだ技術

技術はある。標準化は未整備

技術開発中

段術なし。構想段階

今年度のテーマ

の把握

情報収集

調査

折

価

分

評

対応策の仮説設定

関連部門との調整

報告書の作成

トリガー情報の収集

審議会での検討

協会 ・民間企業

通産省内他部門

衛 星 通 信 、 イ ン タ ー ネ ッ ト、B-ISDN,A

テ レ ビ電 話 、 電 子 メ ー ル 、 ボ イ ス メ ー ル;A

テ レ ビ電 話 のDB化;C

電 子 メ ー ル 、 ボ イ ス メ ー ル のDB化;A

異種類の各種DBを 統合検索する技術;C

画像 データに文字インデックスをつけるDB;B

同上 で文字インデ ックスをっけないDB;D

ビデオサーバー技術;B

バ ーチャル ・オーガニゼーション、多地点テレビ会議;B

シ ミ ュ レ ー シ ョン ・モ デ ル 作 成 技 術(映 像 な し),B

マルチメディア ・プ レゼ ンテーション制作 ・編集技術;B

多 地点テ レビ会議;B

多地 点テ レビ会議の議事録 自動作成;C

文章の自動認識技術;C

マルチメディア ・プ レゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術;B

CD-ROM制 作;A

イ ンターネッ トで情報提供するDBの 構 築

(文字 ・静止画);A

(動 画 ・音声);B

音 声認識 ・自動翻訳;C

マル チメディア ・プレゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術 ・B

電 子メール、ボイスメールのDB化;A
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図7.3 2010年 の通産省の情報化のイメージ

(○ ○ 課)

オイルショック時の糠 と行動 ①

(旭 リサーチセンター 作成)

・ある石油供給国における戦争、政変などの発生の認知
・我が国への石油供給 システム(外 国の大製油所、輸送路、国内の石油製油施設等)の 確認
・他の石油供給国、IEA(国 際 エネルギ ー機 関)加 盟国か らの情報収集および情報の発信
・その国および隣国に駐在 している関連団体職員 ,日 本企業の駐在員か らの情報収集
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オイルショック時の糠 と行動 ②

バーチャル・オガニゼーション,多地点テレビ会議のイメージ

(旭リサーチセ ンター 作成)

/海 外 と の テ レ ビ会 議 に よ る 問 題 解 決 の た め の 討 議

[/省 内他部署および他省庁とのテレビ会議による問題解決のための討議/学 識経験者(専 門家)と のテレビ会議による問題解決のための討議

・関連する日本国政府 内既存データおよび情報の提示

・関連 する省内の既存 データおよび情報の提示

・関連 する関連団体の既存データおよび情報の提示

・関連 する他省庁の既存デ ータおよび情報 の提示

・学識経験者(専 門家)に よる関連デ ータおよび情報の提示

・会議 中に、上記のデータ及び情報群を整理 して保存
・会議後 、何 らかの意思決定の記録の保存(議 事録の保存)
・会議後 、何 らかの意思決定 した記録の省 内,'他 省 庁,国 民,諸 外国への開示

一105一



オイルショック時の‖概 行動 ③

情報収集・調査段階における現場からの情報入力のイメージ

(旭リサーチセンター 作成)

・戦争 ,政 変 などの状況の随時把握
・製油所などの状況の随時把握

・IEA(国 際 エネルギー機関)に 加盟 している各国の状況の随時把握および 日本の情報の提供

・輸送経路にあるタンカー等の状況の随時把握および情報の指示
・国内石油精製施設の状況の随時把握および情報の開示
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オイルショック時の横 と行動 ④

対策実行段階における7吻テーション・シミュレ・ションのイメージ
'

三ミュレ→7の 選 寸尺_
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(旭リサーチセンター 作成)

・安定 した石油製品需給データのオ ンライン ・リアルタイム把握
、DB化 と プレゼ ンテ ーション

①省内説明用 プレゼ ンテーシ ョン

②他省庁説明用プ レゼ ンテーシ ョン

③民間 ・国民説明用 プレゼンテー ション

④外国政府説明用 プ レゼ ンテー シ ョン
・石油製品需給バ ランスシ ミュ レー ションの提示

・国民か らの意見 ・情報の全国拠点経 由で把握、DB化
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オイルショック時の撒 と行動 ⑤

外部からの情報のフィードバックに対するレスポンスのイメージ

(旭リサーチセンター 作成)

・外部へのプ レゼ ンテ ーション提示後、その応答 に対す る状況の把握

・政策実行時の弊害(デ メ リット)の 認識 ,把 握

① 政策決定 した時 に使用 した シミュ レー シ ョン結果の うちの弊害点の把握

② 既に意見聴取 した専門家意見のうちの弊害点 の把握

③ 既に行 ったIEA加 盟国 との会議で指摘 された弊害点 の把握

・対処方法の内部討議 →関連部門 との調整

・新 たな政策決定 に伴 うプレゼ ンテ ーシ ョン
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2.3将 来必要 な技術 の分析

図CASEl～4か ら分か るよ うに、いずれ のケースで も業務のパ ター ンおよびマ

ルチ メディア応用関連技術 は殆 ど同一である。すなわち、将来行政業務の遂行 に必要

と思 われ るマルチメディア応用 関連技術 には、以下の項 目が あげ られ る。

A標 準 化が 進 ん だ 技 術

(1)衛 星 通 信 、 イ ンター ネ ッ ト、B-ISDN

② テ レビ電 話 、電 子 メ ー ル、 ボ イ ス メール

(3)画 像 デ ー タ圧 縮 技 術2Mbps以 下 、JPEG

6Mbps以 上 、MPEGl

lOOMbps以 上 、MPEG2(現 在 はB、 近 年 中 にA)

(4)携 帯 端 末 に よ る現 場 か らの直 接入 力

B技 術 はある。標準化 は未整備

(1)多 地点 テ レビ会 議

(2)映 像、音声 データに文字イ ンデ ックスをつけるデータベ ース化

(3)マ ルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョン制作 ・編集技術

(4)ネ ッ トワー クを使 って遠隔地で共 同作業す るグループウェア技術

(5)ビ デオ ・オ ン、・デマ ン ド用 ビデオサーバ ー技術

C技 術 開発 中

(1)画 像認識、音声認識、 自動翻訳

(2)シ ミュ レー シ ョン ・モデル開発技術

(3)秘 密保持の必要のあ る情報の暗号化技術

(4)異 種類 のデー タベースを統合検索す る技術

(5)複 数 のデータベースか ら自分 の欲 しいデータをスク リーニ ングする技術

(6)マ ルチメデ ィア ・プ レゼ ンテーシ ョン用バrチ ャル リア リテ ィ制作技術

D技 術 な し。構 想 段 階'.

(1)映 像 、音 声 デ ー タ に文 字 イ ンデ ックス をつ け な いデ ー タ ベ ー ス化
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(2)複 数の異 なるフォーマ ッ ト情報の受入れ、統合処理技術(内 容 により差が ある)

(3)デ ータのア ップデー ト、検索等の効率の良 い ビデオサーバー技術

(4)地 球規模の情報スーパ ーハ イウェイ

技術ではないが、 この時点で は光 フ ァイバー、衛星通信、地上無線通信 などの通信

イ ンフラと携帯端末等の発達 によ り、国 ・地域 ・組織の壁を こえて、必要 な人が ネ ッ

トワーク上でチームを組んで仕事 を行 うバ ーチャル ・オーガニゼー ションが発達す る。

その他

放送 ・新聞情報等 のデータベース化 には著作権問題 を クリアす る必要があ る。

A～Dに ある各技術 に関す る現状 を以下に述べ る。

A標 準化が進んだ技術

これ らの技術 にっ いては、 これか ら研究開発す る必要性 が少 ないと考える。

(1)衛 星通信 、イ ンターネ ッ ト、B-ISDN

O衛 星通信

研究用や軍事用 を除いて、商用 の衛星通信 は1965年 に打 ち上 げ られ たイ ンテ ル

サ ッ ト1号 か ら始 まった。従来の方式は地上に中継基地を設 置す る ものだが、米国

のMotorola社 な どが66個 の通信衛星を打 ち上げて、1998年 頃か ら地球上の どこで も

移動体通信を可能 にす るイ リジウム計画を進めてい る。 また世界75カ 国の通信会社

で構成す るインマルサ ッ トの計画で も同様の衛星通信 を2000年 頃か ら開始す る予定

で あ る。その他TRW社(オ デ ッセイ ・システム)、Loral/QUANTUM/韓 国現代 グ

ループ社 などか らなるグローバルスター社 の計画 もあ る。

○ イ ンターネ ッ ト

イ ンターネ ッ トに関 して は第1章2.米 国の動向の中で記述 した。

OB-ISDN(Broadband-IntegratedServicesDigitalNetwork)

光 ファイバ ー網 と交換機 にATM(AsynchronousTransferMode)を 利用 した超

高速デ ジタル通信網であ る。伝送速度 は156Mbps以 上を 目指す。ハ イビジ ョン並み

の高精細 な動画像 のデータ伝送が可能になる。NTTは1998年 か らサー ビスを開始
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す る計画であ る。

郵政省が管轄す る電気通信審議会で は、光 ファイバ ー通信網 を2000年 まで に 日本

全国の20%、2005年 まで に60%、2010年 までに100%施 設す ることを目標 に して い

る。

(2)テ レビ電話、電子 メール

テ レビ電話、 テ レビ会議に関 して は、第2章 マルチメデ ィアの応用分野の 中で、

一部記述 した。

テ レビ電話 は1970年 に米国 ピッツバ ーグで商用化が始 まった。 テ レビ会議 システ

ム も1967年 英国で試用サー ビスが始ま っている。 日本で も1970年 代後半か ら商用化

が始 まった。専用回線 またはISDNを 使 ったテ レビ電話、 テ レビ会議 システムが

徐 々に普及 しっつあ る。技術標準 と して はITU(国 際電気通信連合)がH320(デ

ス ク トップテ レビ会議規格)を 定めて いる。米国で はPictureTel社 の商品名PCS100

があ る。 い っぽ う、Intel、Novell、Compaq、AT&T社 などが、パ ソコンを中心 に

したテ レビ電話、 テ レビ会議規格 の実質標準を作成するべ く、PCWG(Personal

ConferencingWorkGroup)を 編成 している。Intel社 は商品名ProShareを 販売 して

い る。双方に互換性 はな く、規格が2つ 以上できる気配であ る。

電子 メールは米国で は既 に定着 し、普及 している。 日本で も企業 内ネ ッ トワーク、

パ ソコ ン通信、 イ ンターネ ッ トなどを使 って、急速 に普及が進 んで いる。

(3)画 像データ圧縮 技術

画像 データ圧縮 技術 に関 して は、第4章 マルチメデ ィアを支え る技術の 中で記述

した。

(4)携 帯端末による現場か らの直接入力

1989年 か ら日本 シティメディア(JCM)が データ通信 も可能 な移動体通信 シス

テムのサー ビスを開始 しているが、まだ加入台数は約5,000台(94年8月 現在)と

少な い。NTT移 動体通信網(NTTド コモ)は デジタル携帯電話 ・自動車電話 シ

ステムにデータ通信機能を組み込 む計画である。1995年 に実験 を開始 し、1996年 に

実用 化す る。
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い っぽ う、PHS(パ ーソナル ・ハ ンデ ィホ ン ・システム)が1995年 に実用化 さ

れる。当面 は携帯電話だが、デ ジタル方式なので、将来 データ通信 も可能であ る。

データ伝送速度が32Kbpsと 、一 般電話網およびモデムを使用す るよ りも高速 なので、

屋 内での専用ネ ッ トワー クにPHS技 術の導入がすでに始 ま っている。

衛星通信 を使 った携帯電話お よび端末 システムはA(1)に 述べたよ うに、モ トロー

ラ社 のイ リジウム計画(1998年 始動)や イ ンマルサ ッ ト計画(2000年 頃始動)な ど

が進行中である。

B技 術 はある。標準 化は未整備

(1)多 地点テ レビ会議

従来はメーカー毎 に独 自の規格 に基づ く多地点 テ レビ会議 システムがあ った。 こ

の場合には、メーカーが異 な る機器間ではっなが らないとい う問題があ った。

ITU(国 際電気通信連合)で は前述のH320規 格 に続 いて、Tl20(マ ルチメデ ィ

ア会議)規 格 を推進 してい る。 この中 に多点間 ファイル転送や会議運営の規格が含

まれ る。T120規 格 は1995年 批 准の予定である。多地点 テ レビ会議 はAに 近 いBだ と

いえ る。 ただ し、A② に述べたよ うに、複数の標準規格が登場す る気配である。

(2)映 像、音声データに文字 イ ンデ ックスをつ けるデータベー ス化

文字イ ンデ ックスに基づ いてデータベースの登録、検索を行 うもので、そのため

の要素技術 は開発 されて いる。CD-ROMの タイ トルのよ うに、既 に普及 してい

る技術 もある。ただ し、CD-ROMの 場合 にはデー タベ ースとい うより もファイ

ルの イメージに近 い。

その他 には静止画像だが、人事管理用に顔写真付の人物情報データベ ースな どが

実用化 されてい る。 この場合の文字 イ ンデ ックスには、タイ トル と して氏名、社員

コー ド番号、配属部署名な どがあ り、 キー ワー ドには、タイ トルの他 に性別区分、

入社年月 日、生年月 日、住所、未婚 ・既婚区分、 出身学校、人事考課値な どがあげ

られ る。'

人事管理用デ ータベースの場合 には、文字 イ ンデ ックスが予 め登録 されで いる事

例が多 いが、既存のデータを利用で きない場合 には、新規 に文字 インデ ックスをっ

け る作業負担が大変であ る。
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いっぽ う、映像、音声 デー タになると、文字データに比べて情報量が多 くなるの

で、大量 のデータを格納で きるよ うにデータベースの構造 を拡張す る必要がある。

また映像 、音声 データには時間軸 という要素が入るので、時間軸 を処理す る基本 ソ

フ ト(OS)ま たはツールを必要 とす る。

現在の ビジネス用途では、映像、音声 データを含むデー タベース化 に関す るユー

ザー側か らのニーズがまだ少ない。 このため技術の発達 はこれか らで ある。

しか し、将来 マルチ メディア時代 を迎え るためには、安価で使 い易 いマルチメデ

ィア ・デー タベースの登場が必要不可欠である。 これを実現す るための技術 の発達

が強 く望 まれ る。

(3)マ ルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ション制作 ・編集技術

オーサ リング ・システム と呼ばれる。オーサ リング ・システムに関 して は、第4

章マルチメデ ィアを支え る技術の中で記述 した。

現在行政業務 に映像や音声 データをどのよ うに組 み込むか については、 まだ明確

な イメー ジが ない。民間企業の業務用で も同様で あ る。技術 の発達 はユ ーザ ーの

ニーズに引 っ張 られ る。現状 はまだユ ーザーのニーズが明確でないため、技術の 目

ざま しい発展 もない。

しか し、現在文字や表、グラフ中心 に作 られ る報告書等 に、映像 や音声を組 み込

むマルチメデ ィア ・プ レゼ ンテー ション技術が21世 紀 には発達す ると予想 され る。

映像や音声 は文字 に比べて印象が強 く、記憶 に残 りやす い。

またデ ジタル技術の発達 と普及 によ り、将来映像や音声のデ ジタルデータを安価

に扱え る時代が くると予測 され る。

将来情報公開法 に基づいて、行政情報を国民 にプ レゼ ンテーシ ョンす るために も

この技術 の開発が望 まれ る。

(4)グ ル ー プ ウ ェア技術

グル ー プ ウ ェア は異 な る場所 に い る人 達 が 、情 報 ネ ッ トワー クを使 って共 同作 業

す るた め に登 場 した ソ フ トウ ェ アで あ る。 これ を 使 って 、 バ ー チ ャル ・オ ー ガニ

ゼ ー シ ョンを形 成 す る ことが で きる。簡 単 な もの は電 子 メー ル、 電 子 掲示 板 、 ス ケ

ジ ュー ル管 理 等 を 行 うだ けの もの もあ る。 米 国 のLotusNotesやOracleOfficeな
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ど数多 くの市販 ソフ トが出回 っている。

ここで は、CASE1～4に 述 べた行政業務のパ ター ンにある業務の各ステ ップ

が前進 ・後 退を繰 り返 し、同一時期 に複数のステ ップが同時並行的 に処 理 される場

合 に、業務をサポー トす る情報処理 システムを想定 して いる。

この よ うな情報処理 システムを構築す るために は、全 ての情 報 や行動 が どのス

テ ップに相当す るかを定義 し、ステ ップ毎に情報を区分す る必要が ある。現在 の市

販 ソフ トで はこの実現 は難 しいが、特別 に加工すれば現在で も実現可能であ る。

この技術が発達すれば、在宅勤務 や遠隔地 での共同作業な どが容易 にな る。

(5)ビ デオ ・オ ン ・デマ ン ド用 ビデオサーバー技術

同時 に数千件以上のア クセ スがあ って も支 障のないデジタル映像伝送が課題 であ

り、超高速処理、パ ラ レルプロセ ッシング技術の開発が進んでいる。

米国のHewlett-Packard社 、SiliconGraphics社 を始 め、多数の メーカーが この

よ うな ビデオサーバー技術を開発 中であ る。

米国で はCATV会 社 や地域電話会社が ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドなど双方向テ レ

ビの実験を開始 して いる。 日本で も対象世帯数 は少 ないが、けいはん なやNTTが

実験中 または実験計画中であ る。

ただ し、 ビデオ ・オ ン ・デマ ン ドの用途は主 に家庭 向けであ り、 ビジネス用 には

重要性が低い と思われ る。

C技 術開発中

(1)画 像認識 、音声認識 、 自動翻訳

画像認識 、音声認識 、 自動翻訳 に関 しては、第2章 マルチ メディアを支え る技術

の中で記述 した。

行政業務用音声認識 では、電話会議な どの議事録 を自動作成す ることを想定 して

い る。外国語が用 い られる場合 には、 自動翻訳 も期待 され る。

(2)シ ミュ レー ション ・モデル開発技術

シ ミュ レー シ ョンの応用分野は広範囲 にわたる。 シ ミュ レー ションで は正確性 と

モデル構築の簡便性 との兼ね合いが問題 になる。現状で は目的によって シ ミュレー
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ションが有効か ど うかを判断す ることが多い。

従来の シ ミュレーシ ョン技術で は数式モデルを使 って、 グラフ表示す る ものが多

いが 、将来 はアニ メー シ ョン手法 を使 って、バ ーチ ャル リア リテ ィに近 い シ ミュ

レー シ ョン ・モデルの登場が予想 され る。

この技術 もB(3)と 同様 にユーザー側か らの明確 なニーズが盛 り上が らないと、研

究 開発 も進 まな い。

(3)秘 密保持の必要のある情報の暗号化技術

1994年12月 政府の高度情報通信社会推進本部の有識者会議がまとめた意見書に情

報の改ざん、不正利用防止の必要性がうたわれ、セキュリティ機構の開発が提言さ

れた。このような技術では、強固な秘匿性と使用時の利便性との兼ね合いが問題に

なると予想される。

セキュリティ確保のための情報暗号化技術はユーザー側からのニーズが明確にあ

る。このため研究開発も盛んであり、金融機関などを中心に実用化も進んでいる。

将来確実に発達する技術である。

綴 覧 二二:㌔㌘ 葺三夕をス=コ
異 なる フォーマ ッ トで もデータベースを特定できる場合 には、ゲー トヴェイ機能

を使 って、複数の データベースを統合処理す ることが現在で も可能で ある。

異な るフォーマ ッ トを もっ多数のデータベースを統合処 理す る場合 には、ISO

(国 際標準 化機構)のCCL(共 通 コマ ン ド言語)仕 様を採用す る場合が多 い。

標準化 されて いない不特定のデータを統合処理す る技術 はまだないが、NTT情

報通信研究所や 日立製作所な どで研究開発が行われて いる。

将 来を考え ると、 システム構築 のコス トや使用す る時の利便性等か ら、データ表

現 の標準化が進 むのではないか と思われ る。

(6)マ ル チ メデ ィア ・プ レゼ ンテ ー シ ョン用 バ ー チ ャル ・リア リテ ィ制 作 技 術

バ ーチ ャル ・リア リテ ィに 関 して は、 第2章 マル チ メ デ ィ アを支 え る技術 の 中で

記 述 した。
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D技 術な し。構想段階

(1)映 像、音声 データに文字 イ ンデ ックスをつけないデータベース化

文字 イ ンデ ックスをつける映像、音声 データのデータベース化 については、B(2)

に述べた。文字 イ ンデ ックスをっ けない映像、音声 データのデータベース化 につ い

ては、 まだ適切 な技術がない。

Apple社 のMacintoshで 使 われ るハ イパ ーカー ドは この技術のひとっだが、数千、

数万 のデータを蓄積 したデータベ ースの場合 には、データ間を関係づ けるための

リンクをっ ける作業の負担 が大変であ る。検索速度に も問題があ る。

検索速度だけを取 り上げれば、将来パ ラ レルプロセ ッシングの技術が普及 して、

コンピュータの処理速度が画期 的に向上す る可能性があ り、そ うな ると問題 は解決

す るだろ う。 しか し、人の作業負担の問題 は今の ところ解決の見通 しが たたない。

電子技術総合研究所知能 システム部で は、商標や意匠図形 を対象に した画像 デー

タベー スを開発 してい る。 これ は図形パ ター ンをベ ースに して検索を行 うものであ

る。商標のよ うに対象が明確 な図形用 には、 この技術が発達す る可能性 が高い。

(2)複 数 の異 な る フ ォー マ ッ ト情 報 の受 入 れ 、 統合 処 理 技 術(内 容 に よ り差 が あ る)

C(4)異 種 類 の デ ー タベ ー ス を統 合検 索 す る技術 で 述 べ た よ うに、 標 準 化 され て い

な い不 特 定 な フ ォーマ ッ トの 情 報 を統 合 処 理 す る技 術 は まだ な い。 この た め民 間企

業 や海 外 機 関 か ら情 報 を受 入 れ る場合 に は、 予 め用 語 の定 義 、 フ ォー マ ッ ト、伝 送

手順 な どを調 整 して お く必 要 が あ る。 これ らが 予 め分 か って い れ ば、 ゲ ー トウ ェイ

機能 の開 発 に よ り、 異 な る フ ォー マ ッ トの情 報 の統 合 処 理 も可能 で あ る。

米 国防 総 省が1985年 に提 唱 したCALS(ContinuousAquisitionandLifecycle

Support)は 電子 化 され た情 報 の標 準 化 を 目指 す もの で あ る。 米 国 で は民 間 企 業 を 含

め て標 準 化 を検 討 して お り、EUで も検 討 され て い る。 日本 で は 日本 電 子 工 業 振興

協 会 がCALSの 実 施 を検 討 して い る。

CALSの 中 に はSGML(StandardGeneralizedMarkupLanguage、 文 書 記述

の 標準 化)、STEP(StandardfortheExchangeofProductModelData、 製 品

な どの 図形 デー タ の標 準 化)、CGM(ComputerGraphicsMetafile、 グ ラ フ ィ ッ

クスデ ー タの 標準 化)な どが 含 まれ る。 将 来CALSが 世 界 のEDI(電 子 デ ー タ

交 換)の 標 準 にな るか ど うか を 予想 す る こ と は、 現 状 で は難 しい。
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(3)デ ータのア ップデー ト、検索等の効率の良い ビデオサーバ ー技術

B(5)に 述べ たよ うに、家庭向けの ビデオ ・オ ン ・デマ ン ド用 ビデオサーバ ーの技

術開発が進んで いる。 この場合 には、数千、数万 とい う多数のア クセスが同時 にあ

る場合 に も対応で きるために、超高速処理 とか並列処 理機能を もっ ビデオサ ーバ ー

技術が重要であ る。

しか し、 ビジネ ス用 には家庭向けとは異 なる機能が要求 されるだろ う。現状で は

まだ ビジネ ス用 ビデオサーバ ーのニーズ は少 な く、開発 も進んで いない。

将来 ビジネ ス用 ビデオサーバーの開発が進むか どうかは、ユーザー側のニーズの

盛 り上が りしだいであ る。

(4)地 球規模 の情報 スーパ ーハ イウェイ

GII(GlobalInformationInfrastructure)構 想が国際間で協議 されている。

世界中の各 国の間を光 ファイバ ーで結ぶ構想を進 める。A(1)衛 星通信 に述べ たよ う

に、地球上 に通信衛星 を多数打 ち上げて、世界 中ど こで も通信可能 にす る計画 もあ

る。 い っぽ う、現在 イ ンターネ ッ トの利用者 が世界的に急増 して いる。

GIIは これ らを含む多様 な通信 メディアで構成 される ことにな るだろ う。
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2.4将 来 の行政情報 システム実現 に必要 な開発課題

○印 は開発課題候補、◎印は候補 の中で プロ トタイプに採用予定の もの、 ×印 は開発

余地の少ない もの、△印は有効だが、限 られた時間 と費用では成功の可能性が低い もの。

A標 準化が進んだ技術

(1)衛 星通信、イ ンターネ ッ ト、B-=ISDN

リ
ム

0
0

4

テ レビ電話、電子 メール

画像データ圧縮技術

携帯端末による現場からの直接入力

×

×

×

×

B技 術はある。標準化は未整備

D

別

別

勾

出

多地点テレビ会議

映 像 、 音声 デ ー タに文 字 イ ンデ ッ クスを つ け るデ ー タベ ー ス化

マル チ メデ ィア ・プ レゼ ンテ ー シ ョ ン制作 ・編集 技 術

グル ー プ ウ ェア技 術(バ ー チ ャ ル ・オ ー ガニ ゼ ー シ ョ ン)

ビデ オ ・オ ン ・デ マ ン ド用 ビデ オサ ーバ ー技 術

C技 術 開 発 中

(1)画 像認 識 、 音 声認 識 、

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

自動翻訳

×

◎

◎

○

△

シ ミュ レー シ ョン ・モ デ ル開 発 技 術

秘密保持 の必要 のある情報の暗号化技術

異種類 のデータベ ースを統合検索す る技術

複数のデータベースか ら自分の欲 しいデータをスク リーニ ングす る技術 一ーー

マルチメディア ・プ レゼ ンテー シ ョン用バ ーチ ャル リア リティ制作技術 一・－

D技 術な し。構想段階

(1)映 像、音声データに文字 イ ンデ ックスをつ けないデー タベース化

(2)複 数の異 なるフォーマ ッ ト情報の受入れ、統合処理技術

(3)デ ー タのア ップデー ト、検索等の効率の良 い ビデオサーバ ー技術

△

△

△

○

○

△

(4)地 球 規模 の情 報 ス ーパ ーハ イ ウ ェ イ
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3.将 来の行政情報 システムに必要な技術 ・システム

第7章2ま で に述べ た ことを要約 す ると、将来行政情報 システムに必要 と思われる技

術および システム は、以下の項 目に集約 され る。

3.1バ ーチ ャル ・オーガニゼー ションの構築

その内容 は以下の とお りであ る。

○地球規模の情報 スーパ ーハイ ウェイ(GII)

高度な情報通信技術(衛 星通信、 イ ンターネ ッ ト、B-ISDN、 無線 データ通信)

○携帯端末による現場か らの直接入力、 コンピュータ ・システムへの アクセス

○電子 メール、電子掲示板 、テ レビ電話、多地 点テ レビ会議

○ テ レビ電話、テ レビ会議 の内容のデータベース化、画像 データ圧縮伸長技術

○ グループ ウェア技 術

3.2プ ロ トタ イ プ ・シス テム の 開発対 象

○ マル チメデ ィア ・プ レゼ ンテー ション制作 ・編集技術

○映像 ・音声 データに文字イ ンデ ックスをつけるマルチメデ ィア ・データベース

構築技術

プロ トタイプ ・システ ムの開発対象を上記の内容 に絞 った理 由を第7章4に 記述す る。

3.3効 率の高い情報収集

○異種類のデータベースを統合検索す る技術

○複数のデータベ ースか ら自分 の欲 しいデータをスク リーニ ングす る技術

○映像 ・音声 データに文字 イ ンデ ックスをっ けないマルチメデ ィア ・デー タベース

構築技術
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3.4高 度な情報処理

○ シ ミュ レー ション ・モデル開発技術

○マルチメデ ィア ・プ レゼ ンテ ーシ ョン用バーチ ャル リア リテ ィ制作技術

○ 自動翻訳

○画像認識、音声認識

○秘密保持が必要なデー タの暗号化

将来の行政情報 システムに必要 な技術 と第5章 に述 べたマルチ メデ ィアを支え る要

素技術 との関係を表7.4に 示す。

表7.4に おいて、○印 は関係 がある もの、◎印 は特に関係が深 い ものを示す。

また、今後 プロ トタイプ ・システムの開発対象 に取 り上げ る技術を網かけで区別 した。

一120一



表7.4マ ルチメディア要素技術と行政情報システム実現のための利用技術の相関

プラットホーム 基盤技術 制作技術 HI技 術

マルチメディアを W 携 そ 基 プ デ技 D オ C デ 画 ポ 音 V

支える技術
S

/
帯
情
の

他
本

ソ

ロ

セ

1術

夕

B

M

1シ

サ ス

G

ツ ;
稼
人
イ

ン 亨
R

機

微 情報システム
P

C

報
端

フ

ト ;
圧
縮

S リ テ

ンム

1

ル

プ

レ

出
力
テ

イ

画
像
器

で利用する技術
末 O

S

伸
長 で

イ ン

グ

認
識

標 衛 星通 信,イ ン ター ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
準 ネ ッ ト,B-ISD

化 N,無 線 通信

が
進
ん

テ レ ビ 電 話,Eづ 一ル ○ ○ ○ ○ ○ ○

携帯端末によ る現場 ○ ○ ○ ○ ○
術 か らの直接入 力

多地点テ レビ会議 ○ ○ ○ ○ ○
技
術 映 像 、 音 声 デ ー タに ○ ◎ ◎

'◎

○
あ 文 字 イ ンデ ッ クス を

り つ けるDB化
●

標 マ ル チ メ デ ィ ア ・ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○. ◎ o
準 プ レゼ ンテ ー シ ョ

化 ン制作 ・編集技術
は
未 グループウェア 技 術 ○ ○ ○ ○ ○
整 (バ ーチャル十 ガニゼーション)

備
VOD用 ビデオサーバ技 術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

画 像 認 識 、 音 声 認 ○ ○ ○ ◎
識 、 自動 翻訳

シ ミ ュ レ ー シ ョ ン ・ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
技 モデル開発技術

開

'

了稀

秘密保 持必要性 の ○ ○
発 あ る情 報の暗号化
中
複数DBか ら自分 ○ ○
の欲 しい デ ー タを

スクリーニング す る 技 術

マルチメディア・アレゼンテーション ○ ○ ○ ○ ◎
用VR制 作技術

映像 、 音 声 デ ー タに ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎
技 文 字 イ ンデ ック スを

術 っ け な い データベース化

な

し 複 数 の 異 な る フ ォー ○ ○ ○
■ マ ッ ト情 報 の 受 入 、

構 統合処理技術 L

想
段 デ ー タ の アップデート、 ○ ○ ○ ○
階 検索等の効率の良 い

ビデ オ サ ーバ ー技 術

地球規模の情報スー ○ ○ ○ ○ ○
パ ー ハ イ ウ エ イ

(旭 リ サ ー チ セ ンタ ー 作成)
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4.行 政情報 システムのプ ロ トタイプ ・システム作成

4.1プ ロ トタイプ ・システム作成 の意義

百聞 は一見に しかず という。将来行政情報 システムにマルチメデ ィアを応用す る

ための調査研究 の一貫 に、実際 に音声 ・画像 ・映像等 を扱 うプロ トタイプ ・システ

ムを試作 し、実際に動か してみせ ることによ り、マルチメデ ィアが どれ ほど有効 な

道具 になるかを実証す る ことを予定 して いる。

音声 ・画像 ・映像等 を組み込んだマルチメデ ィア ・システムは文字情報だけに頼

る場合 よ りも、見 た 目に分か り易 く、記憶 に残 り易 い。 したが って、国民へのプ レ

ゼ ンテー ションを始 め、他省庁や通産省内で も報告書 や資料 にマルチメデ ィアを応

用す ることが有効 である。

言葉の壁を克服 した コ ミュニケー シ ョンという意味で、マルチメディア応用 は諸

外国への プ レゼ ンテー ションに も効果が大 きい。 イ ンターネ ッ トへの発信を考え る

と、なん らかの形で情報のマルチ メディア化が必須で あろう。

また、マルチメデ ィア ・デー タベース構築 によ り、電子 メール、 テ レビ電 話、F

AX等 の情報 のデータベース化 に も役立つ。

行政情報 システムの プロ トタイプ システ ムを作成す る ことによ り、第7章2.通

商産業省内の行政情報 システムの将来 イメージの一部 を実現す る ことがで きる。

将来 イメー ジの一部 には、以 下のよ うな マルチメディアの応用が含 まれ る。

①省内,他 省庁,企 業,国 民 への対応策や状況説 明の ためのマルチメディア ・プ レ

ゼ ンテーシ ョン

②電子 メール、 テ レビ電話、FAX等 の情報のDB化

③現場の映像 のDB化

④ ある製品の品種別、部品、材料 や価格動向、設備投資状況の画像、映像デー タの

DB化

⑤ イ ンターネ ッ トで海外 に最終的な報告の情報発信

4.2プ ロ トタイプ ・システムの対象範囲

行政業務へのマルチ メディア応用 システムを実現す るため に、 開発 を必要 とす る
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技術課題 は多 い。 しか し、その中で①将来世界標準がで きる(複 数か も しれ ない)

と思われる ものや、②開発 に長い年月 と多大 な労力を必要 とす るものは、 プロ トタ

イプ ・システムの対象外に した。 これ らには以下の項 目が含 まれ る。

①将来世界標準がで きると思われ る技術

○世界規模の情報 スーパーハ イウェイ(衛 星通信、イ ンターネ ッ ト、B-ISDN、

無線 データ通信)と その情報通信 プロ トコル(通 信規約)

○ プラ ッ トフ ォーム、携帯用データ端末機 などのハ ー ドウェア

○ テ レビ電話、テ レビ会議(従 来標準化が進 まなか ったために普及 しなか った)

○画像 データ圧縮伸長技術(ISOの 標準化がある)

②開発 に長 い年月 と多大 な労力を必要 とす る技術

○ シ ミュ レー シ ョン ・モデル開発技術(長 い歴史を もっ、対象分野の巾が広 い)

○バーチ ャル リア リテ ィ制作技術(映 画やテ レビゲームなど、専門家向けには発達

してい る。 エ ン ドユ ーザー向 けには、 これか ら本格 的な普及が始 まる)

○ 自動 翻訳技術(長 い歴史 を もっ、 日本語の構造分析 などの研究が必要)

○ 画像認識、音声認識技術(長 い歴史を もつ、対象分野の巾が広 い)

○秘密保持が必要なデータの暗号化(電 子取 引の発達 に伴 い、世 界的に研究が盛ん

で ある)

今回予定 してい るプ ロ トタイプ ・システムの開発対象を、

○ マルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ション制作 ・編集技術

○ マルチ メデ ィア映像 ・音声 データに文字 イ ンデ ックスをっけるマルチ メデ ィア ・デ

ー タベースの構築技術

の2点 に絞 り込ん だ。 これ らに絞 った理 由は、 まだ標準化または普及 に至 って お ら

ず、本調査研究の対象 にふ さわ しい技術だか らであ る。

プロ トタイプ ・システムの システム概念 図を添付す る。

(1)ハ ー ドウ ェア概 念 図(図7.5参 照)

ハ ー ドウ ェア は ク ライ ア ン ト ・サ ーバ 形 式 に して 、小 規 模 だが ネ ッ トワー ク対 応 に
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な って いる。カメラ、マイクな どを装備 して、映像や音声 データを入力で きるよ うに

な って いる。

それ以外 に、ICカ ー ドが将来の有力な入 出力媒体 にな る可能性を考慮 して、 これ

を取 り込んだ。

(2)プ ロ トタ イ プ ・シス テム の モ ジ ュール(図7.・6参 照)

プ ロ トタイ プ ・シス テ ムで予 定 して い る機 能 に は、OSや 通信 管 理 シス テ ムな どの

基 本 モ ジュー ルの 他 に 、 マル チ メデ ィア ・デ ー タベ ー ス、 オ ーサ リ ング ・シス テ ムお

よ び ヒ ューマ ン ・イ ンター フ ェー ス な どの モ ジ ュー ルが 含 まれ る。

(3)ソ フ トウエアー覧表(表7.7参 照)

ソフ トウェアはマルチ メデ ィア ・プ レゼ ンテー ションを制作 し、 それをデー タベー

スに蓄積する ことに重点を置いた。

有効 な作品が制作 されれば、それ を外部ネ ッ トワークに発信す ることもで きる。

その他 には、通信 ソフ ト、 ワープ ロソフ トや表計算 ソフ トなど必要最小 限のツール

を準備す る計 画である。
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図7.5プ ロ トタイ プ ・システムのハ ー ドウエ ア概 念 図

◎◎

◎

外部 ネ ットワークへ

◎

「〕

口

CD-ROM,光 磁気デ ィスク

も

アナログ ・デ ジタル双

方 の音声 ・画像データ

(旭 リサーチセ ンター 作成)
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図7.6プ ロ トタ イ プ ・シ ス テ ム の モ ジ ュール

素材 データ

画像 ・映像系

團[鉋

ワープロ機能 表計算竺 グラフ機能 その他の機能

表示対象情報(ト ランザ クション)

DBMS

ビジュアル化情報

表示対象

曾

オーサ リング ・システム

(シ ナ リオ翻訳 ・定義)

クライア ン ト画面

(画像イ ンターフェース)

口[]

;話型

定義型一
ユーザ

プレゼ ンテーシ ョン作成 システム

OS

通信管理システム (ネ ッ トワー ク管理)

プラ入 出力 ・記 憶装 置 コ ン トロール 〔画像 圧縮伸長 含む)

サ ーバ クライアント(MPC)
A

プラ ッ トホ ーム

(旭 リサーチセ ンター 作成)
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表7.7プ ロ トタ イ プ ・シス テム の ソフ トウ エアー覧表

1.基 本 オ ペ レーテ ィ ング システ ム(OS)、 ヒューマ ンイ ンタ ー フ ェース

2.ネ ッ トワー ク管理 システ ム

3.通 信 ソフ トウ ェア

4.画 像 ・映像 データ圧縮伸長 ソフ ト

5.音 声 データ圧縮 伸長 ソフ ト

6.マ ル チ メデ ィア ・オー サ リング ツー ル(制 作 ・編集)

7.マ ル チ メデ ィア ・プ レゼ ンー シ ョンツ ール

8.マ ルチ メディア ・データベース管理 システム(MMDBMS)

9・ ア プ リケ ー シ ・ン開 発 ツ ー ル(グ ル ー プ ウェア'ソ フ ト等)

10.そ の 他(日 本 語 ワー プ ロぐ 表計 算 ソフ ト等)

(旭 リサーチセ ンター 作成)
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4.3プ ロ トタイプ ・システムのサブシステム

行政情報 システムのプ ロ トタイプ ・システムの概念設計の内容 を、ユーザー側か ら

ながめでみ ると、(行 政業務のケース1の 場合 を想定 して考え ると)以 下のよ うな機

能(サ ブシステム)に 分類 され る。

・緊急情報 システム

・基礎情報 システム

・情報交換 システム

・分析,評 価 システム

・対外交渉,調 整 システム

・企画,立 案 システム

・行政業務統合 システム

(1)緊 急情報 システム

「問題の把握 」の過程 に相当す る。

あ る課 において必要 とな る行政業務 に関連す る世界 中の緊急ニ ュース情報 を扱 う

システムで ある。 リアルタイムでかっ24時 間体制が要求 され るシステムであ る。

①衛 星テ レビ放送、電子新聞(例 えば共同通信社)な どのニ ュースが インターネ ッ

トな ど外部ネ ッ トワー クか ら入 る。

②サーバの入 り口にキーワー ドなどで文字 ニュース、映像付 きのニ ュース源の内容

を選択す る機能(フ ィルタ)が ある。課題 と して は、映像付 きのニ ュース源 をど

うや って選択す る方法 を取 るかであ る。

③サーバ緊急ニ ュース画面(電 子掲示板的機能)に 選択 されたニュースを取 り込む。

プロ トタイプ ・システムで は、人が文字 ニ ュース、映像付 きのニ ュースを選択 し

て、緊急ニ ュー スを取 り込む。

④取 り込 まれた文字ニ ュース、映像付 きニ ュースに タイ トル とキーワー ドをっけ る。

例 えばLotusNotesの データ入力機能 を利用する。

⑤全文データベー ス、例えばLotusNotesに それ らの取 り込 まれたニ ュースを格納す

る。現状 のLotusNotesで は、映像 データを対象 としていないため、カスタマイズ

が必要である。
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⑥ タ イ トル や キ ー ワー ドに基 づ いて 、 デ ー タベ ー スか らニ ュー スを検 索 す る。

(2)基 礎情報 システム

「情報収集、調査 」の過程 に相当す る。

あ る課の行政業務 にお いて定常的に必要 とされ る情報 システムである。定期 的に

デー タが更新,蓄 積 され るものである。国内情報,国 際機関の情報,外 国の情報 に

区分で きる。

数字 データを表計算機能 、例えばLotus1-2-3に 取 り込 む。映像 データは、緊急情

報 システムに準 じる。

(3)情 報交換 システム

「情報収集、調査」の過程 に相当す る。

あ る課 と省内 ・省外を結ぶ情報 システムであ る。多地点テ レビ会議 電子 メール,

電子掲示板が主な内容である。

電子 メール、電子掲示板 はすでに存在 して いるため、 プロ トタイプ ・システムに

取 り込む必要はな い。多地点テ レビ会議 も標準化が進みつっあるので、プロ ト汐 イ

ブ ・システムによ る開発の対象外 にあ る。

(4)分 析,評 価 システム

「分析 ・評価」の過程 に相 当す る。

個別 の問題 に応 じて、その問題を分析 し、今後の対応 を評価す るシステムであ る。

ここでは、 シミュ レーシ ョン機能が 中心になる。

シ ミュレーシ ョン機能 は多大な技術開発が必要 なためプロ トタイプ ・システムの

対象外 とす る。

(5)対 外交渉,調 整 システム

「対応策 の仮説設定」、 「関連部場 との調整」の過程 に相 当す る。

対外交渉 を円滑 に行 うための システムである。外 国,国 際機関の対外折衝 のため

に必要 な英語での プ レゼ ンテーシ ョンの制作、他省庁,国 民の説明のために必要 な

日本語 プ レゼ ンテー ションの制作 システム、多地点 テ レビ会議,電 子 メールが これ
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に含 まれ る。

画像 、音声、映像 データを含むプ レゼ ンテー ション制作 システムが必要で ある。

これを実現す るため、 プロ トタ イプ ・システムにオーサ リング ・システムを準備す

る。例 えば、緊急情報 システム に取 り込 まれた映像付 きニ ュースに解説(今 後の予

測、必要 な対策等)を 付 け加え たプ レゼ ンテー ションを制作す る。例 えばLotusNo-

tesに は一度入 力された情報 を加工す る機能 があるので これを利用す る。

(6)企 画,立 案 システム

「対応策 の仮説設定」の過程 に相当す る。

(4)と(5)の サブ システ ムを総合的 に統括 した システムで あ る。

立案 された対策を分 か りやす いマルチメディア ・プ レゼ ンテー シ ョンにす る。ア

ニ メーシ ョンの制作機能が必要だが、例 えば国民にどの様な行動 を取 って ほ しいか

とい うPR資 料 をつ くる。 プロ トタイプ ・システムで は、例 えば人 が話 しか ける映

像 を作成す る。 これ にはオーサ リング ・システムのツールを利用 す る。作成 したP

R資 料を例えばLotusNotesに タイ トルをっ けて、LotusNotesに データベ ース化す

る。

(了)行 政業務統合 システム

(1)か ら(6)ま での全体 の動 きを包含 し、 ウォッチす るためのスケ ジュール

管理 システムである。

実際の システムの運用時に必要 な システムであるが、 プロ トタイプ ・システムで

は適用外 とす る。
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付 資 料添





図 了.8プ ロ トタ イプ ・シス テム のサ ブ シ ステム 概 要 図
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(旭 リサーチセ ンター 作成)
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図 了,9プ ロ トタイプ ・システムのモ ジュール例(変 更の可能性 あ り)

(入力選択した)素 材データ

画像 ・映像系

闇国司

DBMS

(動画取込み対応 の

LotusNotes)

ワープロ機能

(一太郎)

表計算機能

表示対象情報(ト ランザ クション)

ビジュアル化情報

表示対象

オーサ リング ・システム

(シ ナ リオ翻訳 ・定義)

グラフ機能 その他の機能

クライアン ト画面

(画像イ ンターフェース)

口
対話型

通嘉 理 システム(ネ 。 トワーク管理)

入出力 ・記憶装置 コン トロール 〔画像圧縮伸長含む) プ ラ ッ トホ ーム

(旭 リサーチセ ンター 作成)
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添付資料1.先 進事例 ヒアリング調査質問状

株式会社旭 リサーチセンター

貴社への訪問に関するお願い(多 様なメディアを活用した高度な情報利用システムの構築に関する調査研究)

主 旨

近年、政府機関では行政の複雑化 ・多様化に伴い、多様かっ迅速な情報を基に、的確な政策判断を

行う必要性が高まっており、行政情報システムにも最新の情報技術を駆使 した、音声、画像等を扱 う

高度なデータベースの構築が求め られています。従来のデータベースは数値、文字データが中心で、

業務の知的支援、あるいは情報の高度利用を追求するには、限界があります。

現状では、音声、画像等の情報にっいては、データベース化が遅れてお り、容易に検索することが

できませんが、将来は新 しいメディア(画 像、音声等)に よる情報を利用 し、多種多様な情報のもつ

意味を容易かっ的確に把握で きるようなシステムを構築する必要があります。例えば新たな情報形態

としては画像や動画、また、情報内容としてはテレビニュース等の報道情報をも取 り込むことにより、

より高度な判断を支援することが可能となります。

当調査研究では、このような背景の もと、高速かつ大容量のデータを送受信できるネ ットワーク等

を介 し、静止画、動画、 リアルタイムに流れるテレビ画像等の多様なメディアを選択 し、インテ リジ

ェントに行政業務を支援す るためのデータベースシステムに係わる技術等について調査研究を行 うと

ともに、プロ トタイプシステムの内容にっいて今後3年 間の予定で検討を行 うこととなりました。

平成6年 度は、新 しいデータベースシステムの全体的な概念設計を行 うことを目標 としています。

弊社としましては、多様なメディアを活用して高度な情報利用システムを構築されているあるいは

構築 しようとしておられる企業を実地に見学するとともに、その取 り組みに関してのお話を伺 うこと

により、r行 政情報 システム』のモデル像を作成 したいと考えております。っきましては、先般 ご連

絡 しましたとおり、先進的な情報利用 システムを構築あるいは検討されておられる貴社を見学 させて

頂きたく、お願いを申し上げる次第で ございます。

また、あわせて次のような項 目について、お話を拝聴 させて頂きたいと存 じますので、ご多忙の折

り、誠に恐縮でございますが、ご協力の程をよろしくお願い申し上げます。

なお、本調査研究は、財団法人 日本情報処理開発協会(JIPDEC)か ら弊社が委託を受けて行うもの

で、通産省内のデータベースシステムである 「政策情報 システム」の構築に役立てるためのものです。

従 って、本調査研究の結果得 られた情報は、 「政策情報 システム」の構築等、通産省内の利用に限る

ことを念のため申し上げます。

本件 に関す るお問 い合わせば、、下記 までお願 いいた します。

株式会社旭 リサーチセンター 伊 豆山,新.井

呑03-3507-2406FAXO3-3507-7834

訪問 日時' 年 月 日() 時 分

訪問予定者:
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質問項目
1.貴 社 ・部 門の概要(会 社概要な どバンルットを頂戴で きれば幸甚です)t

新 しいメディアを利用 したシステムをご担当されている部門名、部員数、ご担当者、部門の業務内容

2.新 しいメディアを利用 したシステムについて

川 内容等 ① システム概要/② 導入時期/③ 導入までの経緯(計 画),期 間

(2)そ の目的

㈲ その効果

①どういう効果が得 られましたか(得 られるとお考えですか)

②導入前と導入後とで貴社の業務等で変化がありましたか(ど のような変化を予想されていますか)

③効果を測 る尺度には何が適切 とお考えですか(例:)

(4)導 入 して いる ハ ー ドと ソフ トの 内容

① 主 要 な 機器 の 内訳 と特徴/② ソ フ トの 内訳 と特徴(a.OS,b.ユ ーティリティソフト,c.ア プリケーションソフト)

(5)導 入 しているデータベースシステム

①DBの 内容(音 声や画像を含みますか.含 む場合どの様な画像データ(静 止画,動 画,カ ラー等)か 、

どの様な音声データですか)/②DB入 力方法(音 声や画像の入力方法など)/③ 検索の方法

㈲ 導入 システム構築、運用

①担当人数(シ ステム開発者の人数,ど の様な能力を持つ人が必要で しょうか)

② システム運用 ・保守の難易度(ど の様な事が難 しいでしょうか)

(7)デ ータベースの連携

既存データベースと新構築のデータベースと連携させていますか(さ せていればその方法)

(8}付 随 した問題点以下のような問題 はなかったでしょうか.

①知的財産権/② セキュリティ/③ システム拡張性の困難/④ その他(何 でも)

3.課 題や目標

(1)課題や目標 ①今何が問題になっていますか/② 今後どんなことをする御予定ですか

②新 しいメデ ィアを使ったデータベースの役割と有効分野

㈲新 しいメデ ィアを使ったデータベースの素材データの内容の選択

(どの様な素材データが適 しているで しょうか)

(4新 しいメディアを使ったデータベースを開発するときの留意点

(5嚇 しいメディアを使ったデータベースの利用するにあたって利用者の条件や能力があ りますか

4.そ の他(行 政情報 システムへの意見など)
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